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～データで探るユーザー企業のIT戦略～



一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

 沿革
1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 社団法人 日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組
2012年4月 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

 役員
理事34名 （会長1名、副会長1名、常任理事9名） 監事3名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 取締役会長

 事務局
専務理事 金 修
常務理事 原田 俊彦
所在地 東京都中央区日本橋堀留町1-10-11

 会員数 ： 1,804社 （2012年4月1日現在）
正会員Ａ ： 191社 ＋9社 （11年度の増減）
正会員Ｂ ： 129社 ▲21社
正会員Ｃ ：1,484社 ＋480社

*2012年4月1日の一般社団法人移行に伴い、会員区分、名称を変更した。
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期待する成果企業で変えるもの

新商品・サービスによる
顧客の確保

業務プロセスの変革

人の気持ちの変革

JUASの活動方向

基準値・常識の
創出・提供

ベストプラクティス
の探索・紹介

考え方のヒント

見える化→
ＰＤＣＡ

企業競争力
の向上

産業情報システム
の活性化

情報交換の場
↓

情報提供できるＪＵＡＳへ
基礎研究の重視と発想の転換

イノベーション経営を後押しするJUAS！

IT子会社

ユーザ企業 官庁

学界

SIベンダ メーカ
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JUAS活動のコンセプト



ＪＵＡＳ活動の関係図

フォーラム
・ＣＩＯフォーラム（３）
・部門経営フォーラム（４）
・ＩＴ企業ＴＯＰフォーラム（３）
・グループ会社経営フォーラム（３）
・IT部門経営フォーラム関西
・IT企業TOPフォーラム関西
・ITグループ会社経営フォーラム関西
・関西ミドルマネジメントフォーラム

研究会
ＩＴコンシューマ化研究会
ＩＴインフラ研究会
ＩＴサービスマネジメント研究会
情報セキュリティ研究会
ＩＴポートフォリオ研究会
ビジネスプロセス研究会
イノベーション事例研究会
データマネジメント研究会
組織力強化研究会
ＩＴ人材キャリア形成研究会

研究プロジェクト
・システム開発・保守QCD研究プロジェクト

オープンセミナー

オーダーメイド研修

教材開発・出版

研修事業
会員活動

海外研修・調査

ユーザーの要求が未来を切り拓く
－イノベーションで企業を変える、日本が変わる－

会員研修会
関西アカデミー

公開事業
ＪＵＡＳスクエア

・サマースクエア（7月）
・ＪＵＡＳスクエア（9月）

政策企画委員会

調査事業
・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

政策研究・調査
・IT経営協議会

（CIO戦略フォーラム）
・IT経営調査
・CIO育成カリキュラム
・重要インフラの信頼性

セキュリティ・センター
・プライバシーマーク

審査・認証

組織力強化普及・調査
－ＵＩＳＳセンター－

・情報システムユーザースキル標準
・IT人材モデルキャリア開発

ＪＵＡＳラボ
JUASソリューションラボ
JUASトレンドラボ

イノベーション
経営カレッジ
（IMCJ)

教育研修事業

新人・配転者セミナー

ワークショップ型研究会

アドバンスト研究会

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

11年11月に実施

インタビュー調査
重点テーマ中心に

11年11月～12年1月に実施

• 94年度以来過去18年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

• アンケートとインタビューの複合効果
• 年度別に、重点テーマを設定

・ユーザー企業IT部門長：40社

JUAS調査の特徴

• BCP(事業継続計画）への
取り組み

• 超上流・IT利活用の実態と課題

今回の重点テーマ

調査報告
2012年3月発表

• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：1039社（回答率26％）

• 速報（IT予算）有効回答：433社
（回答率11％）

調査委員会、調査部会
による分析

企業IT動向調査2012（2011年度調査）の概要

（C）JUAS 2012

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



企業IT動向調査2012（2011年度調査）の重点ﾃｰﾏ

（C）JUAS 2012 10

①BCP（事業継続計画）への取り組み

2011年3月11日の東日本大震災で、事業やITの継続性に対する企業の意
識が改めて問われている。5月に実施した企業IT動向調査2011（追加調査）で
は、大震災を契機にBCPへの関心が高まり、「BCPを定期的に見直す」との回
答が急増。リスク管理に対する意識変化がうかがえた。本年度は、BCPへの
取り組みの変化を調査するとともに、IT部門として長期的な事業継続に向けた
取り組みへの指針を探る。

② 超上流・IT利活用の実態と課題

IT部門の役割は、より広く高度なものへと変化している。企業IT動向調査でも、
システム開発、運用の実務は外部委託に移行している様子がうかがえる。本年度は、
事業や業務の検討から始まり、システム化の方向性を定めるまでの「超上流」、そし
て開発後の「IT利活用推進」に焦点を当て、現在のIT部門の実態と課題を調査し、
今後の在り方を検討する。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

1111

主な調査結果

（C）JUAS 2012
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業種 件数 割合 業種 件数 割合

製
造
業

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 50 4.8%

非
製
造
業

14．農林漁業・同協同組合、鉱業 4 0.4%

2．繊維工業 11 1.1% 15．建設業 83 8.0%

3．パルプ・紙・紙加工品製造業 8 0.8% 16．電気・ガス・熱供給・水道業 12 1.2%

4．化学工業 54 5.2% 17．映像･音声情報制作･放送･通信業 11 1.1%

5．石油・石炭・プラスチック製品製造業 16 1.5% 18．新聞・出版業 5 0.5%

6．窯業・土石製品製造業 14 1.3% 19．情報サービス業 55 5.3%

7．鉄鋼業 14 1.3% 20．運輸業・郵便業 40 3.8%

8．非鉄金属・金属製品製造業 34 3.3% 21．卸売業 123 11.8%

9．電気機械器具製造業 56 5.4% 22．小売業 73 7.0%

10．情報通信機械器具製造業 14 1.3% 23．金融業・保険業 69 6.6%

11．輸送用機械器具製造業 37 3.6% 24．医療業 6 0.6%

12．その他機械器具製造業 53 5.1% 25．教育、学習支援 5 0.5%

13．その他の製造業 100 9.6% 26．その他の非製造業 92 8.9%

小計 461 44.4% 小計 578 55.6%

＜回答企業の業種別割合＞
（ 09年度までの業種区分「20業種」を、10年度より業種区分を変更し、日本標準産業
分類（平成19年11月改定）を参考に定めた「26業種」とした）

12（C）JUAS 2012



＜業種の特性を把握するため「7つの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて分析＞
※10年度より従来の「一次産業」を「建築・土木」（製造業）とし、

包括されていた農林漁業、鉱業は非製造業に分類されるようにした

13

業種グループ 件数 割合 属する業種

建築・土木 83 8.0% 15．建設業

素材製造 201 19.3% 

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、 2．繊維工業
3．パルプ・紙・紙加工品製造業、 4．化学工業
5．石油・石炭・プラスチック製品製造、 6．窯業・土石製品製造業
7．鉄鋼業、 8．非鉄金属・金属製品製造業

機械器具製造 260 25.0% 
9．電気機械器具製造業、 10．情報通信機械器具製造業
11．輸送用機械器具製造業、 12．その他機械器具製造業
13．その他の製造業

商社・流通 196 18.9% 21．卸売業、 22．小売業

金融 69 6.6% 23．金融業・保険業

重要インフラ 68 6.5% 
16．電気・ガス・熱供給・水道業、
17．映像･音声情報制作･放送･通信業、 18．新聞・出版業

サービス 162 15.6% 
14．農林漁業・同協同組合、鉱業、 19．情報サービス業
24．医療業、 20．運輸業・郵便業、 25．教育、学習支援
26．その他の非製造業

全体 1039 100.0% 

8.0 19.3

20.0

25.0

24.6

18.9

18.6

6.6 6.5

6.5

15.6

17.47.1 5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2011年度（n=1039)

2010年度（n=1144)

建築・土木 素材製造 機械製造 商社・流通 金融 重要インフラ サービス
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（C）JUAS 2012

＜回答企業の従業員数＞
大企業（1000人以上）が1/3強、中堅企業(300～1000人未満）が1/3強
中小企業（300人未満）が1/3弱で、ほぼ同じ割合

14

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 従業員数
ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



（C）JUAS 2012

＜回答企業の売上高＞
売上高1兆円以上の超大企業(4.6%)を分析すると今後の動向が見える
「ｻｰﾋﾞｽ」は、売上高100億円未満が半数と規模の小さな企業が多い

15

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 売上高
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＜回答企業の06年度～10年度業績（実績）と11年度業績（見込み）＞
※10年度よりその前の年と比較した「当年度の業績見込み」を追加

09年度が底で、10年度、11年度は「増収」が6割と回復の兆しが見える

1616

業績（対前年度比較）

※11月末調査のため、11年度実績は見込み
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＜回答企業の企業規模（従業員数）別 10年度業績（実績）と11年度
業績（見込み）＞

※10年度よりその前の年と比較した「当年度の業績見込み」を追加

1717

企業規模（従業員数）別 業績（対前年度比較）

※11月末調査のため、11年度実績は見込み
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
＊④ ソフトウェアの採用と評価
＊⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
＊② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
＊① IT推進組織
＊② IT人材
＊③グローバルIT戦略
＊④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性
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主な調査結果

（C）JUAS 2012
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＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況＞
11年度は23項目の新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況について調査を行った
[新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 1/3]

（C）JUAS 2011

Ｉ
Ｔ
基
盤

1. パブリック・クラウド
（IaaS）

一般向けクラウド利用サービス。IaaS（Infrastructure as a Service）:
サーバー、CPU、ストレージなどのインフラを提供するサービス。

2.パブリック・クラウド
（PaaS）

一般向けクラウド利用サービス。PaaS（Platform as a Service）:アプリ
ケーションを稼働させるための基盤（プラットフォーム）を提供するサービス

3.企業内クラウド

（プライベートクラウド）

企業が自社内でクラウドコンピューティングのシステムを構築し、企業内の
部門やグループ会社などに対してクラウドサービスを提供する

4.仮想化（サーバー） 1台の物理サーバーで複数のOSを同時に動作させる技術。これによって、
複数の業務システムを仮想サーバー上で動作させ、アプリケーションに必
要なサーバー資源を柔軟に割り当てることができる

5.仮想化（ストレージ） 一つの物理的ストレージを複数の論理的なストレージに見せたり、複数の
物理的なストレージを論理的に統合し、利用する側から見て一つのストレー
ジプールとして扱う技術。企業内に分散するストレージを統合し、運用負荷
の低減と利便性の向上を実現する。

6.仮想化（クライアント） 1台の物理サーバー上に複数のクライアント環境を動作させる技術。アプリ
ケーションやデータなど、クライアント側の リソースをサーバー側に集約す
ることにより、情報漏えい対策やセキュリティ対策としても注目される。

7.インメモリ・

データベース

ハードディスク上ではなく、すべてのデータをコンピュータのメインメモリ上に
常駐させて動作することを基本スタイルとするデータベース。ディスクI/Oの
オーバーヘッドを減らし、高速なアクセスとスケールアウトを実現する。

8.グリーン・テクノロジー 環境負荷を最小限にするグリーン化推進のために、ITを適用すること。グリ
ーンIT。IT機器等をグリーン化するGreen of ITと、ITを活用してグリーン
化するGreen by ITがある。 19
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9. 10．

オープンソースソフト
ウェア（OSS）・
OS/ミドルウェア

ソフトウェアの設計図にあたるソースコードを、インターネットなどを通じて無
償で公開し、誰でもそのソフトウェアの改良、再配布が行なえるようなソフト
ウェア。主なものには、OS：Linux、FreeBSD、ミドルウェア：Jboss

11.エンタープライズ

アーキテクチャー（EA）

大企業や政府機関などといった巨大な組織(enterprise)の業務手順や情
報システムの標準化、組織の最適化を進め、効率よい組織の運営を図るた
めの方法論。あるいは、そのような組織構造を実現するための設計思想・
基本理念(architecture)

12.サービス志向

アーキテクチャー（SOA）

ビジネスプロセスの構成単位に合わせて構築・整理されたソフトウェア部品
や機能を、ネットワーク上に公開し、これらを相互に連携させることにより、
柔軟なエンタープライズ・システム、企業間ビジネスプロセス実行システムを
構築しようというシステムアーキテクチャー

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

13.パブリック・クラウド
（SaaS）・メール

従来はパソコン上のメールソフトを使って送受信し、メールサーバーを企業
が管理するケースが多いが、クラウドのサービスではインターネットで接続
し、サーバー上に用意されたメールソフト用機能を使って利用、システムの
運用はサービス事業者が行う。

14.パブリック・クラウド
（SaaS）・SFA・CRM

SFA（Sales Force Automation）：得意先管理、日報管理、商談管理、販
売プロセスなどの営業支援。CRM（Customer Relationship 
Management）：顧客管理、マーケティング、顧客サービス。いずれも営業
活動をサポートするシステム。

15.パブリック・クラウド
（SaaS）・その他

上記13、14以外のその他の一般向けクラウド利用サービス。 ERP、グル
ープウェア、ホームページ、データ保管など。

20
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16.マイクロブロギング 今この瞬間に発生したことを短文でつぶやき、閲覧できるリアルタイム性の
高いコミュニケーションサービス。主なものにTwitterがある。

17.ソーシャルネットワー
クサービス（SNS）

人と人とのつながりを円滑にする手段や場を提供し、共通の関心事を通じ
て新たな関係構築をサポートする、コミュニティ型のwebサイト。主なものに
Facebook、MySpace、mixiなどがある。

18. Web会議 資料やソフトウェアを共有するための機能に音声や映像、チャットなどのコミ
ュニケーション機能を統合させた、共同作業を行うための新しいコミュニケー
ションツール。Webブラウザを利用するため、「Web会議」と呼ばれる。

19.ビジネス

インテリジェンス（BI）
企業内外の事実に基づくデータを、組織的かつ系統的に蓄積・分類・検索・
分析・加工して、ビジネス上の各種の意思決定に有用な知識や洞察を生み
出すという概念や仕組み、活動、それらを支えるシステムやテクノロジ

20.21. OSS
・業務用/Office系アプ
リケーション

ソフトウェアの設計図にあたるソースコードを、インターネットなどを通じて無
償で公開し、誰でもそのソフトウェアの改良、再配布が行なえるようなソフト
ウェア。主なものには、業務用アプリケーション：CRMなど、Office系アプリ
ケーション：OpenOfficeなどがある

端
末

22.スマートフォン 通話以外にも、webサイト利用やアプリケーションダウンロードによるさまざ
まな機能が利用できる携帯電話。携帯、パソコン、PDA（携帯情報端末）の
機能が組み合わさっているといえる。主なものにiPhone、Android、
BlackBerryなどがある。

23.タブレット端末 ディスプレイがさらに大きい新カテゴリーのデバイスとして、タブレットデバイ
スがあり、主なものにiPadがある

21
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⑧グリーン･テクノロジー（n=995）

⑨オープンソースソフトウェア（OSS）･OS（n=1018）

⑩OSS･ミドルウェア（n=1007）

⑪エンタープライズアーキテクチャー（EA）（n=996）

⑫サービス志向アーキテクチャー（SOA）（n=995）

⑬パブリック･クラウド（SaaS）･メール（n=1008）

⑭パブリック･クラウド（SaaS）･SFA、CRM（n=1007）

⑮パブリック･クラウド（SaaS）･その他（n=1003）

⑯マイクロブロギング（n=1011）

⑰ソーシャルネットワークサービス（SNS）（n=1007）

⑱Web会議（n=1014）

⑲ビジネスインテリジェンス（BI）（n=1011）

⑳OSS･業務用アプリケーション（n=1005）

21.OSS･Office系アプリケーション（n=1008）

22.スマートフォン（n=1011）

23.タブレット端末（n=1010）
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導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況（全般）＞導入率が最も高い 「仮想化(ｻｰ
ﾊﾞｰ)」は過半数以上の企業が使用する成熟したﾃｸﾉﾛｼﾞｰとなっている
「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」と「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ」は今後導入率が大きく伸びると予想される

新規ﾃｸﾉﾛｼﾞ-の導入状況
（質門項目順）

22（C）JUAS 2012

・11年度は、新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの
対象に
「企業内ｸﾗｳﾄﾞ(ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗ
ｳﾄﾞ)」
「ｲﾝﾒﾓﾘｰ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」
「Web会議」
を新しい項目として追加して
いる。

・11年度から、回答の選択肢
として、検討したが導入しな
かったことを表す「検討後見
送り」を追加した。
これにより、興味や関心が
あっても、何らかの理由で導
入に至らなかった割合も把握
できるようになっている。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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＜関心の高い新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況＞IT基盤としてのｸﾗｳﾄﾞの利
用が本格的に立ち上がりつつある。特にﾕｰｻﾞｰが独自に構築・運用す
る「ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ｸﾗｳﾄﾞ」は超大企業の一般的なIT基盤になりつつある

2323

＜IT基盤＞

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗｳﾄﾞの
導入検討状況（売上高別）

（C）JUAS 2012

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞの導入検討
状況についての年次変化

・「IaaS」と「PaaS」は、10年度の「導入済
み」と「試験導入中･導入準備中」の合計よ
りも11年度の「導入済み」の数字が大きい。
11年度中に、導入の機運が盛り上がったと
推測される。

・「ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ｸﾗｳﾄﾞ」については「全体」で
は2割、「売上高1兆円以上」の超大企業
では64.4%が導入済となっている。

・但し、「ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ」の定義はあいま
いで仮想化したｻｰﾊﾞｰをﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰで運用
しているだけで、「ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ」と認識し
ているｹｰｽも多いので、それが「導入済み」
の割合を引き上げている可能性がある。
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ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗｳﾄﾞ

日経



企業規模が大きいほど「IaaS」「PaaS」「ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄ」ﾞの導入率が高
い。売上高1兆円以上の企業の導入率は「IaaS」が2割 (全体の2.6倍）、
「PaaS」が1/4（同3.1倍）、「ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗｳﾄﾞ」が2/3(同3.6倍）

2424

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ（IaaS）の
導入検討状況（売上高別）

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ（PaaS）の
導入検討状況（売上高別）

（C）JUAS 2012
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・「 IaaS」、「PaaS」、「ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗ
ｳﾄﾞ」について、
売上高別にその導入状況を見て
みると、
共通する特徴として、売上高が大
きい企業ほど導入率が高く、
特に「1兆円以上」の超大企業は
「1000億～1兆円未満」の大企業
に対して、2倍以上の導入率を示
している。

(IaaS)

(PaaS)
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クラウド

＜ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ＞
米国立標準技術研究所（NIST）の定義

ネットワークやサーバー、ストレージ、アプリケーション、サービスなどの拡張や縮退が可能な資源が共有

化されており、どこからでもアクセスできる便利なモデル。それらの資源管理やサービス提供者とのやり

取りは自動化され、迅速に提供される。5つの特徴と3つのサービスモデル、4つの展開モデルがある。

・ブロードバンドネットワークアクセス
（携帯電話やラップトップ、PDAなど、多種多様な端末から利用できる）

・リソースプール
（情報システム資源はマルチテナントモデルでプール

され、多数の利用者に動的に割り付けて提供）

・迅速な柔軟性
（スケールアウト・インの迅速性と柔軟性があり、必要な

時に必要なだけ利用できる）

・従量課金によるサービス体系
（情報システム資源の使用量はサービス提供者と利用者の双方がモ

ニタリングやコントロールできる）

・オンデマンドなセルフサービス
（サービス提供側の人手を介することなく、自動化されたサービスの利用）

出所：2009/10/7(v15) NIST：米国立標準技術研究所JUAS 技術革新委員会 2010年11月17日
株式会社 アイ・アイ・エム 代表取締役社長 河野 知行氏講演資料より 25



ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞのﾓﾃﾞﾙと特徴

出所：2009/10/7(v15) NIST：米国立標準技術研究所JUAS 技術革新委員会 2010年11月17日
株式会社 アイ・アイ・エム 代表取締役社長 河野 知行氏講演資料より 26



「ｲﾝﾒﾓﾘ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」は現在の導入率は低くても今後注目を集める技術
新しいｼｽﾃﾑ構築の考え方である「SOA」は売上高1兆円以上の企業で
は導入率が2割→4割と大きく伸びたが、1兆円未満の企業では横ばい

2727

ｲﾝﾒﾓﾘ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ(IT基盤に

おけるﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀへの対応)の
導入検討状況（売上高別）

SOA（ｻｰﾋﾞｽ志向ｱｰｷﾃｸﾁｬｰ）の
導入検討状況（売上高別）

（C）JUAS 2012

・「売上高1兆円以上」の超大企
業では、「試験導入中・導入準
備中」が8.7%、「検討中」が30.4%
もあり、現在の導入率は低くて
も、今後注目を集めるﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
である。

・「売上高1兆円以上」の超大企
業では、保有しているｼｽﾃﾑの数
も多く、また、開発からの年数も
経過して構成が複雑化するなど
の問題を抱えることから、導入が
進んだと考えられる。
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30.4

2.7

0.0

71.4

47.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1004)

100億円未満（n=264)

100億～1000億円未満（n=502)

1000億～1兆円未満（n=192)

1兆円以上（n=46)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

8.0

39.1

4.8

6.5

15.9

8.0

14.2

26.1

37.0

1.9

4.9

8.5

6.5

71.6

88.2

75.6

52.7

10.9

0.8

3.7

5.4 2.3

1.1

1.6

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=989)

100億円未満（n=263)

100億～1000億円未満（n=492)

1000億～1兆円未満（n=188)

1兆円以上（n=46)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討



ﾈｯﾄﾜｰｸ経由でﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰの提供する機能をｻｰﾋﾞｽとして利用するSaaS
の「導入済み」割合は「ﾒｰﾙ」が2割、「SFA ･CRM」「その他」が1割前後
SaaSはｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの調達方法として無視できない存在になりつつある
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ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ(SaaS)の
導入検討状況（売上高別）

（C）JUAS 2012

＜ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ＞

・「導入済み」の割合は、10年度は、
SaaS全体で13.7%だったことから、
「ﾒｰﾙ」(20.0%)だけを取っても大き
な伸びを示している。

・一般的に初期投資が少ない
SaaSという形態でのITの利用は、
企業規模が小さくても豊富な機能
が活用できる。

・ 「売上高1兆円以上」の超大企業
では、 「SFA･CRM」「その他」が約
4割と高い導入率を示している。
この背景としては、既に社内のﾋﾞ
ｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽのｼｽﾃﾑが進んでおり、
その基盤に対して連携機能を持た
せるSaaS導入が容易だったので
はないかと考えられる。
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100億円未満（n=260)

100億～1000億円未満（n=503)

1000億～1兆円未満（n=192)

1兆円以上（n=47)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討
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21.1
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19.1

6.5

5.8

8.7 3.4

2.7
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9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1001)

100億円未満（n=261)

100億～1000億円未満（n=502)

1000億～1兆円未満（n=191)

1兆円以上（n=47)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

20.0

38.3 6.4

21.7

17.6

21.4

26.8

25.5

4.6

6.6

7.4

2.1

59.1

69.7

62.3

43.7

27.7

10.9

7.6

5.7

2.1

2.0

2.3

2.3 6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=997)

100億円未満（n=261)

100億～1000億円未満（n=499)

1000億～1兆円未満（n=190)

1兆円以上（n=47)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

(SaaS)メール

(SaaS)SFA・CRM

(SaaS)その他

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

日経
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企業規模別 業務ｼｽﾃﾑ開発形態（基幹系） SaaS/ASP利用の現在と今後(3年後)の比較

「ｸﾗｳﾄﾞ」活用に関しては、基幹系業務ｼｽﾃﾑでは全般的に慎重な姿勢
(現在：数%)であるものの、検討意欲は大きい。大企業でも顧客管理に
限っては高い関心があることがうかがえる(現在：3.5%→今後：14.9%)

（C）JUAS 2012

現在 今後 差分（今後-現在） 今後傾向 今後傾向
09年度 10年度 11年度 09年度 10年度 11年度 09年度 10年度 11年度 09→10 10→11

300人未満 6% 2.8% 1.5% 8% 5.8% 5.7% 2.0% 3.0% 4.2% 1ポイント増 1ポイント増
300～1000人未満 2% 1.9% 2.5% 5% 4.8% 6.1% 3.0% 2.8% 3.5% 0ポイント 1ポイント増
1000人以上 2% 1.4% 0.6% 4% 4.2% 4.3% 2.0% 2.8% 3.6% 1ポイント増 1ポイント増
300人未満 5% 2.5% 1.5% 7% 4.1% 6.0% 2.0% 1.6% 4.5% 0ポイント 3ポイント増
300～1000人未満 2% 2.4% 2.0% 3% 5.1% 5.0% 1.0% 2.6% 3.0% 2ポイント増 0ポイント
1000人以上 0% 0.3% 0.3% 2% 2.4% 3.0% 2.0% 2.2% 2.7% 0ポイント 1ポイント増
300人未満 2% 1.7% 0.6% 4% 2.7% 3.2% 2.0% 1.0% 2.6% 1ポイント減 2ポイント増
300～1000人未満 1% 1.7% 1.2% 2% 3.6% 4.2% 1.0% 1.9% 3.1% 1ポイント増 1ポイント増
1000人以上 0% 0.6% 0.3% 2% 1.8% 2.7% 2.0% 1.3% 2.4% 1ポイント減 1ポイント増
300人未満 3% 2.6% 0.3% 5% 5.1% 3.5% 2.0% 2.6% 3.2% 1ポイント増 1ポイント増
300～1000人未満 1% 2.0% 2.0% 3% 4.6% 4.5% 2.0% 2.7% 2.5% 1ポイント増 0ポイント
1000人以上 0% 0.6% 0.3% 3% 4.0% 3.4% 3.0% 3.4% 3.0% 0ポイント 0ポイント
300人未満 4% 3.1% 2.1% 8% 8.6% 11.3% 4.0% 5.5% 9.2% 2ポイント増 4ポイント増
300～1000人未満 4% 2.2% 2.5% 9% 9.3% 11.3% 5.0% 7.2% 8.8% 2ポイント増 2ポイント増
1000人以上 1% 2.9% 3.5% 7% 14.8% 14.9% 6.0% 11.9% 11.3% 6ポイント増 1ポイント減
300人未満 2% 3.0% 2.1% 3% 5.8% 8.3% 1.0% 2.8% 6.2% 2ポイント増 3ポイント増
300～1000人未満 1% 2.6% 1.4% 4% 4.8% 6.1% 3.0% 2.1% 4.6% 1ポイント減 3ポイント増
1000人以上 0% 1.7% 0.3% 3% 6.9% 6.3% 3.0% 5.2% 5.9% 2ポイント増 1ポイント増
300人未満 4% 3.6% 2.4% 7% 6.4% 9.0% 3.0% 2.8% 6.6% 0ポイント 4ポイント増
300～1000人未満 2% 4.3% 3.1% 4% 9.0% 7.2% 2.0% 4.7% 4.1% 3ポイント増 1ポイント減
1000人以上 1% 3.1% 1.3% 5% 9.6% 9.2% 4.0% 6.5% 7.9% 2ポイント増 1ポイント増

③生産・商品

④物流

⑤顧客管理

⑥財務会計

⑦人事・総務

①受発注

②仕入・在庫管理
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企業規模別 業務ｼｽﾃﾑ開発形態（情報系） SaaS/ASP利用の現在と今後(3年後)の比較

情報系ｼｽﾃﾑでの「ｸﾗｳﾄﾞ」活用は中堅･中小企業が先行したが、今後
は大企業が大きく伸びる。 「社外向け広報」 「ﾒｰﾙ」に続き「掲示板・電
子会議・予定表作成等」 でも「ｸﾗｳﾄﾞ」採用の流れが顕著に表れている

（C）JUAS 2012
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⑩
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e
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主に自社開発 主にパッケージ 主にクラウド 導入なし

情報系業務ｼｽﾃﾑの
開発形態（現在と今後）

現在 今後 差分（今後-現在） 変化傾向

09年度 10年度 11年度 09年度 10年度 11年度 09年度 10年度 11年度 09→10 10→11

300人未満 22.0% 26.4% 30.1% 30.0% 39.9% 44.3% 8.0 13.5 14.2 5ポイント増 １ポイント増

300～1000人未満 10.0% 15.2% 21.7% 22.0% 32.2% 44.9% 12.0 17.0 23.2 5ポイント増 6ポイント増

1000人以上 4.0% 10.3% 14.4% 30.0% 34.9% 45.4% 26.0 24.6 31.0 1ポイント減 6ポイント減

300人未満 9.0% 9.9% 12.2% 18.0% 27.9% 31.7% 9.0 18.0 19.5 10ポイント増 2ポイント増

300～1000人未満 3.0% 3.9% 8.7% 16.0% 26.0% 36.4% 13.0 22.1 27.7 9ポイント増 6ポイント増

1000人以上 3.0% 6.5% 7.3% 26.0% 32.9% 40.3% 23.0 26.4 33.0 3ポイント増 ７ポイント増

300人未満 21.0% 23.0% 23.8% 26.0% 32.6% 36.3% 5.0 9.6 12.5 5ポイント増 3ポイント増

300～1000人未満 14.0% 21.6% 22.3% 20.0% 32.6% 39.0% 6.0 11.0 16.7 5ポイント増 6ポイント増

1000人以上 14.0% 18.7% 17.7% 25.0% 32.7% 33.6% 11.0 14.0 15.9 3ポイント増 2ポイント増

⑩社外向け広
報
（Web等）

⑧メール

⑨掲示板、
電子会議室、
予定表等

・ 「ﾒｰﾙ」 「掲示板・電子会
議・予定表作成等」では 、
「ﾊﾟｯｹｰｼﾞ」を減じた分が、
「ｸﾗｳﾄﾞ」にｼﾌﾄしている。
「社外向け広報」でも、 「自
主開発」が「ｸﾗｳﾄﾞ」にｼﾌﾄす
る方向にある。



「ﾏｲｸﾛ・ﾌﾞﾛｷﾞﾝｸﾞ(Twitter等)」「ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ(SNS)」は「導入済み」
の企業がまだ1割未満。いずれも個人としての普及率はもっと高いと考
えられるが、企業として業務的に利用するのはこれからと考えられる

（C）JUAS 2012 31

ｿｰｼｬﾙ･ｿﾌﾄｳｪｱの
導入検討状況

・これらの「ｿｰｼｬﾙｿﾌﾄｳｪｱ」は、
企業内部に閉じた使用よりも、
社外を巻き込んでの利用によっ
て効果を上げると考えられるが、
その一方、利用法を誤るとﾄﾗﾌﾞ
ﾙを招く可能性もある。
現状では、適切な利用法を模
索中の企業も多いと推測される。

・10年度と比較すると、どちらも
導入率が上がり、かつ検討中
の割合も増えている.
今後、先進的な企業による導
入事例が増えるにつれて、導
入も広がっていくと考えられる。
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1兆円以上（n=47)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

ﾏｲｸﾛﾌﾞﾛｷﾞﾝグ

ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ(SNS)



「Web会議」を「導入済み」の企業は1/3(売上高1兆円以上では2/3)
「BI」を「導入済み」の企業は3割(売上高1兆円以上では7割強)
今後の動向としては、「ｲﾝﾒﾓﾘｰ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」の活用が注目されている
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Web会議の
導入検討状況（売上高別）

ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ(BI)の
導入検討状況（売上高別）

（C）JUAS 2012

・「Web会議」が「全体」の3割を超え
た背景としては、一人一台のPC環
境とLAN接続が既に整備されてお
り、導入のための新規投資が少な
くて済んだことや、企業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
化に伴い海外とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに
有効であること、などが考えられる。

・10年度と比較すると、「導入済み」 は
やや増加したものの、「試験導入中･導
入準備中」と「検討中」 を合計した数字
は横ばい。

・今後の動向としては、「BI」を「導入済
み」の企業を中心に、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀのIT基
盤となる「ｲﾝﾒﾓﾘ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」の活用方
法の検討が始まると予測される。
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19.0

11.3

13.8

6.2

12.7

19.9

11.8

29.7

25.3

32.2

26.4

16.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

スマートフォン　11年度
（n=1011)

10年度（n=1124)

タブレット端末　11年度
（n=1010)

10年度（n=1123)

（%）
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「導入済み」を10年度と比較すると、「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝは11.3%→19.0%」「ﾀﾌﾞﾚｯ
ﾄ端末は6.2%→13.8%」へと大きく伸びている。「試験導入中・導入準備
中」の割合も高く、企業の関心が非常に高まっていることを示している
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ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の
導入検討状況

＜端末＞ 年次変化
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12.0

15.1

21.6

2.1

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1005)

100億円未満（n=266)

100億～1000億円未満（n=498)

1000億～1兆円未満（n=194)

1兆円以上（n=47)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

14.5

25.5 48.9

32.1

26.3

34.5

37.3

17.0

6.4

4.4

2.1

29.8

41.4

31.3

15.5

6.4

13.7

12.7

13.2

30.6

17.1

12.8

20.0 4.4

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1004)

100億円未満（n=266)

100億～1000億円未満（n=498)

1000億～1兆円未満（n=193)

1兆円以上（n=47)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末

・「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ」と「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」は、
「試験導入中・導入準備中」 と「検
討中」の割合が増加しているので、
このまま12年度以降も高い伸びを
示すと考えられる。

・この理由としては、
経営者やﾕｰｻﾞｰにも分かりやすく、
目に見える変化を起こせることが
大きいと考えられる。
「我が社の導入状況はどうなってい
るのか」という経営者やﾕｰｻﾞｰから
のﾄﾘｶﾞｰで導入が決まるｹｰｽもある。

・また、採用事例が増えてきたこと
や端末を管理する「MDM(ﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞ
ﾊﾞｲｽ管理)ｻｰﾋﾞｽが」拡充してきた
ことなども、企業が「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ」や
「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」などのﾎﾟｽﾄPC端末
の採用に積極的になっている背景
にあるとみられる。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

日経



＜ｸﾗｳﾄﾞ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへの取り組み姿勢＞懐疑的だったｸﾗｳﾄﾞ導入が
一気に積極導入へ！特に売上高1000億円以上の企業で顕著な変化
(DI値：「全体」10年度▲28.6→0.6、「1兆円以上」10年度▲9.2→40.4））

3434

導入には積極的になるべ
きだ（売上高別）

（C）JUAS 2012

導入には積極的になるべ
きだ(年次別DI値変化）

・売上高別にみると、
売上高が大きい企業ほど導入への
意識が高まっている。

・この背景には、売上高「1000億円
以上」の大企業においては、
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応など、企業を
取り巻く環境変化に対する迅速な
IT化が待ったなしの状態になって
いると推測される。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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12.8

8.5

3.4
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3.1

5.6

4.5

42.7

38.7

39.8

51.3

61.7

32.3

32.6

29.1

39.4

40.9

46.0

49.4

50.3

34.4

27.7

59.2

60.1

62.7

49.0

52.3

3.7

5.2

3.9

1.5

2.1

5.1

5.0

5.1

6.1

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1024）

100億円未満（n=269）

100億～1000億円未満（n=513）

1000億～1兆円未満（n=195）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1117）

100億円未満（n=301）

100億～1000億円未満（n=574）

1000億～1兆円未満（n=198）

1兆円以上（n=44）
1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない

0.6

▲ 9.2

▲ 8.4

28.2

40.4

▲ 30.2

▲ 35.6

▲ 10.1

▲ 9.2

▲ 28.6

▲ 100.0 ▲ 80.0 ▲ 60.0 ▲ 40.0 ▲ 20.0 0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体

100億円未満

100億～1000億円未満

1000億～1兆円未満

1兆円以上

11年度DI値（n=1024） 10年度DI値（n=1117）

差分

29.2

21.0

27.2

38.3

49.6

日経



＜ｸﾗｳﾄﾞ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへの理解＞「IT部門は定義・本質を理解してい
る(7割)」 「経営層は定義・本質を理解している(2割)」「ﾍﾞﾝﾀﾞｰは定義・
本質を明確に提示すべき(9割)」は10年度とほぼ同じDI値となっている

3535

IT部門は定義・本質を
十分に理解している

（C）JUAS 2012

経営層は定義・本質を
十分に理解している

ﾍﾞﾝﾀﾞｰは、定義・本質を
もっと明確に提示すべきだ

・10年度のDI値と比較すると、
「IT部門」10年度47.5→42.4
「経営層」10年度▲58.4→ ▲58.4
「ﾍﾞﾝﾀﾞｰ」10年度75.2→70.7

・ITﾍﾞﾝﾀﾞｰとしても「導入には積極
的になるべきだ」との追い風をしっ
かり捉え、自社のｸﾗｳﾄﾞ･ｻｰﾋﾞｽを
ﾕｰｻﾞｰ企業に明確に提示してゆく
努力を怠らないようにすべきだ。
・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が待ったなしの現在、
信頼できるｸﾗｳﾄﾞ･ｻｰﾋﾞｽを提供し
て日本企業の世界的な競争力の
強化を後押しすることが、ITﾍﾞﾝ
ﾀﾞｰに求められている。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1024）

100億円未満（n=268）

100億～1000億円未満（n=513）

1000億～1兆円未満（n=196）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1123）

100億円未満（n=303）

100億～1000億円未満（n=577）

1000億～1兆円未満（n=199）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない
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15.2

21.2

33.3
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23.3
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67.9
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13.3
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1024）

100億円未満（n=269）

100億～1000億円未満（n=513）

1000億～1兆円未満（n=195）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1122）

100億円未満（n=303）

100億～1000億円未満（n=577）

1000億～1兆円未満（n=198）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない
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全体（n=1026）

100億円未満（n=269）

100億～1000億円未満（n=514）

1000億～1兆円未満（n=196）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1122）

100億円未満（n=301）

100億～1000億円未満（n=578）

1000億～1兆円未満（n=199）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない

11.3

8.2

11.2

14.3

17.0

7.7

7.0

7.8

8.6

6.8

62.4

61.0

62.9
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51.1
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52.3
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1021）

100億円未満（n=269）

100億～1000億円未満（n=509）

1000億～1兆円未満（n=196）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1121）

100億円未満（n=302）

100億～1000億円未満（n=577）

1000億～1兆円未満（n=198）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない

IT部門

経営層

ﾍﾞﾝﾀﾞｰ



＜IT部門の立ち位置への影響＞ ｸﾗｳﾄﾞによって「 IT部門の業務内容・
責任が変わる」と考える企業は7割強。IT部門の「存在価値が低くなる」
との危機感より、「存在価値が高まる」との期待の方が高まりつつある

3636

導入によって、IT部門の
業務内容・責任は変化する

（C）JUAS 2012

導入によって、IT部門の
ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽは今より低くなる

導入によって、IT部門の
ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽは今より高まる

・「今後のIT部門の方向性（5年
後）」の調査結果でも、 IT部門業
務の上流工程(「IT戦略」「ｼｽﾃﾑ
企画」)へのｼﾌﾄが進みつつある。
「ｼｽﾃﾑ開発・運用」業務の負担が
軽減されるｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞの
利用が、この流れを加速させるこ
ととなるだろう。

・10年度の「全体」のDI値と比較す
ると、
「変化する」 10年度41.0→47.4
「低くなる」10年度▲65.4→▲70.9
「高まる」 10年度▲25.9→▲17.9
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全体（n=1021）

100億円未満（n=269）

100億～1000億円未満（n=509）

1000億～1兆円未満（n=196）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1121）

100億円未満（n=302）

100億～1000億円未満（n=577）

1000億～1兆円未満（n=198）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない
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15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1017）

100億円未満（n=265）

100億～1000億円未満（n=510）

1000億～1兆円未満（n=195）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1111）

100億円未満（n=300）

100億～1000億円未満（n=569）

1000億～1兆円未満（n=198）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない

2.9

2.6

3.3

2.6

2.1

1.8

1.7

1.4

3.6

38.1

37.6

37.6

37.9
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35.2

32.7

37.4

31.5

40.9

54.9

56.8

54.5

56.4

42.6

59.7

62.3

58.3

61.4

52.3
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3.1
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全体（n=1018）

100億円未満（n=266）

100億～1000億円未満（n=510）

1000億～1兆円未満（n=195）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1110）

100億円未満（n=300）

100億～1000億円未満（n=569）

1000億～1兆円未満（n=197）

1兆円以上（n=44）

1
1
年

度
1
0
年

度

強くそう思う そう思う 思わない まったく思わない

変化する

低くなる

高まる



ｸﾗｳﾄﾞへの期待は「IT資産を持つ」から「ｻｰﾋﾞｽを使う」への変化の現れ
ﾒｰﾙへの期待・導入目的は「全体」では｢ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄの購入、導入、保守
が不要｣と「安価にｻｰﾋﾞｽを利用できる」が１位の理由で拮抗している

3737

ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞに
対する期待・導入目的

＜ﾒｰﾙ＞

（C）JUAS 2012

27.1 
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9.3 
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24.5 
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13.6 

10.6 

8.9 

10.1 

7.1 

7.4 

6.6 

1.3 

13.5 

9.9 

19.7 

10.5 

8.7 

9.9 

10.2 

10.0 

5.1 

2.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守が不要

安価にサービス（アプリケーション）を利用できる

災害対策として有効である

24時間365日サービスが利用できる

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

障害対応が充実している

開発なしでアプリケーションの利用が可能

トランザクションのピーク対応ができる

1位（n=997）

2位（n=978）

3位（n=944）

メール＜全体＞

36.6 

17.1 

12.2 

9.8 

7.3 
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10.0 

10.0 

27.5 
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16.2 

8.1 
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21.6 
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5.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

安価にサービス（アプリケーション）を利用できる

災害対策として有効である

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守が不要

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

24時間365日サービスが利用できる

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

開発なしでアプリケーションの利用が可能

障害対応が充実している

トランザクションのピーク対応ができる

1位（n=41）

2位（n=40）

3位（n=37）

メール<１兆円以上＞
メール＜売上高１兆円以上＞

メール＜全体＞

・ 売上高「１兆円以上」の超大企
業では、「安価にｻｰﾋﾞｽを利用で
きる」が1位で高い比率（36.6%）を
示している。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が急激に
進んでいる現場では、ITｺｽﾄの削
減に大きな期待を持っている。

・ 「災害対策として有効である」が、
「100億円未満」および「100億～
1000億円未満」の企業では3位
（それぞれ12.9%、14.0%）、「1兆円
以上」の企業では2位（17.1%）と
なっている。
これは「災害対策」の必要性は認
識しているが自社運用ではなか
なか手が回らない災害対策を「ｸﾗ
ｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ」に期待している
のであろう。



SFA･CRMでは、売上高1兆円以上の企業が「安く、早く、手間を掛けず
に」を実践。ｼｽﾃﾑ開発の負荷を軽減できる「開発なしでｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの
利用が可能」「迅速にｻｰﾋﾞｽを利用できる」が3･4位に入ってきている

3838

ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞに
対する期待・導入目的
＜ SFA･CRM ＞

（C）JUAS 2012
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安価にサービス（アプリケーション）を利用できる

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守が不要

開発なしでアプリケーションの利用が可能

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

災害対策として有効である

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

24時間365日サービスが利用できる

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

障害対応が充実している

トランザクションのピーク対応ができる

1位（n=945）

2位（n=924）

3位（n=903）

ＳＦＡ／ＣＲＭ＜全体＞
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

安価にサービス（アプリケーション）を利用できる

迅速にサービス（アプリケーション）を利用できる

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守が不要

開発なしでアプリケーションの利用が可能

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

自社運用よりもセキュリティ対策が安心である

トランザクションのピーク対応ができる

災害対策として有効である

障害対応が充実している

24時間365日サービスが利用できる

1位（n=41）

2位（n=40）

3位（n=38）

ＳＦＡ・ＣＲＭ<１兆円以上＞SFA･CRM ＜売上高１兆円以上＞

SFA･CRM＜全体＞

・ 売上高「１兆円以上」の超大企業
では、「安価にｻｰﾋﾞｽを利用でき
る」が1位となり、全体では4位の
「迅速にｻｰﾋﾞｽを利用できる」が2
位に、全体では6位の「需要の増減
に応じたHW、SW利用の拡大･縮小
が容易」が5位に躍進している。

・「迅速にｻｰﾋﾞｽを利用できる」こと
への期待は、企業規模が大きいほ
どより切実なﾆｰｽﾞとなってきている。

・ﾈｯﾄ社会の広がりでﾎﾞｰﾀﾞﾚｽ化が
進み、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀのｷｬﾊﾟｼﾃｨ予測が
非常に難しくなりつつあるので、「ｸ
ﾗｳﾄﾞ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ」に期待をかけ
ていることがうかがえる。



ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞに対する大きな不安･懸念事項は、「ｾｷｭﾘﾃｨ対策
が十分かどうかわからない」と「本当にｺｽﾄﾀﾞｳﾝするかわからない」の
2項目が、企業規模に係わらず、1～3位合計の比率で約半数と突出
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ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞに

対する不安･懸念事項

（C）JUAS 2012
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セキュリティ対策が十分かどうかわからない

本当にコストダウンするかわからない

トラブル発生時の問題判別・対処が困難となる

サービス提供を中止される可能性がある

他社のサービスへの移行が困難になる

自社システムとのデータ連携が行えない

サービス提供者のサポートに不安がある

障害による損害の補償内容に不安がある

データの完全性への不安がある（破損、消失等）

システムの応答時間が実用的なレベルか不安がある

大量データの移行が困難となる

障害が多く稼働率に不安がある

1位（n=996）

2位（n=971）

3位（n=928）
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セキュリティ対策が十分かどうかわからない

本当にコストダウンするかわからない

自社システムとのデータ連携が行えない

サービス提供を中止される可能性がある

トラブル発生時の問題判別・対処が困難となる

他社のサービスへの移行が困難になる

サービス提供者のサポートに不安がある

データの完全性への不安がある（破損、消失等）

システムの応答時間が実用的なレベルか不安がある

障害による損害の補償内容に不安がある

大量データの移行が困難となる

障害が多く稼働率に不安がある

1位（n=960）

2位（n=946）

3位（n=910）

SFA/CRM

ﾒｰﾙ

SFA･CRM 

・ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞのｻｰﾋﾞｽ
を提供するITﾍﾞﾝﾀﾞｰは、
「ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへの取り
組み姿勢に関する設問」の「④
ﾍﾞﾝﾀﾞｰは定義･本質をもっと明
確に提示するべきだ」で説明が
不足していると指摘されている
ので、
ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞに対するこ
の2大不安･懸念を払拭する努
力が求められている。



「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」の本格導入元年は12年度となる！「1000億円以上」の
大企業で加速度的に導入が進み、12年度末には4割強が導入する計
画。11年度時点で先行している業種は「重要ｲﾝﾌﾗ」と「建築・土木」

4040

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の導入時期
（売上高別）

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の導入時期

（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）

（C）JUAS 2012

・「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」は、 「未定」の企業
が半数を占めるものの、10年度か
ら少しずつ始まった企業への導入
は確実に広がりを見せている。

・12年度に「導入予定」の企業は
18％であり、全体では約3割で導
入が進む予想である。

・業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別に見ると、
仕事の現場が広範囲に分散し、
画像情報などのやり取りが必要
な「重要ｲﾝﾌﾗ」と「建築･土木」が
11年度時点で先行しているのが
特徴的である。
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「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」は業務ｼｽﾃﾑやﾍﾟｰﾊﾟﾚｽのための端末へと変貌する
(性能がこの数年で急速に向上し、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙで可搬性があることと、
ﾈｯﾄﾌﾞｯｸとは異なる直感的なﾕｰｻﾞｰｲﾝﾀｰﾌｪｰｽが評価されているため)

4141

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の用途（現状）

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の用途

（現状・3年後）

（C）JUAS 2012
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メール、スケジュール管理 業務システムの端末

顧客へのプレゼンテーションツール ペーパーレス（図面、マニュアルなど）

その他

・｢建築･土木」で「ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ｣の用
途が全体の2倍の59.3%と際立っ
ている。
これは建設現場の工事進捗状況
を逐次写真で報告する義務があ
ることと、現場に多量の工事図面
を持ち込まなければならない業務
のﾆｰｽﾞから先行していると思わ
れる。

・「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」をｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄとして利
用できるようにしたり、ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙの操
作を前提に画面を設計したりするな
ど、今後は「業務ｼｽﾃﾑの端末」として
の利用を想定しながら、ｼｽﾃﾑを企
画・開発する必要があるといえる。
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業務システム端末として

現状

3年後
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可搬性が高いゆえの課題が業種や企業規模を違わず浮き彫りに！
「盗難や紛失のﾘｽｸが高くなる」、「ｾｷｭﾘﾃｨ対策が難しくなる」が2/3で
並び、次に「公私の利用区分の境界があいまいになる」が5割弱で続く

4242

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の課題

（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別、
複数選択）

（C）JUAS 2012

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

全体(n=989)

建築・土木(n=80)

素材製造(n=191)

機械器具製造(n=251)

商社・流通(n=191)

金融(n=64)

重要インフラ(n=59)

サービス(n=152)

・ﾉｰﾄPCが登場したときと
同様の課題が、さらに可
搬性の高い「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」
でも課題となっている。

・しかし、ﾉｰﾄPCがﾊｰﾄﾞﾃﾞｨ
ｽｸの暗号化や生体認証
機能の搭載、そしてｼﾝｸﾗｲ
ｱﾝﾄ化へと進んでいるよう
なことが「ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末」でも
起きると考えられる。



（C）JUAS 2012 43

新ﾃﾞﾊﾞｲｽ(ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ･ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末)の導入に関する主な声

＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ結果＞
ｱﾝｹｰﾄからは伝わりにくい現場の代表的な声を、今後の導入検討で
の参考として業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別にまとめた

業種グループ タブレットの用途 課題・魅力 個人所有端末

素材製造

・在宅勤務に近いような人に広がるの
ではないか。
・扱っている商品の関係上、法的に定
められた添付文書が多い。滅多に質問
されることはないが聞かれたときに直ぐ
に見せられるようにしている。

・モバイル・デバイス・マネジメント
（MDM）といった管理ツールの利用を検
討している。
・Windows7への置き換えのときに、モ
バイルパソコンをipadにして据え置き型
のパソコンとの組み合わせにすることも
議論している。

・初期は禁止だが、問題・課題を把握し
た上で私物利用の解禁も検討したい。

機械器具製造

・会議の資料は全てipadで。経営会議
はペーパーレスとなっている。
・Ｗｅｂ会議システムを作り、外出先か
ら会議に参加する（テスト中）。
・ペーパーレスとして使用。製造現場
で、部品の確認や組み立ての確認を
行っている。
・営業などの機会損失を防ぐために必
要ではないかと考えている。
・社内システムへのアクセス、営業実績
の参照、お客様の訪問計画・訪問記録
の作成に利用中。
・営業はカタログや提案書は全てペー
パーレスで行っている。

・ワークスタイルへの影響。場所を選ら
ばない仕事環境（移動が多いので）の
ニーズ。
・資料を紙で持ち運ぶのと、PCやタブ
レットに入れて運ぶのとどちらが危険
か、という観点で検討している。PCは
ロックができるので安全だが、必要以
上の情報が入るので問題、等々。
・そこそこ便利だが、それ専用のアプリ
ケーションを作らないと効果が出ない。
・通信コストが高い。携帯、モバイル
PC、タブレットの3つの通信料をインテ
グレートするとか、対策が望まれる。
・アプリのダウンロードから全てをでき
なくするのは時代と合わないかと思っ
ている

・シンクライアント化だとか、セキュリ
ティ問題をクリアして認める方向で検討
中。
・解禁です。個人所有の携帯でも業務
で使いたいと申し出があれば、会社用
と同じセキュリティポリシーを適用して
使わせている。
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性
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主な調査結果

（C）JUAS 2012

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



＜IT予算（開発費+保守運用費）の現状と今後の見通し＞
12年度はIT予算を「増やす」企業が4割弱、「減らす」企業が約3割
増減の内訳で見ると、「増加」と「減少」が減り、「不変」が増加（8.5%増)

4545

IT予算の増減
（n=433）

IT予算増減の内訳
(n=433）

（C）JUAS 2012

・12年度のDI値が8.1に改善す
る内訳は、「増加」する企業が
増えるのではなく、特に「10%以
上減少」が減り、その結果「不
変」が増加するためである。

・企業業績がなだらに回復する
中、海外景気の下振れや為替
ﾚｰﾄ・株価の変動、電力供給の
制約等のﾘｽｸにより、多くの企
業で投資の方向性が打ち出せ
ない状況がうかがえる。
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4646

IT予算DI値（次年度予測）の推移

IT予算のDI値（Diffusion Index：増加割合-減少割合）の次年度予測の
推移を見ると、IT予算は10年度 (▲4ﾎﾟｲﾝﾄ）を底に、回復基調だが（11
年度：+6 .4ﾎﾟｲﾝﾄ、12年度：+8.1ﾎﾟｲﾝﾄ）、劇的な回復は見込めない

（C）JUAS 2012

・ 1社当たりの平均予算額は、09年度18.6億円、10年度18.2億円(対前年比▲2.1%)、11年度18.0億
円(同▲0.9%) 、12年度17.9億円(同▲0.5%)であり、金額ﾍﾞｰｽでは減少幅は漸減傾向ではあるもの
の、依然、ﾏｲﾅｽが続いている状況である。

・02年度からの11年間の動きの中で、11年度を見るとDI値はほぼ中位の位置づけとなり回復に転
じたように見えるが、 金額ﾍﾞｰｽではﾏｲﾅｽの状況が続いており、元気の無い状況はしばらく続きそ
うである。
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DI値は11年度にﾌﾟﾗｽに転換、12年度はすべての企業規模でﾌﾟﾗｽに
11年度は売上高1兆円以上の企業のDI値が一時的に大幅に増加
12年度は規模が小さい企業のDI値が大きく改善しているのが特徴
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企業規模（従業員数）別
IT予算の増減
（n=433）

（C）JUAS 2012

企業規模（売上高）別
IT予算の増減（n=433）
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・中堅中小企業(「1000人未
満」、「1000億円未満」)の増
減の傾向は、従業員規模別
でも売上高規模別でも同じよ
うな動きになっている。

・一方、「1兆円以上」の超大
企業では、11年度は6割以上
の企業がIT予算を増加させ
ており、DI値も10年度から
38.8ﾎﾟｲﾝﾄと大幅に増加して
いるのが特徴である。
12年度はDI値が11年度から
22.1ﾎﾟｲﾝﾄ減少するが、「減
少」の割合に変化はない。



すべての業種で12年度のIT予算のDI値がﾌﾟﾗｽ、またはｲｰﾌﾞﾝに
DI値が最も高かったのは「重要ｲﾝﾌﾗ(48.1、+29.6ﾎﾟｲﾝﾄ)」で、DI値がﾏｲ
ﾅｽからﾌﾟﾗｽに転じたのは震災復興への期待が大きい「建築・土木」
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
IT予算の増減（n=432）

（C）JUAS 2012

24.3

25.9

19.9

36.1

16.7

16.7

16.1

24.1

18.4

21.7

27.8

20.0

30.2

32.6

17.4

18.2

13.6

13.6

40.7

25.9

37.0

20.3

25.4

22.0

13.9

15.5

13.2

2.8

13.9

16.7

18.4

13.8

17.2

13.0

12.2

10.4

12.8

14.0

17.4

18.2

18.2

18.2

29.6

29.6

7.4

8.5

20.3

5.1

31.9

23.4

26.9

27.8

27.8

27.8

31.0

21.8

24.1

35.7

27.0

26.1

29.1

18.6

30.2

27.3

18.2

18.2

7.4

7.4

11.1

45.8

32.2

37.3

13.2

13.7

17.6

19.4

13.9

16.7

18.4

14.9

20.7

9.6

11.3

14.8

10.5

15.1

15.1

18.2

36.4

27.3

11.1

11.1

37.0

11.9

6.8

10.2

16.7

21.5

22.5

13.9

27.8

22.2

16.1

25.3

19.5

20.0

21.7

28.7

17.4

19.8

19.8

18.2

13.6

22.7

11.1

25.9

7.4

13.6

15.3

25.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

12年度予想

11年度

10年度

全
体

（
n
=
4
3
2
）

建
築

・
土

木
 

（
n
=
3
6
）

素
材

製
造

 

（
n
=
8
7
）

機
械

器
具

製
造

 

（
n
=
1
1
5
）

商
社

・
流

通
 

（
n
=
8
6
）

金
融

 

（
n
=
2
2
）

重
要

イ
ン

フ
ラ

 

（
n
=
2
7
）

サ
ー

ビ
ス

 

（
n
=
5
9
）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

DI値

8.3

6.2

▲7.0

5.6

▲11.1

▲5.5

0.0

▲2.3

▲4.6

5.1

7.0

▲13.1

15.1

11.7

▲0.1

0.0

▲18.2

▲18.2

48.1

18.5

0.0

3.3

23.6

▲8.5
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＜中期的な傾向を把握するた
めに、09年度の予算を基準に
12年度の予算の増減分布とDI
値を分析＞
・DI値は大きい順に、「ｻｰﾋﾞｽ」（DI
値：27.2）、「重要ｲﾝﾌﾗ」（同18.5）、
「商社・流通」（同13.9）、「建築・土
木」（同5.5）、「素材製造」（同4.6）、
「機械器具製造」（同4.3）、「金融」
（同▲31.9）となる。

・「金融」が唯一、DI値がﾏｲﾅｽであ
り、その値も飛び抜けている。
企業業績を見ても厳しい状況は続
いている。

・製造業のDI値は一桁となっており、
非製造業全般に比べ伸びの幅が少
なくなっている。



売上高に対するIT予算の比率は2年連続で減少、売上の伸びにIT予
算の伸びが追いつかず。売上高に占めるＩＴ予算の比率はIT装置産業
といわれる「金融」が5%台と突出、平均以上は「重要ｲﾝﾌﾗ」と「ｻｰﾋﾞｽ」
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業種グループ別
売上高に占める
IT予算比率
（計画値ベース）

（C）JUAS 2012

・ 11年度はIT予算の伸びが
▲0.8%と1.1ﾎﾟｲﾝﾄ改善するも
のの、売上も1.0%増と1.1ポイ
ント改善されるため、IT予算
比率の伸び率は、10年度と
同様に▲1.7%が見込まれて
いる。

10年度調査では「金融」の売
上高に占めるIT予算比率が
3%台と、これまでの調査とか
なり異なる値であったが、
11年度調査では5%台と、
09年度までの調査の水準に
戻った。
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売上高に占めるIT予算の比率は、ﾄﾘﾑ平均値で見ると、企業規模が大
きくなるにつれIT予算の比率は下がっていき100億円前後で谷となる、
その後上昇し1兆円前後で山となり、それを越えるとまた減少する
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企業規模（売上高）別
売上高に占める
IT予算比率

（C）JUAS 2012

※ トリム平均値(データの最大値と最小値付近のサンプルを平均値の計算から
除外してしまう方法。今回は上下20%ずつをカット)

・ ｸﾞﾗﾌが先ず右肩下がりになるの

は、ｼｽﾃﾑを構築して運用する費用
として、企業の規模に関わらず必
要となる固定的な費用と企業規模
に比例して必要となる可変的な費
用が発生するためと考えられる。

そのため、企業規模が大きくなる程、
ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄが発生し、売り上げ当た
りのITｺｽﾄは小さくなる。

・真ん中の山の右肩上がりの部分
は、ﾋﾞｼﾞﾈｽ（業務領域）の拡大やｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ化への対応、ｽﾃｰｼﾞの進化
（情報システムの導入～部門内最
適～企業内最適～企業間最適）に
伴うIT適用業務の拡大などにより、
IT投資領域が拡大するためと考え

られる。
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＜ IT投資額（=IT予算額）の年商に占める比率の国際比較＞国際的に
見ると、08年度の日本の売上高に占めるＩＴ予算比率（1.03%）は低く、
北米の1/4、欧州・ｱｼﾞｱﾊﾟｼﾌｨｯｸの1/3、ﾗﾃﾝｱﾒﾘｶの半分以下である

区分
日本 北米 欧州

IT投資額の年商に占める比率 1.03 1.0 4.31 4.2 3.04 3.0 2.92 2.8 2.57 2.5

(N) 556 284 405 463 59

アジア
パシフィック

ラテンアメリカ

業種
日本 北米 欧州

製造（プロセス） 0.69 1.0 3.55 5.1 2.10 3.0 3.09 4.5

(N) 144 7 35 30
製造（組み立て） 0.75 1.0 4.60 6.1 2.68 3.6 1.77 2.4

(N) 91 33 33 29
小売／ホテル／不動産／卸売 0.52 1.0 2.73 5.3 2.76 5.3 1.54 3.0

(N) 133 26 47 53
銀行／保険／証券 5.89 1.0 5.08 0.9 3.79 0.6 2.15 0.4

(N) 29 42 42 43
情報・通信サービス 2.92 1.0 4.54 1.6 3.10 1.1 4.62 1.6

(N) 11 45 49 59
サービス 1.05 1.0 3.33 3.2 3.36 3.2 3.12 3.0

(N) 87 48 78 92
農業／鉱業／建設 0.65 1.0 1.26 1.9 2.08 3.2 2.16 3.3

(N) 52 8 19 38
その他非製造 0.15 1.0 6.25 41.7 1.82 12.1 1.42 9.5

(N) 3 9 30 24
非営利／教育／医療 0.95 1.0 5.13 5.4 4.12 4.3 3.88 4.1

(N) 6 61 63 88

アジアパシ
フィック

地域別 IT投資額の年商に占める比率

＜地域×業種＞： 日本を100とした場合の比率
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調査：日本2008年5月（JUAS)、他地域2007年11～12月（ Gartner ）
配布資料



開発費 保守運用 合計 開発費 保守運用 合計 開発費 保守運用

12年度予測 727 1,067 1,794 -1.3% 0.1% -0.5% 40.5% 59.5%

11年度計画 737 1,066 1,804 1.6% -2.5% -0.9% 40.9% 59.1%

10年度計画 725 1,094 1,819 -3.2% -1.3% -2.1% 39.9% 60.1%

09年度計画 749 1,109 1,858 - - - 40.3% 59.7%

開発費 保守運用 合計 開発費 保守運用 合計 開発費 保守運用 合計

10年度 725 1,094 1,819 654 1,056 1,710 90.2% 96.5% 94.0%

09年度 749 1,109 1,858 671 1,066 1,736 89.5% 96.1% 93.4%

n=395
IT予算（計画・百万円） IT予算（実績・百万円） 予算執行率

n=395
IT予算（百万円） 伸び率 構成比

＜開発費と保守運用費＞ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ以降のIT予算の削減傾向は12年
度も継続する見込み。削減が難しく根雪となる傾向にある保守運用費
も11年度は大きく下方修正された(10年度調査の予測0.3%増→▲2.5%)
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一企業当たりの開発費と保守運用費

開発費割合 03年：34%（実績） 06年：40%（実績） 09年：38.6%（実績）
04年：36%（実績） 07年：41%（実績） 10年：38.2%（実績）
05年：32%（実績） 08年：44%（実績） 11年：40.9%（計画）

（C）JUAS 2012



＜BCP関連費用＞「直接被害あり」の企業はIT予算を「減少」させて本
来事業の復興を優先。 優先度が上がったDR対策のIT追加予算は、
「開発費」を増加させて「BCP関連概算費用」を捻出した企業が過半数

5353

被害状況別 11年度の開発費(左)・保守運用費(右)の伸び

（C）JUAS 2012

BCP関連概算費用の伸び別 11年度の開発費(左)・保守運用費(右)の伸び
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（C）JUAS 2012

東日本大震災後の
具体的な災害対策
＜ｱﾝｹｰﾄ自由回答より＞
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・ｱﾝｹｰﾄの自由回答からも、
BCP対策の順位が最優先になった
り、前倒しになる中で、
「BCP対策の追加予算が大幅に認
められた」企業もあれば、

「優先順位の低い案件の見送りや
開発案件の凍結」、

「ｼｽﾃﾑや機器の統廃合、契約やｻｰ
ﾋﾞｽﾒﾆｭｰ見直しによる保守運用費
の圧縮」
など様々な工夫でBCP関連費用を

捻出したｹｰｽなど、様々な回答を頂
いた。

・各企業の置かれている立場によっ
て、予算面での対応は様々であった
様であるが、

「経営層の理解が得られやすくなり、
BCPの対策が進めやすくなった」

という声は多く聞かれた。

耐震
・マシンルームの免震対策
・サーバーラックの免震装置の導入
・耐震設備の導入 （プリンター等）

停電・節電

・自家発電機の導入、拡充
・無停電システムの導入
・UPS設備を導入
・UPSのオーバーホール
・サーバールームの空調を省電力タイプに更新
・パソコンの省電力化（デスクトップからノートブックへの移行）
・クライアントPCの省電力モード設定を全社を挙げて徹底

ネットワーク

・本社停電時にも各端末が稼動できるように、ネットワークの再構築を行った
・ネットワーク会社をNTTに統一し、通信速度を2倍に変更した。
・ネットワークの冗長化
・ワイヤレスLAN採用

DC、
バックアップ

・外部データセンターへの移設
・サーバーの運用拠点をDCに一括
・2拠点でのシステム運用に変更
・バックアップデータセンターの第2センター化
・海外データセンターの活用
・データセンターの50Hz-60Hzの分散配置
・データセンターを関東から東海地方に移設
・重要データ、バックアップデータの分散保管
・バックアップテープの外部設備への保管等
・データバックアップを週次から日次に変更
・PCデータバックアップ導入
・海岸近くのデータセンター、サーバーの移設

システム

・基幹システムの二重化
・メールシステムの冗長化
・仮想サーバーの活用
・サーバー統合
・クラウドコンピューティングの導入

DR対応
システム
の導入

・安否確認や災害時の情報共有の仕組み構築
・クラウド型メールに移行
・在宅勤務を可能にする仕組の導入
・在宅勤務を想定したシンクライアントPCの使用を試行した
・災害時の連絡サービス導入
・社員PCのモバイル化（緊急時に社外で業務可能化）
・PHSの追加購入、リモートの検証

東日本大震災後の具体的な災害対策



12年度の開発費の割合は「全体」では4割、「金融」と「重要ｲﾝﾌﾗ」は5
割に肉薄。11年度に伸びを示しているのが「ｻｰﾋﾞｽ」 「商社・流通」「金
融」「素材製造」、12年度の伸びが大きいのが「機械製造」

5555

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
IT予算に占める
開発費率の動向

（C）JUAS 2012

・特に、保守運用費の圧
縮を精力的に進めてい
る「金融」では開発費の
割合の上昇が著しく、12
年度では「重要ｲﾝﾌﾗ」を
抜いて一位となった。

＜12年度の開発費の増
減分布のDI値を見る＞
と「重要ｲﾝﾌﾗ：23.1」「金
融：21.1」「商社･流通:：
19.0」が高い。

＜保守運用費の増減分
布のDI値を見る＞と「金
融」は3年連続ﾏｲﾅｽで、
特に10年度と12年度は
▲20を下回っている。

配布資料



10年度は収益に余裕がある企業がIT投資を伸ばし、厳しい企業は圧
縮。11年度は「減少」割合が一番小さいのは「減収減益」組、業績が芳
しくない企業でもDR対策を最優先で実施せざるを得なかったためか？
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10年度業績別
10年度の開発費の伸び

（C）JUAS 2012

11年度業績（見込み）別
11年度の開発費の伸び

・10年度の業績と開発費の伸び

とには、概ね、「増収増益」「増
収減益」「減収増益」「減収減
益」の順で、開発費を「増加させ
る」企業の割合が多くなる事が
分かった。

・また、11年度では、「増収増
益」と「増収減益」が同率で、「減
収減益」「減収増益」の順となっ
ている。

・10年度の調査でも同様の傾向
が出ており、非常に興味深いと
ころである。

10年度

11年度
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

5757

主な調査結果

（C）JUAS 2012

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）

（％）

1位（n=1009）

2位（n=1002）

3位（n=993）

＜IT部門がIT投資で解決したい中期的な経営課題＞「迅速な業績把
握、情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」と「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」がIT投資の
二本柱、1～3位の累計では「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」が1位となる

5858

IT投資で解決したい中期
的な経営課題（1～3位）

（C）JUAS 2012

・ 1～3位の累計では、
「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」（50.0%）と、
続く「迅速な業績把握、情報把握
（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営）」（42.3%）の２つの
回答率が高い。
その次は少し低くなるが、「IT開
発・運用のｺｽﾄ削減」（25.5%）、「営
業力の強化」（22.6%）、「業務ﾌﾟﾛｾ
ｽの質・精度の向上」（21.2%）、「業
務ﾌﾟﾛｾｽのｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ」（21.0%）が
続いている。

・ 「BCP（事業継続計画）の見直
し」は、1位としての回答率は低い
が、3位の回答率としては最も高
い（11.8%）。
東日本大震災に際して、BCPの
見直しが課題の一つとして位置づ
けられているものと考えられる。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



09年度から「迅速な業績把握、情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」がIT投資の
最重点ﾃｰﾏに！「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」は増加傾向あるが、「経営の透
明性の確保」と「企業としての社会的責任の履行」は年々低下している

5959

年度別 IT投資で解決し
たい中期的な経営課題
（1位のみ）

（C）JUAS 2012

・解決したい経営課題の最重
点ﾃｰﾏは、
09年度に「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率
化」から「ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営」に代
わったが、
11年度は「ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営」の回
答率が低くなり両者の差が縮
まった。
しかし、「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」
の重要度は逓減傾向にある。

・「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」の
重要度は増加傾向にある。

・これに対し、「経営の透明性
の確保」は、急減しており、
金融商品取引法改正後一段落
したものと考えられる。
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迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

業務プロセスのスピードアップ/精度向上

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

企業としての社会的責任の履行
（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保
（内部統制、システム監査への対応等）

（％）

11年度（n=1009）

10年度（n=1106）

09年度（n=1008）

08年度（n=849）

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



売上高「1000億円以上」の大企業では、拡大したIT開発・運用コストの
適正化をするとともに、単なる業務の効率化や見える化ではなく、競争
力の強化に繋がるようないわゆる「攻め」のIT投資が求められている
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売上高別
ＩＴ投資で解決したい中期
的な経営課題（1位）

（C）JUAS 2012

・売上高別に見ると、中堅中小企
業と大企業が直面している課題
とIT戦略の違いが見えてくる。

・ 「見える化」の対応に追われて
いる中堅中小企業は、「迅速な
業績把握、情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経
営） 」を経営課題の1位として挙
げる企業が多い。

・一方、大企業では、競争力強化
に繋がるようないわゆる「攻め」
のIT投資(「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」
「商品･ｻｰﾋﾞｽの差別化･高付加
価値化」「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」
「顧客重視の経営」など) が求め
られているものと考えられる。
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迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

企業としての社会的責任の履行
（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保
（内部統制、システム監査への対応等）

（％）

100億円未満（n=262）

100億～1000億円未満
（n=500）
1000億～1兆円未満
（n=193）
1兆円以上（n=47）

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」は全業種、「迅速な業績把握、情報把握」は製
造業･商社流通･建築土木に共通した重要課題。製造業は「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
への対応」、金融は「IT開発・運用コスト削減」や差別化投資にも注力

6161

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 IT投資で
解決したい中期的な経営
課題（1位のみ／IT部門）

（C）JUAS 2011

「金融」は他の業種と異なった傾
向を示している。
・最も重要な経営課題は「IT開
発・運用のｺｽﾄ削減」19.7%で、
「迅速な業績把握、情報把握」 を
1位に挙げる企業はｾﾞﾛであった。
金融再編後のｼｽﾃﾑ統合が一段
落し、今後は「開発・運用ｺｽﾄの
低減が重要視されているものと
思われる。

・その一方で、 「営業力の強化」
「顧客重視の経営」「商品･ｻｰﾋﾞｽ
の差別化･高付加価値化」が、他
の業種に比べ高い。
今後の競争に向けて、顧客ｻｰﾋﾞ
ｽ向上と顧客関係管理など差別
化に繋がるIT投資が求められて
いるものと考えられる。
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業務プロセスの効率化（省力化、業務コ

スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

商社・流通（n=189）
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スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

機械器具製造（n=256）

22.2

19.6

5.7

11.9

4.1

5.2

1.5

3.1

3.6

5.2

5.7

2.1

3.1

1.0

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイ

ム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コ

スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

素材製造（n=194）

25.0

28.8
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迅速な業績把握、情報把握（リアルタイ

ム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コ

スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

建築・土木（n=80）

18.5

19.1

8.3

2.5

7.0

7.6

4.5

2.5

4.5

8.3

4.5

6.4

2.5

1.3

2.5

0.0 10.0 20.0 30.0

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイ

ム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コ

スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

サービス（n=157）

12.1

22.7

18.2

1.5

1.5

6.1

12.1

4.5

1.5

6.1

6.1

4.5

3.0

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイ

ム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コ

スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

重要インフラ（n=66）

0.0

18.2

19.7

3.0

13.6

6.1

10.6

7.6

4.5

0.0

1.5

10.6

1.5

0.0

3.0

0.0 10.0 20.0 30.0

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイ

ム経営）

業務プロセスの効率化（省力化、業務コ

スト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、

欠品削減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタ

イム短縮等）

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーショ ンの強化

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値

化

企業としての社会的責任の履行（セキュ

リティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保（内部統制、シス

テム監査への対応等）

金融（n=66）
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規模の小さい企業は「守り」に追われ、規模が大きくなるほど「攻め」の
IT投資に注力していく傾向が明確に！規模が大きくても「守り」として
継続すべき課題は「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」と「IT開発･運用ｺｽﾄの削減」
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3.4

4.4
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

グローバル化への対応

営業力の強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

企業間の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの効率化

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上

業務プロセスのスピードアップ

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業としての社会的責任の履行

経営の透明性の確保

攻
め

守
り

（％）

100億～1000億円未満
（n=500）

1.9

8.0

2.7

1.5

3.1

2.7

24.4

24.4

6.5

7.3

4.2

6.1

3.8

2.3

1.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

グローバル化への対応

営業力の強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

企業間の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの効率化

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上

業務プロセスのスピードアップ

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業としての社会的責任の履行

経営の透明性の確保

攻
め

守
り

（％）

100億円未満（n=262）

12.8

2.1

10.6

8.5

6.4

12.8

6.4

19.1

12.8

0.0

6.4

0.0

0.0

2.1

0.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

グローバル化への対応

営業力の強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

企業間の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの効率化

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上

業務プロセスのスピードアップ

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業としての社会的責任の履行

経営の透明性の確保

攻
め

守
り

（％）

1兆円以上（n=47）
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4.2
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3.0

24.0

20.4

8.6

6.0

5.0

3.4

4.4
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

グローバル化への対応

営業力の強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

企業間の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの効率化

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上

業務プロセスのスピードアップ

BCP（事業継続計画）の見直し

社内コミュニケーションの強化

企業としての社会的責任の履行

経営の透明性の確保

攻
め

守
り

（％）

100億～1000億円未満
（n=500）

売上高別 「攻め」と「守り」
ＩＴ投資で解決したい中期
的な経営課題（1位）

・IT投資で解決したい中期的な
経営課題(1位)を、「攻め（顧客
価値の遡及や拡販、新規事業
等の展開）」と「守り（効率化やﾘ
ｽｸ低減）」に分類し、売上高別
に整理・比較してみると、
売上規模が小さい企業では「守
り」中心のIT投資に偏り、
規模が大きくなるにしたがって
「攻め」のIT投資に注力していく
傾向が明確に示されている。

ただし、「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」
と「IT開発・運用ｺｽﾄ削減」は
企業規模が大きくても「守り」と
して継続すべきIT投資課題と
なっている。



＜ＩＴ投資における中期的な重点投資分野＞大企業の重点投資分野
は「顧客情報･営業支援」「生産･在庫管理」 「販売管理」等の基幹業務
中小企業で特徴的な投資分野は「BCP」「ｾｷｭﾘﾃｲ強化」「ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ」

6363

売上高別
ＩＴ投資における中期的な
重点投資分野（1位）

（C）JUAS 2012

・売上高1000億円未満の企業でも
「生産･在庫管理」 「顧客情報･営
業支援」「販売管理」といった基幹
業務が重点投資分野はであるが、
特徴的な点は、割合はそれほど高
くないものの、「ｾｷｭﾘﾃｲ強化」、「ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟｳｪｱ、社内情報ﾎﾟｰﾀﾙ」などの
基盤的な領域が売上高の大きい
企業に比べ重要視されている点で
ある。

・「BCP」は規模の小さい企業ほど
1位の割合が高くなっている。
「BCP」の整備が遅れていた規模
の小さい企業が、東日本大震災を
契機に第一優先課題として取り組
んでいる様子がうかがえる。
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生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

財務会計

サーバー環境整備

BCP（事業継続計画）

グループウェア、社内情報ポータル

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

設計・開発支援

eコマース（販売）

内部統制対応

調達管理

（％）

100億円未満（n=263）
100億～1000億円未満（n=502）
1000億～1兆円未満（n=191）
1兆円以上（n=44）
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投資タイプ 特徴 評価手法

インフラ型投資 メール、グループウェア、ネット
ワークの導入等、一般管理業務の
業務基盤として欠かせない案件

（セキュリティ投資もここに含む）

対売上高、費用／人年をトップ責
任で決定し導入（特別な評価はし
ない）

業務効率型投資 省力化、在庫削減、経費削減、歩
留向上等、定量化しやすい案件

ROI（投下資本利益率）で、2～3
年回収が一般的

戦略型投資 商品力、営業努力、IT効果等が複
合され、IT効果そのものの評価だ
けを取り上げることが難しい案件。
顧客サービスの強化等、定量評価
の難しい案件。

・定量化可能な項目は目標値
（KPI＝成果をトレースするための
指標）で、定性的効果目標はユー
ザー満足度で評価。

・最終的には事業の収益性で判断
→アプリケーションオーナー制が
有効

＜ＩＴ投資対象の現状と今後の方向性＞
JUASでは、企業のIT投資を「ｲﾝﾌﾗ型」「業務効率型」「戦略型」の3つ
の投資ﾀｲﾌﾟに分けて、評価を行うことを推奨している

＜JUAS・SRM第1巻 P152～＞



単純平均は「ｲﾝﾌﾗ型」4割、「業務効率型」4割、「戦略型」2割の傾向が
続く。これを売上高別に見ると、売上高が大きくなるにつれて、「ｲﾝﾌﾗ
型」「業務効率型」が減少して「戦略型」が増加する傾向を示している

6565

年度別 IT投資ﾀｲﾌﾟ比率

（C）JUAS 201２

・「単純平均」： 各ﾀｲﾌﾟの比率をそれぞれに合計し企業数で割って得た平均値
・「金額加重平均」： 企業のIT投資額（新規投資）に3ﾀｲﾌﾟの比率を掛けて各企業のﾀｲﾌﾟ別IT投資額を算出し、それを元に各ﾀｲﾌﾟの投資額の総

投資額に占める比率を求めて得た平均値

売上高別 IT投資ﾀｲﾌﾟ比率

40.9

39.7

38.4

40.5

39.8

33.9

31.7

30.6

34.0

35.1

40.3

40.8

42.3

41.0

40.5

33.1

32.2

36.8

31.8

33.3

18.8

20.7

19.3

18.5

18.9

33.0

36.1

32.6

34.2

31.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度（n=848）

10年度（n=986）

09年度（n=839）

08年度（n=691）

07年度（n=406）

11年度（n=496）

10年度（n=500）

09年度（n=506）

08年度（n=546）

07年度（n=406）

単
純

平
均

金
額

加
重

平
均

インフラ型投資 業務効率型投資 戦略型投資

41.2

43.6

41.1

40.3

32.3

33.9

35.1

35.2

33.9

33.8

40.6

41.4

41.5

38.2

36.7

33.1

50.3

41.3

32.1

32.7

19.8

16.7

19.0

22.8

32.2

33.0

14.5

23.5

34.0

33.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=838）

100億円未満（n=216）

100億～1000億円未満（n=418）

1000億～1兆円未満（n=168）

1兆円以上（n=36）

全体（n=496）

100億円未満（n=130）

100億～1000億円未満（n=247）

1000億～1兆円未満（n=93）

1兆円以上（n=26）

単
純

平
均

金
額

加
重

平
均

インフラ型投資 業務効率型投資 戦略型投資

・金額加重平均は、単純平均に
比べると「戦略型」の割合がやや
大きく、ほぼ3等分の比率となっ
ている。これは売上高が大きい
企業（すなわちIT投資額が大）ほ
ど「戦略型」が多い傾向が反映さ
れたものと考えられる。

＜単純平均を業種別に見ると＞
①「ｲﾝﾌﾗ型」が多いのは、「建築･
土木」49.3%、「素材製造」43.2%
②「業務効率型」が多いのは、「重
要ｲﾝﾌﾗ」43.2%、「商社･流通」42.5%
③「戦略型」が多いのは、「金融」
27.3%、「ｻｰﾋﾞｽ」19.9%
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今後は、「1兆円未満」の企業は「ｲﾝﾌﾗ型」から「戦略型」へ大きくｼﾌﾄ
「1兆円以上」の企業は「業務効率型」から「戦略型」へのｼﾌﾄが顕著
企業は「より経営戦略に貢献するＩＴ投資」を求める時代になりつつある

売上高別
ＩＴ投資の今後の方向性

＜10年度と「全体」のDI値を比較すると＞ 「ｲﾝﾌﾗ型」(10年度▲0.4⇒▲5.0)と「業務効率型」(10年度19.6⇒9.7)
は悪化したが、「戦略型」(10年度41.6⇒40.3)はDI値が高く、今後も戦略型の投資が増加することを示している。

・戦略型投資のDI値は、いずれ
も大きなﾌﾟﾗｽになっているが、
売上規模が大きくなるに従い増
加させる企業割合が大きくなっ
ている。

＜業種別のDI値を見ると＞
①「ｲﾝﾌﾗ型」は「重要ｲﾝﾌﾗ」9.3と
「金融」7.0以外はDI値がﾏｲﾅｽ
②「業務効率型」が高いのは、
「建築･土木」22.4、「ｻｰﾋﾞｽ」17.2、
「商社･流通」16.2
③「戦略型」が高いのは、「重要
ｲﾝﾌﾗ」48.1、「商社･流通」45.4、
「素材製造」43.9、「機械器具製
造」40.4

21.9

21.3

21.5

20.2

36.8

29.4

27.0

33.0

26.0

17.9

48.8

40.1

47.4

59.9

64.1

51.2

52.3

50.9

50.6

50.0

51.3

54.4

50.1

51.4

46.2

42.5

46.4

46.2

33.1

23.1

27.0

26.4

27.6

29.2

13.2

19.3

18.6

16.9

22.6

35.9

8.7

13.5

6.5

7.0

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=897）

100億円未満（n=239）

100億～1000億円未満（n=442）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=38）

全体（n=896）

100億円未満（n=237）

100億～1000億円未満（n=443）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=39）

全体（n=851）

100億円未満（n=222）

100億～1000億円未満（n=418）

1000億～1兆円未満（n=172）

1兆円以上（n=39）

イ
ン

フ
ラ

型
投

資
業

務
効

率
型

投
資

戦
略

型
投

資

増加 不変 減少

DI値
▲5.1

▲6.1

▲9.0

23.6

8.4

16.1

3.4

▲18.0

26.6

40.9

52.9

51.3



＜ IT投資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ＞ 売上規模が大きいほど経営戦略とIT投資･開発
案件の整合が高く、 IT投資の意思決定を集権型(年度等ｻｲｸﾙで全社
ﾉﾐﾈｰﾄし、全社で評価を行って投資配分を決定する)で行う企業が多い
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売上高別
経営戦略とITとの整合

（C）JUAS 2012

売上高別
IT投資意思決定ｱﾌﾟﾛｰﾁ

28.1

18.8

23.3

42.7

73.3

25.3

16.5

21.3

40.3

68.2

26.7

25.9

26.1

29.7

24.4

21.7

16.8

23.8

23.5

18.2

17.8

22.6

19.1

23.9

32.6

23.6

15.8

6.8

27.5

32.7

31.5

29.1

34.0

31.3

20.4

6.8

0.0

12.0

2.2

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1005)

100億円未満（n=266)

100億～1000億円未満（n=502)

1000億～1兆円未満（n=192)

1兆円以上（n=45)

全体（n=1090)

100億円未満（n=291)

100億～1000億円未満（n=559)

1000億～1兆円未満（n=196)

1兆円以上（n=44)

1
1
年

度
1
0
年

度

年度等サイクルで全社ノミネートし、全社で評価を行って投資配分を決定する（集権型）

事業部門・主管部門ごとに投資決定し、予算化する（分権型）

経営トップの意向により決定する（トップ裁量型）

定まった手続きはない（主管部門とＩＴ部門の個別交渉による）

38.4

22.1

38.0

49.2

91.5

31.3

23.9

29.4

39.1

69.8

36.8

40.1

37.2

38.3

8.5

42.2

38.2

43.9

46.7

27.9

19.3

27.3

20.5

21.4

28.7

21.9

13.2

5.4

10.5

4.4

5.1

9.2

4.8

2.3

0.0

9.8

1.0

0.0

0.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1010）

100億円未満（n=267）

100億～1000億円未満（n=503）

1000億～1兆円未満（n=193）

1兆円以上（n=47）

全体（n=1094）

100億円未満（n=293）

100億～1000億円未満（n=561）

1000億～1兆円未満（n=197）

1兆円以上（n=43）
1
1
年

度
1
0
年

度

ほとんど経営戦略に沿って策定・実施されている

一部のみ経営戦略に沿って策定・実施されている

多くは経営戦略との関係性が不明確である

わからない

・売上高1兆円以上の超大企業で
は、「ほとんどのIT投資・開発案
件は、経営戦略に沿って策定・実
施されている」企業が9割強。
・売上規模が大きい企業ほどIT
投資・開発案件と経営戦略との
整合が取れているという傾向が
示されている。

・売上高1兆円以上の超大企業で
は「年度等ｻｲｸﾙで全社ﾉﾐﾈｰﾄし、
全社で評価を行って投資配分を
決定する（集権型）」企業が7割強。
・売上規模が小さくなるに従い、
「定まった手続きはない（主管部
門とIT部門の個別交渉による）」、
「経営ﾄｯﾌﾟの意向により決定する
（ﾄｯﾌﾟ裁量型）」が多くなっている。



IT投資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄにおいて、最も重要な観点がIT投資に対する効果の評
価であるが、 「全体」では、事前評価を「実施しない」企業が19.7%、事
後評価を「実施しない」企業が26.3%存在し、なかなか進んでいない
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年度別 IT投資効果評価
の実施状況

（C）JUAS 2012

41.1

40.4

38.1

30.5

27.2

20.6

14.0

11.8

22.1

14.8

12.1

11.2

47.8

26.8

45.2

37.6

40.1

59.6

66.7

29.4

54.7

43.3

42.5

39.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

11年度（n=1010)

10年度（n=1106)

09年度（n=904)

08年度（n=850)

07年度（n=628)

06年度（n=776)

11年度（n=1006)

10年度（n=1104)

09年度（n=896)

08年度（n=852)

07年度（n=626)

06年度（n=775)
事

前
評

価
事

後
評

価

実施している 一部実施している

41.1

28.8

37.3

59.7

74.5

39.2

39.4

42.4

34.0

25.5

19.7

31.8

20.3

0.0

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1010）

100億円未満（n=264）

100億～1000億円未満（n=502）

1000億～1兆円未満（n=191）

1兆円以上（n=47）

常に実施 一部実施 実施しない

14.0

12.2

11.0

19.9

34.0

59.6

51.7

62.1

63.4

63.8

26.3

36.1

26.9

16.8

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1006）

100億円未満（n=263）

100億～1000億円未満（n=499）

1000億～1兆円未満（n=191）

1兆円以上（n=47）

売上高別 IT投資効果評
価の実施状況

事前評価

事後評価

・事前評価、事後評価ともに、売上
高の大きい企業ほど、IT投資効果
評価を実施している企業の割合が
多くなっている。売上高1兆円以上
の超大企業では、事前評価を「実施
しない」企業はｾﾞﾛである。

＜IT投資効果測定の主管部門＞
「IT部門(60.4%)」、「経営企画部門
(11.8%)」、「全社の委員会(7.6%)」、
「事業部門(5.8%)」、「業務管理部門
(5.3%)」、「経理･財務部門(5.2%)」。

・企業な重要なIT投資案件のｵｰﾅｰ
が経営企画部門や事業部門である
ことを考えれば、IT部門との役割分
担（測定と責任）をより明確にしてい
く必要がある。

配布資料

日経



IT投資効果評価で最も重要な指標は、「ｲﾝﾌﾗ型」では「情報ｼｽﾃﾑの
運用、費用に関する指標：6割」 、「業務効率型」では「業務ﾌﾟﾛｾｽの変
革に関する指標：4割」、「戦略型」では「経営戦略との整合性：5割」
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IT投資効果評価で
利用している指標・項目
（複数回答）

（C）JUAS 2011

・「ｲﾝﾌﾗ型」の場合は情報ｼｽﾃﾑ
の運用や基盤に関する視点が
重要視されている。

・「業務効率型」の場合には、投
資ﾀｲﾌﾟと直接的な関わりのある
管理指標が採用されている。
しかし、業務効率化の結果とし
て達成すべき「事業部門の財務
面の成果目標」を関係づけて評
価している企業は2割に満たず、
多いとはいえない。

・ 「複数の視点の因果関係（目
的と手段）を示した連鎖構造図
（戦略ﾏｯﾌﾟ等）」はﾊﾞﾗﾝｽ･ｽｺｱ
ｶｰﾄﾞの適用をｲﾒｰｼﾞしているが、
これの利用は、戦略型投資にお
いても5%前後にとどまっている。

11.9

6.3

2.1

10.5

17.8

61.7

2.8

25.0

14.2

19.4

17.2

4.3

43.5

24.4

26.4

4.1

24.6

15.4

15.5

15.2

15.4

15.5

49.4

6.7

26.5

18.9

20.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1．プロジェクトの投資利益率関連指標（ROI等）

2．事業部門の財務面の成果目標（売上高、利益、ROA等）

3．顧客価値、市場競争に関する指標

4．業務プロセスの変革に関する指標

5．アプリケーションオーナー、利用者の満足度

6．情報システムの運用、費用に関する指標（TCO等）

7．複数の視点の因果関係（目的と手段）を示した連鎖構造図
（戦略マップ等）

8．目的を示す定性的記述

9．経営戦略との整合性

（％）

インフラ型投資（n=751） 業務効率型投資（n=761） 戦略型投資（n=682）

11.1

5.8

1.3

8.1

25.4

60.2

2.2

19.4

10.8

17.0

18.1

4.1

36.7

36.6

25.6

2.6

17.7

12.6

11.4

14.2

24.8

16.3

43.8

17.2

19.6

18.5

4.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1．プロジェクトの投資利益率関連指標（ROI等）

2．事業部門の財務面の成果目標（売上高、利益、ROA等）

3．顧客価値、市場競争に関する指標

4．業務プロセスの変革に関する指標

5．アプリケーションオーナー、利用者の満足度

6．情報システムの運用、費用に関する指標（TCO等）

7．複数の視点の因果関係（目的と手段）を示した連鎖構造図
（戦略マップ等）

8．目的を示す定性的記述

9．経営戦略との整合性

（％）

インフラ型投資（n=676） 業務効率型投資（n=700） 戦略型投資（n=633）

事前評価

事前評価



「業務効率」「業務ｽﾋﾟｰﾄﾞ」「業務品質・精度」についてはIT投資の「効
果あり」としている企業が7～9割。これに対して「市場ｼｪｱ拡大」「製品･
ｻｰﾋﾞｽ開発力」についてはIT投資の「効果なし」としている企業が7割強
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主要事業部門の業務
に対するここ3年間の
IT投資効果の状況

（C）JUAS 201２

13.1

9.9

6.8

77.1

70.5

68.1

27.2

22.5

48.3

9.2

18.5

24.9

49.0

0.6

1.0

0.1

0.3

1.8

1.2

2.4

70.8

75.9

0.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務効率（省力化、業務コスト削減）（n=977）

 ②業務スピード（リードタイム短縮等）（n=971）

③業務品質・精度（n=967）

④製品・サービス開発力（n=946）

⑤市場シェア拡大（n=950）

⑥顧客満足度向上（n=953）

大いに効果あり 効果あり 効果なし 逆効果

・業務ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの効率化、ｽ
ﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟはIT投資の重要なﾃｰ
ﾏであり、効果も認めやすいが、
製品・ｻｰﾋﾞｽ開発領域について
は、IT投資のﾃｰﾏとして捉えら
れていない場合も多く、また効
果も把握しにくいという状況が
示されている。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

13.1

13.3

9.9

1.8

2.3

77.1

74.8

70.5

69.0

68.1

67.8

27.2

34.0

9.2

11.4

18.5

26.3

70.8

63.5

0.6

0.5

1.0

0.2

0.2

0.3

5.7

6.8

9.7

24.9

20.2

0.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度（n=977）

10年度（n=1088）

11年度（n=971）

10年度（n=1088）

11年度（n=967）

10年度（n=1086）

11年度（n=946）

10年度（n=1066）

①
業

務
効

率
（
省

力
化

、
業

務
ｺ
ｽ

ﾄ
削

減
）

 ②
業

務
ｽ

ﾋ
ﾟｰ

ﾄﾞ
（
ﾘ
ｰ

ﾄﾞ
ﾀ
ﾞｲ

ﾑ
短

縮
等

）

③
業

務
品

質
・
精

度
④

製
品

・
ｻ

ｰ
ﾋ
ﾞｽ

開
発

力

大いに効果あり 効果あり 効果なし 逆効果

＜進まないIT投資の事前・事後評価＞
ｼｽﾃﾑ構築ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの成功率を上げるには、

IT投資の事前評価や事後評価が欠かせない。
事前評価では、投資計画にﾑﾘ･ﾑﾗ･ﾑﾀﾞがないか
などを熟慮することで、予算超過や工程遅延、
品質に対する不満を抑えることが できる。
また、事後評価をすることで、同じ失敗を繰り返
さないためのﾎﾟｲﾝﾄが見えてくる。
ところが、なかなか事前・事後評価は進んでいな
い。

年次別
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性
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主な調査結果

（C）JUAS 2012

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



（C）JUAS 2012 72

＜Windows 7＞ 11年度導入は10年度の2倍、導入ﾋﾟｰｸは若干遅延し
12年度。移行にあたっての最大の課題は「業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの互換性
に問題がある」、大きく減少したのは「必要となるﾃｽﾄ範囲が不明」

Windows 7の本格的な
導入（予定）時期

Windows 7の移行にあ
たっての課題、または
導入しない理由

・遅れの要因としては、「東日
本大震災による導入ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の遅延」や「ﾃｽﾄ段階で発見さ
れた互換性等の課題への対
応に想定より多くの時間を要し
ている」ことなどが考えられる。

・導入時期を決めかねている
企業は14.0%。
＜企業規模別に見ると＞中小
企業が18.5%で割合が高い。.

・ 「現状のOSで当面不都合
がない」が多いのは、現在、
主流である「Windows XP」の
満足度が極めて高いため。

7.4

8.5

20.7

40.4

33.7

26.5

14.0

8.3

8.0

8.4

2.2

8.0

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度
（n=1022）

10年度
（n=1100）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降 導入しない 未定

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

58.6

10.8

10.7

3.0

7.1

3.3

4.4

2.1

55.1

11.0

10.8

6.4

5.6

4.7

4.7

1.6

11.0

16.1

11.3

23.8

7.2

13.0

17.1

9.4

13.2

16.3

5.1

13.5

16.0

24.3

1.5

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

業務アプリケーションの互換性に問題がある

導入費用が高い

現状のOSで当面不都合がない（※導入しない理由のみ対象）

移行において必要となるテスト範囲が不明である

エンドユーザーへの導入教育やヘルプデスクなどの負荷が大きい

技術的な制約の解決が難しい

移行においてユーザーのテスト負荷が大きい

その他

業務アプリケーションの互換性に問題がある

導入費用が高い

現状のOSで当面不都合がない（※導入しない理由のみ対象）

移行において必要となるテスト範囲が不明である

エンドユーザーへの導入教育やヘルプデスクなどの負荷が大きい

技術的な制約の解決が難しい

移行においてユーザーのテスト負荷が大きい

その他
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＜ｸﾗｲｱﾝﾄOS＞11年度は「WindowsXP」が減少傾向に（OSの台数比率
単純平均：10年度85.7%→80.5%）、「Windows 7」の導入が大幅に増加
（同： 10年度2.6%→10.4% 、導入企業の割合：10年度35.5%→62.3%）

ｸﾗｲｱﾝﾄOSの導入割合

ｸﾗｲｱﾝﾄOSの台数比率
を単純平均したもの

・サポート終了
「Windows 2000」 10年7月
「Windows XP」 14年4月

・販売開始
「Windows Vista」 07年1月
「Windows 7」 09年9月

・ 「ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ」は、導入企業
の割合に大きな変化はない。
ただ、 「ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ」を一部で
も導入している企業は、80社
を超えており、震災時の事業
継続における「ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ」の
有効性が改めて認識された
ことからも、今後の動きが注
目される。

86.3

82.4

67.1

53.2

74.7

37.7

64.5

91.1

92.2

84.4

86.9

13.3

17.0

28.6

36.1

4.0

21.1

43.3

6.6

6.3

14.7

12.7

17.6

12.4 55.6

18.8

25.7

2.4

2.2

78.8 16.8

1.7

32.1

2.2

2.5

3.6

2.2

7.7

3.6

0.3

0.5

13.0

0.4

0.9

0.7

1.2

2.3

0.8

0.6

1.9

3.1

0.4

0.8

2.3
1.0

53.6

0.6

0.6

0.5

0.8

0.1

0.0

0.0

0.2

0.1

0.1

0.5

0.0

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度

10年度

11年度

10年度

11年度

10年度

11年度

10年度

11年度

10年度

11年度

10年度

11年度

10年度

9
5
、
9
8、

M
e
、
N
T

2
00

0
X
P

V
is

ta
W

in
d
ow

s
 7

ｼ
ﾝ
ｸ
ﾗ

ｲ
ｱ
ﾝ
ﾄ

そ
の

他

O
S

W
in

do
w
s

そ
の

他

0％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80～100％未満 100％
11年度　n=924

10年度　n=1016

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

2.9

80.5

3.3

10.4

1.5

0.8

85.7

3.0

2.6

1.0

0.6

1.4

10.2

84.3

2.6

0.1

0.9

0.5

0.6

0.8

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

Windows 95,98,Me,NT

Windows 2000

Windows XP

Windows Vista

Windows 7

シンクライアント
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＜ｵﾌｨｽｿﾌﾄ＞現状は「Office 2003」を半数の企業が導入、3年後には
「Office 2010」が半数の企業で導入される見込み。「その他の有償・無
償製品」や「ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ」はわずか数%であり、導入は極めて限定的

ｵﾌｨｽｿﾌﾄの導入割合
（導入比率の単純平均）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
ｵﾌｨｽｿﾌﾄの導入割合
（導入比率の単純平均）

・「現状」では、3年後にはｻﾎﾟｰﾄ
が終了している「Office 2003また
はそれ以前」を使っている割合
が、 「重要ｲﾝﾌﾗ」で89.9% 、「金
融」で81.3%と8割を超えている。

・「金融」は、「今後(3年後)」の予
定でも「Office 2003またはそれ
以前」を使っている割合が33.4%
で他の業種に比べ高い。
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Office 365（ｸﾗｳﾄﾞ） その他の有償製品 その他の無償製品

・ OSにおいて「Windows 7」が

主流になるととともに、ｵﾌｨｽｿ
ﾌﾄも「Office 2010」が主流にな
ると考えられる。
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ｵﾌｨｽｿﾌﾄの移行にあたっての最大の課題は「互換性や機能継承性に
問題がある」で、2位は「移行費用が高い」。無償製品の採用にあたっ
ての課題は「ｻﾎﾟｰﾄが不安」と「互換性に問題がある」が突出している

ｵﾌｨｽｿﾌﾄ移行にあたっ
ての課題、または導入
しない理由

無償製品の採用にあ
たっての課題、または
採用しない理由

・これは 「Windows 7」への移
行にあたっての課題、または
導入しない理由と同様の傾

向であり、ｵﾌｨｽｿﾌﾄがOSと
同時に移行されることが大き
く影響していると考えられる。

・不具合が発見された場合の
対応や現在使用している
様々な機能等の維持を考え
ると、積極的に無償製品を採
用する状況にはないといった
各企業の考えが表れたもの
と考えられる。
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移行費用が高い

現状のソフトで不都合がない
（※移行しない理由としてのみ選択可）

エンドユーザーへの導入教育や
ヘルプデスクなどの負荷が大きい

移行において必要となるテスト範囲が不明である

その他

移行においてユーザーのテスト負荷が大きい

機能が不十分

（％）
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エンドユーザーへの導入教育やヘルプデスクなどの負荷が大き
い

機能が不十分

移行において必要となるテスト範囲が不明である

移行においてユーザーのテスト負荷が大きい

その他
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＜ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝ＞ 台数を増加させる企業は09年度の大幅な落ち込み
以降横ばいの傾向で「不変」とする企業が過半数に達した。12年度の
台数予定を業種別に見ると、 「重要ｲﾝﾌﾗ」 「金融」 の増加割合が高い

年度別 ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝの
増減（03年度～11年度
実績と12年度予定）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝの増減
（12年度予定）

・ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝ台数の「増加」
割合は、03年度以降一貫し
て60%前後で推移していたが、
09年度に一気に40%台に落
ち込み、その後、11年度に
30%台となり、12年度も回復
する見込みはない。

・この傾向は、金額について
も同様の見込みである。
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性
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＜ｻｲﾊﾞｰ攻撃の現状＞この1年間に、ｻｰﾊﾞｰやｸﾗｲｱﾝﾄへのｻｲﾊﾞｰ攻
撃を「受けた」企業が1割強、 「受けていない」企業が8割、「わからな
い」企業が1割弱。攻撃を受けた企業で「被害を受けた」企業は3割弱

n=120

甚大な被害あり
1.7

軽微な被害あり
26.7

被害なし
71.7

n=1016

わからない
8.6

攻撃を受けた
12.0

受けていない
79.4

ｻｲﾊﾞｰ攻撃の有無 ｻｲﾊﾞｰ攻撃の被害状況

・「ｻｲﾊﾞｰ攻撃(ｳｲﾙｽ感染以外）の有無」で問題となるのは、「受けていない」としている79.4%の企業が、
「本当に被害を受けていない」のか、「受けていても気が付いていない」のかというﾎﾟｲﾝﾄである。
警察庁生活安全局情報技術犯罪対策課が11年2月に公表している「不正ｱｸｾｽ行為対策等の実態調査
報告書」では、ｻｲﾊﾞｰ攻撃を受けたかの判断の根拠となるﾛｸﾞの分析を少なくとも月1回以上のﾍﾟｰｽで
行っている企業の割合は29.8%であり、残りの企業は知らない間に被害を受けている可能性がある。

・甚大な被害を受けた企業の「情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策実施状況の自己評価」を分析してみると、 「ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
教育体制の確立」が「かなり不安」とする以外は、「同業他社並みの対策はできているが多少不安」との
回答が大勢を占めている。 従って、「同業他社並みの情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策はできていて」も甚大な被害を
受ける可能性があるという事であり、自社で保有している情報の攻撃者から見た価値を見直し、必要な
対策を打つ事が必要と考えられる。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策＞増え続ける情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策費用！11年度の
「次年度見込み」(=12年度)は「増加」が3社に1社で「減少」は1割未満
06年度からDI値がﾌﾟﾗｽ(ｾｷｭﾘﾃｨ対策費用の増加)の状態が続いている

企業規模別・年度別
情報ｾｷｭﾘﾃｨ費用の
概算費用に関する
次年度の増減見込み
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増加 不変 減少

DI値

28.8 

31.0 

20.0 

44.6 

37.5 

45.9 

25.0 

28.6 

19.0 

41.0 

36.9 

42.1 

37.0 

36.3 

22.0 

52.0 

38.6 

56.0 

・情報ｾｷｭﾘﾃｨ関連では、東
日本大震災により業務継続
計画(BCP)への関心が高まっ
たので、11年度の調査では、
BCP関連の概算費用につい
ては「IT予算」で別項目を立
てて調査を行った。

・大企業の方がｾｷｭﾘﾃｨ費用
の伸びが大きい。
その理由としては、「ｾｷｭﾘﾃｨ
ﾘｽｸが事業に与えるｲﾝﾊﾟｸﾄ
が大きくなってきた」ことや
「標的型攻撃の対象となる情
報を保有している」ことなどが
考えられる。

日経
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ｻｲﾊﾞｰ攻撃を「受けているかわからない」企業の方が「受けていない」
企業よりもｾｷｭﾘﾃｨ費用を増加させる率が高く、「被害なし」の企業の方
が「軽微な被害あり」の企業よりもｾｷｭﾘﾃｨ費用を増加させる率が高い

ｻｲﾊﾞｰ攻撃の有無別
情報ｾｷｭﾘﾃｨ概算費用

ｻｲﾊﾞｰ攻撃の被害状況別
情報ｾｷｭﾘﾃｨ概算費用

・ 「ｻｲﾊﾞｰ攻撃を受けているか
わからない」企業では、
IDS(侵入検知ｼｽﾃﾑ)を導入す
るなど攻撃の有無が判断でき
ないといった状況から脱するた
めに、結果として「ｻｲﾊﾞｰ攻撃
を受けていない」企業よりもｾ
ｷｭﾘﾃｲ対策を実施する必要性
があったと考えられる。

35.4

50.9

32.8

37.8

57.9

40.4

60.7

56.8

6.7

8.8

6.5

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=943）

攻撃を受けた（n=114）

受けていない（n=755）

わからない（n=74）

増加 不変 減少

DI値
28.7

42.1

26.3

32.4

51.8

52.6

46.9

100.0

39.3

41.0

37.5

0.0

8.9

6.4

15.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=112）

被害なし（n=78）

軽微な被害あり（n=32）

甚大な被害あり（n=2）

増加 不変 減少

DI値

42.9

46.2

31.3

100.0



（C）JUAS 201２ 81

ｾｷｭﾘﾃｨ費用の「次年度見込み」を経年で見ると、ある年度に増加させ
る率の高かった業種はその次の年には低くなり、この逆にある年度に
増加させる率の低かった業種はその次の年には高くなる傾向がある

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別・年度別
情報ｾｷｭﾘﾃｨ費用の概
算費用に関する
次年度の増減見込み

DI値

28.7 

21.3 

34.1 

25.5 

25.6 

37.5 

30.2 

30.5 

31.0 

38.5 

30.4 

30.2 

29.5 

18.0 

41.4 

31.9 

35.3

33.3

43.6

32.1

29.4

40.6

38.1

35.5

36.8

42.3

35.0

37.8

33.0

32.8

45.7

37.4

58.0

54.7

46.9

61.3

66.7

56.3

54.0

59.6

57.4

53.8

60.4

54.6

63.5

52.5

50.0

57.1

6.7

12.0

9.5

6.6

3.9

3.1

7.9

5.0

5.8

3.8

4.6

7.6

3.5

14.8

4.3

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=945）

建築・土木（n=75）

素材製造（n=179）

機械器具製造（n=243）

商社・流通（n=180）

金融（n=64）

重要インフラ（n=63）

サービス（n=141）

全体（n=1070）

建築・土木（n=78）

素材製造（n=217）

機械器具製造（n=262）

商社・流通（n=200）

金融（n=61）

重要インフラ（n=70）

サービス（n=182）

2
0

1
1

年
度

2
0

1
0

年
度

増加 不変 減少

・ある年に情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策を実
施すると、その年には初期費用
がかかるが、2年目からは運用
費になるので予算が減少する。
例えば、11年度に増加する企業
の割合が43.6%と最も高かった
「素材製造」は、10年度は35.0%
で下から3番目の業種であった。

・10年度、減額予定が14.8%と最
も大きかった「金融」は、11年度
は減額予定が3.1%へと大きく減
少する一方、増額予定は40.6%と
第2位になっている。
これは、ﾌｨｯｼﾝｸﾞ詐欺等の対応
を強化したためと考えられる。
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不安の割合がﾀﾞﾝﾄﾂで高いは「ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼｰの作成」(3社に2社)
2番目の「ﾃﾞｰﾀの暗号化等の保護策」や3番目の「情報資産のﾚﾍﾞﾙ分
けによる適切な管理」(3社に1社)と比べると、不安の大きさはほぼ2倍

情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の
自己評価
(「対策ができておら
ず不安」降順)

指数：「十分な対策ができている」から「あまり対策が進んでおらずかなり不安」を引いた値

・ここでいうｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼｰ と
は、「ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ（Twitter や
Facebook、ﾌﾞﾛｸﾞやSNS など）」を
事業や従業員個人が利用する際
の、会社としてのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝやﾙｰﾙ
である。
例えば「事業に関する情報は書き
込まない」等。

・ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱに関連するｾｷｭﾘﾃｨ
対策は、「こうすれば大丈夫」とい
うﾓﾃﾞﾙｹｰｽが存在していない。
まさに手探り状態である。
今後、ﾕｰｻﾞｰ企業が情報を共有し
ながら、ﾓﾃﾞﾙとなる対策や方法を
確立していく必要があるといえる。

7.1

20.7

13.9

22.9

16.6

19.8

20.1

31.0

20.5

24.6

38.3

20.0

25.6

29.1

27.8

29.0

28.4

46.4

53.6

48.9

56.4

53.9

55.0

45.7

59.2

56.1

43.8

64.4

60.4

57.3

63.1

62.1

64.5

32.8

32.5

28.2

27.0

26.3

24.9

23.3

20.4

19.4

17.9

15.6

14.0

13.6

9.0

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑧ソーシャルメディアポリシーの作成（n=964)

⑭データの暗号化等の保護策（n=993)

⑥情報資産のレベル分けによる適切な管理（n=983)

⑬USBメモリ／CD-ROM等の書き出し・持ち出し制限（n=996)

⑦情報セキュリティ教育の実施（n=995)

⑤情報セキュリティ監査の実施（n=989)

③グループ企業の情報管理規定の確立（n=949)

⑩建物に出入りする人々に対するセキュリティルール策定と実施（n=991)

②コンプライアンス教育体制の確立（n=992)

⑫PC持ち出し等利用者の情報管理への対策（n=997)

⑨物理施設での入退出管理（フィジカル･セキュリティ）（n=992)

⑯個別データへのアクセス可否及び関与レベル管理の強化（n=983)

①外注業者等の情報アクセス管理（n=969)

⑪ネットワーク監視等内部コンピュータ犯罪への対策（n=996)

⑮IDの適切な管理と利用者の認証（n=984)

④社内の情報管理規定の確立（n=994)

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

配布資料

日経
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「対策の強化予定」と「対策が進んでいない」のﾄｯﾌﾟ5で共通するのは
「USBﾒﾓﾘ/CD-ROM等の書き出し・持ち出しの制限」 と「情報ｾｷｭﾘﾃｨ
教育の実施」の2つだけ。不安でも自社では必要性が低い場合も多い

情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の

強化予定

・不安の割合が高い項目が、
対策強化の対象になるとは限
らない。

・これは、不安の割合が高い
項目について、自社の状況で
は必要性が低い場合が多い
ためと考えられる。
例えば、「ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼｰ
の作成」であれば、対策がで
きていなくても、ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ
を業務で使用する事を認めて
いなければ、対策強化の必要
性は低い 。

・それよりも、まずは目先の情
報漏洩対策を強化することを、
ﾕｰｻﾞｰ各社は重視している。

44.8

42.3

42.1

42.0

39.5

39.0

37.9

35.9

34.7

34.2

33.7

33.6

32.6

24.2

21.4

21.2

55.2

57.7

57.9

58.0

60.5

61.0

62.1

64.1

65.3

65.8

66.3

66.4

67.4

75.8

78.6

78.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑬USBメモリ／CD-ROM等の書き出し・持ち出し制限（n=846)

⑯個別データへのアクセス可否及び関与レベル管理の強化（n=809)

⑮IDの適切な管理と利用者の認証（n=810)

⑦情報セキュリティ教育の実施（n=829)

⑫PC持ち出し等利用者の情報管理への対策（n=827)

⑭データの暗号化等の保護策（n=826)

⑪ネットワーク監視等内部コンピュータ犯罪への対策（n=819)

⑧ソーシャルメディアポリシーの作成（n=846)

⑥情報資産のレベル分けによる適切な管理（n=818)

③グループ企業の情報管理規定の確立（n=802)

②コンプライアンス教育体制の確立（n=827)

④社内の情報管理規定の確立（n=821)

⑤情報セキュリティ監査の実施（n=823)

①外注業者等の情報アクセス管理（n=810)

⑨物理施設での入退出管理（フィジカル･セキュリティ）（n=809)

⑩建物に出入りする人々に対するセキュリティルール策定と実施（n=816)

あり なし

配布資料

日経
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

8484

主な調査結果

（C）JUAS 2012

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



＜東日本大震災による被害と見えてきたﾘｽｸ＞直接間接に被害を被
った企業は6割（直接の被害：4割弱、間接の被害：2割強）、IT部門とし
て対策が必要なﾘｽｸの1位は「多くのｼｽﾃﾑが一か所に集中している」

8585

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 東日本
大震災の被害状況

（C）JUAS 2012

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 IT部門で
対策が必要とされるﾘｽｸ

（複数回答）

・改めて対策が必要なﾘｽｸとして認識
されたのは
①「多くのｼｽﾃﾑが一か所に集中して
いる」（機械器具製造、重要ｲﾝﾌﾗ）

② 「広域的な影響の広がり」
「直接の被災地でなくても被害を受け
る」（素材製造業）や「電源遮断」（建
築･土木業、重要ｲﾝﾌﾗ、金融）

③「ﾈｯﾄﾜｰｸへの脅威」
今回特徴的であったが取引など企業
間関係という意味でのﾈｯﾄﾜｰｸに対
する障害である。
「取引先や関係先も含めてBCPが十
分でない」企業が3割もあり、ｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝの断絶が報じられた機械器具
製造は特に多い。

37.1

25.6

50.0

35.6

40.5

27.3

40.6

27.3

22.9

25.6

21.9

28.0

19.5

15.2

14.1

26.0

40.0

48.7

28.1

36.4

40.0

57.6

45.3

46.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=990）

建築・土木（n=78）

素材製造（n=192）

機械器具製造（n=250）

商社・流通（n=185）

金融（n=66）

重要インフラ（n=64）

サービス（n=154）

直接の被害あり 間接の被害あり 特になし

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

61.4

63.0

54.9

65.1

63.2

47.5

67.2

62.9

26.4

27.4

27.7

29.8

24.1

23.7

27.9

21.7

36.4

35.6

41.6

36.1

37.9

33.9

31.1

32.9

37.4

46.6

33.5

37.0

32.8

47.5

44.3

36.4

28.2

20.5

22.0

33.6

31.6

23.7

39.3

23.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

全体（n=922）

建築・土木（n=73）

素材製造（n=173）

機械器具製造（n=238）

商社・流通（n=174）

金融（n=59）

重要インフラ（n=61）

サービス（n=143）

多くのシステムが一か所に集中している 外部とのネットワークが脆弱である

直接の被災地でなくても影響を受ける 広域の電源遮断により既存のバックアップが機能しなくなる

取引先や関係先も含めたBCPが策定されていない



導入済みが多い対策は「外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの活用(4割)」と「ﾈｯﾄﾜｰｸの多
重化(3割)」 。今後は「ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへの転換（検討中：4割）」や
「ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰの準備（検討中：3割）」が増加すると考えられる

8686

BCPの策定または見直

しを行う場合のﾎﾟｲﾝﾄ

（C）JUAS 2012

「導入済みの対策」別
「IT部門で対策が必要な
ﾘｽｸ」 (複数回答）

・ 「多くのｼｽﾃﾑが一か所に集中
している」に対するﾘｽｸは「ｸﾗｳﾄﾞ･
ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへの転換」、「ﾃﾞｰﾀｾ
ﾝﾀｰの場所の見直し」 「外部ﾃﾞｰﾀ
ｾﾝﾀｰの活用」、「ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ
の準備」の対策を打っている企業
では相対的に小さくなる。

・同様に、「電源遮断のﾘｽｸ」に対
するﾘｽｸは、「外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの
活用」や「ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへ
の転換」によって小さくなる。

・しかし、取引先や関係先の被災
などのﾘｽｸは、こうした対策で低
減されることは期待できない。

49.9

47.9

47.2

63.5

34.5

57.7

45.8

26.1

19.6

27.0

23.6

23.6

19.7

23.7

42.2

37.6

46.1

37.5

43.6

43.4

35.6

32.6

38.1

39.3

38.5

29.1

35.0

32.2

32.9

32.0

28.1

34.6

32.7

31.4

30.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

外部データセンターの活用（n=353）

バックアップセンターの準備（n=194）

データセンターの場所の見直し（n=89）

自家発電設備の設置または増設（n=208）

クラウド・コンピューティングへの転換（n=55）

ネットワークの多重化（n=274）

在宅勤務の実施、拡大（n=59）

多くのシステムが一か所に集中している 外部とのネットワークが脆弱である

直接の被災地でなくても影響を受ける 広域の電源遮断により既存のバックアップが機能しなくなる

取引先や関係先も含めたBCPが策定されていない

39.7

21.3

9.9

23.2

5.8

30.6

6.0

5.9

9.2

6.3

4.1

7.5

8.2

6.9

28.4

31.0

23.3

13.2

38.0

26.5

26.1

9.1

10.4

8.8

12.3

10.7

6.6

8.3

16.8

28.1

51.8

47.1

37.9

28.2

52.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外部データセンターの活用

バックアップセンターの準備

データセンターの場所の見直し

自家発電設備の設置または増設

クラウド・コンピューティングへの転換

ネットワークの多重化

在宅勤務の実施、拡大

導入済み 試験導入中・準備中 検討中 検討後見送り 未検討n=944

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



＜拡大する想定の範囲＞BCPを策定済みの企業は半数に満たない
「ｼｽﾃﾑ障害」でも5割弱で「風評被害」「ｻｲﾊﾞｰﾃﾛ」はほとんど進んでい
ない。大震災後、大規模な自然災害のBCPを策定する企業が大幅増

8787

BCPの策定状況

（C）JUAS 2012

「策定済み(%)」－「策定
予定なし(%)」の経年変化

・企業の危機管理やBCPの想定
ﾘｽｸの範囲は、世界的にｲﾝﾊﾟｸﾄ
の大きな災害などが起こるごとに
拡大してきた。
・たとえば、「疾病」の世界的流行
をﾘｽｸ要因に加える企業が、09
年度に大幅に増えているのは、
09年6月にWHOが新型ｲﾝﾌﾙｴﾝ
ｻﾞの警戒水準を最高の「6」へ上
げ、ﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸ（世界的大流行）を
宣言したためである。

・11年3月11日の東日本大震災
後は、「大規模な自然災害」を
BCPの想定ﾘｽｸに含む企業が大
幅に増加した。同様に、「ｼｽﾃﾑ障
害」や「電力・通信等の社会ｲﾝﾌﾗ
の停止」に対する対策をあらかじ
め講じておく企業の割合も、ここ
にきて大きく増加している。
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12.8

12.9

13.1

12.2
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43.0

39.4

33.1

36.9

35.9

53.3

51.84.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム障害

②自然災害（直下型地震による局所被害）

③自然災害（大規模地震による広域被害）

④自然災害（津波による被害）

⑤自然災害（②～④以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）

⑥電力･通信等の社会インフラの停止

⑦火災･工場災害

⑧疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）

⑨風評被害（うわさ、Webサーバーへのアクセスの集中）

⑩テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ

BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している BCPを策定し運用している

BCPを策定中である BCPの策定を検討中である（1年以内に着手）

BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なしn=928

システム障害

システム障害

大規模広域型地震
津波等

大規模広域型地震
津波等

電力・通信等の社会
インフラの停止

電力・通信等の社会
インフラの停止

疾病

疾病
▲ 60.0

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

20.0

40.0

08年度 09年度 11年度

（
ポ

イ
ン

ト
）

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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＜BCPは実戦で機能したのか＞2/3の企業でBCPが機能(十分機能し
た：1割強、おおむね機能した：5割強) 。別の見方をすると、9割弱の企
業ではBCPに何らかの問題を抱えており、見直しが求められている
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売上高別
策定済みBCPの評価
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IT部門の組織形態別
策定済みBCPの評価

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
策定済みBCPの評価

・業種別に見ると、「十分機能
した」割合が高いのは、
「重要ｲﾝﾌﾗ」と「金融」。

・売上高100～1000億円の中規
模企業で、BCPが機能しなかっ
た割合が高い。中規模企業の
BCPの普及が今後の課題。

11.7

15.9

8.3

12.9

18.8

54.7

47.8

50.0

62.1

75.0

33.6

36.2

41.7

25.0

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=411）

100億円未満（n=69）

100億～1000億円未満（n=192）

1000億～1兆円未満（n=116）

1兆円以上（n=32）

十分機能した おおむね機能したが、問題があった ほとんど機能しなかった

11.7

13.8

8.5

10.0

7.0

19.2

24.1

15.7

54.7

65.5

58.5

54.5

47.9

65.4

41.4

52.9

33.6

20.7

33.0

35.5

45.1

15.4

34.5

31.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=411）

建築・土木（n=29）

素材製造（n=94）

機械器具製造（n=110）

商社・流通（n=71）

金融（n=26）

重要インフラ（n=29）

サービス（n=51）

十分機能した おおむね機能したが、問題があった ほとんど機能しなかった

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

今回の震災でＢＣＰは機能したか？

開発・運用機能

【Ａ】本社（持ち株会社）又は、
事業部（工場、グループ事業会社）

【Ｂ】情報子会社・ベンダー

戦
略
・
企
画
機
能

【集権型】本社（持ち株会社）
十分機能した １０．４％
機能したが問題あり ５１．５％

ほとんど機能せず ３８．１％

十分機能した １２．６％
機能したが問題あり ５９．５％

ほとんど機能せず ２７．９％

【連邦型】本社（持ち株会社）及び
事業部（工場、グループ事業会社）

十分機能した ６．３％
機能したが問題あり ６０．４％

ほとんど機能せず ３３．３％

十分機能した １５．８％
機能したが問題あり ６３．２％

ほとんど機能せず ２１．１％

・開発･運用を情報子会社や
ﾍﾞﾝﾀﾞｰが担当している企業
の方が、BCPが機能した割
合が高い。



＜訓練の効果＞BCPが実践の場で機能するかどうかはやはり訓練を
行うかどうかに掛かっているが、大規模地震のBCPを策定して(33.6%)
訓練演習を行っている(46.4%)のは、企業全体の15.6%しか存在しない
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BCPの過去1年間の
訓練や練習の有無
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訓練や演習と
「策定済みBCPの
評価」との関係

・ＩＴ部門内で行っている
訓練の内容として多かっ
たのはやはり「ｼｽﾃﾑ障害
対応」の訓練であるが、
その他にも「電力・通信等
の社会ｲﾝﾌﾗの停止」を想
定した訓練を行っている
ところも少なくない。

・しかし、「直下型地震や
大規模地震」を想定した
訓練はというと、ＩＴ部門だ
けでというところよりも他
部門も含めて行っている
企業が多い。

21.7

38.4

34.4

19.8

19.8

19.2

28.6

18.0

13.1

14.7

39.0

13.6

12.0

13.0

12.3

20.4

10.5

7.2

9.3

11.0

39.3

48.0

53.6

67.2

67.9

60.4

60.9

74.8

77.6

74.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム障害（n=415）

②自然災害（直下型地震による局所被害）（n=323）

③自然災害（大規模地震による広域被害）（n=291）

④自然災害（津波による被害）（n=177）

⑤自然災害（②～④以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=212）

⑥電力･通信等の社会インフラの停止（n=240）

⑦火災･工場災害（n=248）

⑧疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=278）

⑨風評被害（うわさ、Webサーバーへのアクセスの集中）
（n=107）

⑩テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=109）

実施した（他部門も含めて） 実施した（IT部門内で） 実施していない

22.0

22.9

25.0

14.0

41.4

51.4

40.0

38.6

36.6

25.7

35.0

47.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=232）

十分機能した （n=35）

おおむね機能したが、問題があった（n=140）

ほとんど機能しなかった（n=57）

実施した（他部門も含めて） 実施した（IT部門内で） 実施していない

37.6

40.7

40.5

25.7

11.6

22.2

8.1

14.3

50.9

37.0

51.4

60.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=173）

十分機能した （n=27）

おおむね機能したが、問題があった（n=111）

ほとんど機能しなかった（n=35）

実施した（他部門も含めて） 実施した（IT部門内で） 実施していない

大規模地
震による
広域被害

ｼｽﾃﾑ障害
日経
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①計画・マニュアルの実効性に関する指摘

＜得られた教訓＞「BCPが有効に機能した点、問題があった点、教訓・
課題」は、①ﾌﾟﾗﾝそのものの実効性②DR対策の実効性③全体的なｵﾍﾟ
ﾚｰｼｮﾝの実効性④目的達成における実効性の４つに大別される [1/2]

有効だった点 問題点 教訓・課題

想定の前提 • やるべき事･担当が

明確であったので早
い対応が出来た。

• 多少のシナリオ変更
はあったものの、対
応の優先度付けはす
みやかに行えた。

• 想定した以上の被害が出た場合のアクショ
ンプランが弱い

• 被災規模が想定を超えていた点で計画に無
い部分あった。

• 想定していた東海地震とは異なる震源で
あったため、ほとんど機能しなかった。直接

の被害よりも間接の被害の方が影響が大き
かった。

• 今回の震災では機能したが、他地域で発生
した場合には問題が有ると考えられる。

• 東海地震を想定していた為、その点が違っ
た。

• 東阪本社における対応マニュアルであった

• 未策定事業所が被災した。主力事業所、本
社にてそれぞれ策定中。

• BCPの発動基準が不明確であった。

• 実際起きている事と想定内容が乘離しており、
マニュアルが役に立たなかったケースが多
かった。

• 実状に合っていなかったため。現在見直中。
• あらゆる面で具体性の深堀りが必要であった

• 細部に渡る、プロセスが決められていない(的
確に判断できない)

• 繰業再開までの段どりが不明確。

• あらゆる事態を
想定してBCPを
作成する必要を
感じた。

• システム以外の
BCPの策定を早

急に行なう

想定の範囲 • 緊急メールなど使えず。いざとなると、作成
したBCPも使われず。

• 通信障害時の対応が不明(未定)
• 通信途絶による現地(被災地)での判断基準

の明確化が必要。対策本部からの指示不
能、状況把握不能の為

• 広域報告、電力、通信インフラ面での想定
が不十分であり、BCPが十分に機能しなかっ

た

• 想定外の計画停電など、細かい手順は定めら
れていなかった。

• 津波により拠点事務所が壊滅状態になり、BCP
が役に立たなかった。

• 避難等については有効であったと感じるが、IT
部門という観点ではケースを当てはめて考え

ることが難しく、結局都度判断･対応となった。
今後は色々なパターンを想定する必要がある
と感じる。

• 有事発生前の対策はある程度進められていた
が、有事発生後の対策として特に復旧対策に

関しては手順書等のマニュアルの整備状況が
悪く、使い物にならなかった点。

• SCMも含めて広

域の災害に対
する検討が不

足、原発の観点
は全て未考慮
であった。

• インフラ(電気、
水)の停止、ガソ

リンの不足･公
共交通網のマヒ
など想定してい
なかった。
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②ＤＲ（ディザスターリカバリー）対策の実効性に関する指摘

業務継続という観点からは、単に業務を復旧させるだけでは十分とは
いえず、代替品調達、出荷拠点の変更、取引先の変更など、業務その
ものの変化に柔軟に対応できなかったという問題点が指摘された[2/2]

有効だった点 問題点 教訓・課題

応急・復旧の
処置

• 仙台にある事務センターのコンピュータシステムの
DR/復旧を実施できた。

• 被害規模が小さかったため、各事業所レベルでの
災害対応の仕組みが正常に機能した。

• 本社より復旧活動を行ない1週間目に仮設で稼動し
て10月に建物を含め復旧完了となった。

• 被災地の復旧に2か月かかった(建物が壊

れ、移転したため)
• 部門の主要サーバが設置された免震ラック

が転倒し、サーバー復旧に時間かかった。
現在はデータセンタに移設

• 停電からの復電時にネットワーク機器が破
損したが代替するのに時間がかかり、11日
AMの業務の一部に支障が出た。

• 電源ダウンさせたが、サーバー再起動せず

• サーバールームの免震床UPS
• サーバはハードディスクの二重化で

助かったが、津波をかぶれば助から
なかった。

• 建物の破損など
• 免震装置

システムの代
替処置

• システム二重化が機能した。

• バックアップ多重化(NAS)導入、ファイルサーバ(バッ
クアップ)の拠点分散化

• 外部へのデータバックアップが機能した

• 外部データセンターの活用により大きなシステムト
ラブルはなかった。

• 基幹システム停止中は帳表やPCサブシステムによ
る運用を策定しており、これが十分機能した。

• 複数の通信経路所持による連絡と対応の早期回復。
• メールシステムのバックアップシステムへの切替。
• シンクライアント化されていたこともあり、PCを送るだ

けで復旧できた。

• 震災前にシンクライアントに移行しており、端末デー

タの紛失を防げたことでスムーズに業務を再開出来
た。

• サーバのデータセンタへの集約もれ

• サーババックアップのテープローテーション
に不備があり、万が一データ破損した場合
復旧出来なかった。

• 事業所の個人PCが津波により流出(バック
アップ不足)

• DRサイトの東日本地区集中を、西日

本に一部移行を検討中

• システムの稼動データセンターの切

替え、冗長ネットワークによる通信の
早期復旧など

• PCのバックアップ対策。



＜BCPの見直し＞BCPの策定が進まない理由の一つに、経営層の関
心の低さがある。東日本大震災後、経営層からBCPの見直しの指示
があったのは約半数で、残りの半数では見直しの指示はなかった

9292

経営層からのBCPの見直し

指示

（C）JUAS 2012

「東日本大震災被害状況」
と「11年度BCP関連概算

費用」の関係

「経営層からのBCPの見
直し指示」と「11年度BCP
関連概算費用」の関係

12.4

17.4

13.2

6.5

40.7

48.7

41.2

33.2

46.9

33.9

45.6

60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=923）

直接の被害あり（n=345）

間接の被害あり（n=204）

特になし（n=368）

見直しのポイントの指示があった 指示があった 特に指示はなかった

6.4

10.7

6.3

2.5

15.2

18.0

18.9

10.2

20.9

19.2

21.4

22.4

55.3

51.2

51.5

61.5

2.1

0.9

1.9

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=900）

直接の被害あり（n=338）

間接の被害あり（n=206）

特に被害なし（n=353）

30％以上増加 10％以上増加 10％未満増加 不変 減少

12.6

9.7

2.0

20.4

21.1

9.3

21.4

24.9

16.2

44.7

42.9

69.7

1.0

1.4

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

見直しのポイントの指示があった（n=103）

指示があった （n=350）

特に指示はなかった（n=396）

30％以上増加 10％以上増加 10％未満増加 不変 減少

・BCPの見直しのために予算の増額
を見込んでいる企業は4割強。

・被害を受けた企業や経営層からの
見直し指示があった企業の方が、
BCP概算費用の増額の傾向が強い。

・経営層がBCPの見直し指示を出さ
なかった企業のなかには、現場に権
限を委譲している企業やBCPが機能
した企業なども含まれているが・・・

日経



＜見直しのﾎﾟｲﾝﾄ＞ 「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」「機械器具製造」では「ｼｽﾃﾑ
および業務の優先順位付けを重視する」がﾎﾟｲﾝﾄ。「金融」「建築･土木
」はﾏﾆｭｱﾙの詳細化を、逆に「重要ｲﾝﾌﾗ」では要員の能力向上を指向

9393

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 「BCP策

定や見直しの課題や工夫
（複数回答） 」
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「策定済みBCPの評価」別
「BCP策定や見直しの課
題や工夫（複数回答） 」

・最も多くの企業がBCPの見直し
のﾎﾟｲﾝﾄとして考えているのは、
「ｼｽﾃﾑおよび業務の優先順位付
けを重視する」ということである。

・BCPが「概ね機能したがなんらか
の問題があった」とするところでは、
「ｼｽﾃﾑや業務の優先付け」が必
要とする割合が多くなっている。

また、「ほとんど機能しなかった」と
するところでは、「ﾏﾆｭｱﾙよりも要
員能力の向上」を意識していると
ころが多く見られる。
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（n=847）
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素材製造
（n=157）

機械器具製造
（n=222）

商社・流通
（n=160）

金融
（n=57）

重要インフラ
（n=58）

サービス
（n=132）

（％）

システムの重要性と、リスクの大きさ、発生頻度等によって対策の優先順位付けを行う

優先的に守るべき業務を明確にしてシステム部門の対応を明らかにする

想定される事態への対応を詳細なマニュアルとして用意する

マニュアルは簡素化し、現場要員の知識、能力を高める
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十分機能した
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おおむね機能したが、問題があった

（n=225）

ほとんど機能しなかった

（n=138）
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＜BCP（事業継続計画）策定の進化図＞ JUASの企業ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研
究会では、BCPの策定ﾚﾍﾞﾙを評価する方法として「事業継続は業務ﾚ
ﾍﾞﾙからﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾍﾞﾙに5段階で進化していく」ものと整理している

ＢＣＰ策定の進化図

IT中心

ビ
ジ
ネ
ス
の
価
値

ビジョン

バック
アップ

緊急時対応計画

災害復旧対策 (DR）
事業継続計画

(BCP）

１．バックアップの確保 ：電子データの正確なコピーを作る
２．緊急時対応計画 ： 人為的な災難後の手順を整える
３．災害復旧対策 (DR） ： データ処理設備の復旧を計画する
４．BCP ： ビジネスオペレーションの復旧を計画する
５．BCM ： 有効な対策を行うためのマネジメントプロセスを構築する
予想モデリング ： アンケートでは５段階としたが、危機が起こる前に
その影響を予測して先手を打っていくことを展望していくことが理想

事業継続管理
(BCM）

予想モデリング

事業継続は業務レベルからマネジメントレベルに進化していく

進化

（有限責任監査法人トーマツ エンタープライズリスクサービス作成の
「BCM進化の図について」（2007/9/21）から抜粋して引用）



事業継続管理(BCM)のﾚﾍﾞﾙにある企業は、今回の大震災において十
分に機能したとする割合が際立って高い。このﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾍﾞﾙのBCMを
策定するためには全社横断的な体制を構築して推進する必要がある

9595

「BCP策定ﾚﾍﾞﾙ・①ｼｽﾃﾑ
障害」と「策定済みBCPの
評価」の関係

（C）JUAS 2012

「BCP策定ﾚﾍﾞﾙ・①ｼｽﾃﾑ
障害」 と「主管部門・①ｼ
ｽﾃﾑ障害」の関係

・いずれのﾚﾍﾞﾙのBCPでも「IT部門
主体」で策定するものが多いが、
IT災害復旧対策のﾚﾍﾞﾙを超え、業
務の復旧や事業継続対策のﾚﾍﾞﾙ
になると、「全社の委員会」や「経
営企画部門」や「総務部門」で策定
する割合が高くなっている。

11.7

10.5

13.5

7.7

9.7

31.6

54.7

54.1

59.6

55.4

61.1

52.6

33.6

35.3

26.9

36.9

29.2

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=411）

バックアップの確保（n=133）

緊急時対応計画（n=52）

IT災害復旧対策（DR）（n=65）

事業継続計画（BCP）（n=72）

事業継続管理（BCM）（n=19）

十分機能した おおむね機能したが、問題があった ほとんど機能しなかった

8.8

11.7

4.9

19.4

16.0

4.1

7.2

1.6

4.5

6.0

78.3

64.0

82.0

67.2

42.0

4.1

3.6

4.1

3.7

22.0

3.4

9.9

4.1

5.2

10.0

0.7

1.8

1.6

0.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バックアップの確保（n=295）

緊急時対応計画（n=111）

IT災害復旧対策（DR）（n=122）

事業継続計画（BCP）（n=134）

事業継続管理（BCM）（n=50）

全社の委員会 リスク管理の専門組織 主にIT部門 主に経営企画部門 主に総務部門 その他

・事業継続という観点に立った対
策を定めるﾚﾍﾞﾙ（いわゆる事業継
続管理＝BCM）のﾚﾍﾞﾙにあるも
のは、それ以下のﾚﾍﾞﾙのBCPに
比べ、今回の災害において十分
に機能したとするものの割合が際
立って高い。



＜部門を横断したBCPのﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟの必要性＞事業継続管理(BCM)ﾚ
ﾍﾞﾙのBCPを策定している企業はまだまだ少なく、 2割に満たない
今後は全社横断的な体制での取り組みを促進することが重要である

9696

BCPの策定目標ﾚﾍﾞﾙ
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・BCPのﾚﾍﾞﾙにおいて、「事業継続管
理（BCM）」と「それ以外（ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ、罹
災後手順設定、ﾃﾞｰﾀ処理設備復旧＝
DR、業務復旧＝狭義のBCP）」では、
本質的に大きな差があるということを
改めて認識すべきである。

・今後、事業継続管理(BCM)ﾚﾍﾞﾙへの
BCPのﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟが課題となるが、
そのためにはIT部門を超え全社横断
的な体制での取り組みを促進すること
が重要と考えられる。

・「喉元すぎれば熱さを忘れる」という
ことわざが示す通り、ﾘｽｸに対する取
り組みは時間とともに風化しやすい。
ｾｷｭﾘﾃｨ対策やBCPの調査結果を見
ると、ﾕｰｻﾞｰ企業はもっと積極的にﾘｽ
ｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに取り組む必要があるとい
えるだろう。

20.3

21.9

13.3

17.2

19.6

20.3

21.9

13.3

17.2

19.6

21.6

21.9

28.7

24.4

21.8

21.6

21.9

28.7

24.4

21.8

15.7

15.2

8.4

12.5

13.7

15.7

15.2

8.4

12.5

13.7

30.8

28.8

33.2

29.6

27.2

30.8

28.8

33.2

29.6

27.2

11.7

12.1

16.3

16.3

17.7

11.7

12.1

16.3

16.3

17.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム障害（n=719）

②自然災害（直下型地震による局所被害）（n=650）

③自然災害（大規模地震による広域被害）（n=631）

④自然災害（津波による被害）（n=483）

⑤自然災害（②～④以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=513）

⑥電力･通信等の社会インフラの停止（n=575）

⑦火災･工場災害（n=538）

⑧疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=533）

⑨風評被害（うわさ、Webサーバーへのアクセスの集中）
（n=361）

⑩テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=372）

バックアップの確保 緊急時対応計画 IT災害復旧対策（DR） 事業継続計画（BCP） 事業継続管理（BCM）

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

＜参考：09年度の「自然災害（地震･津波等）」で
事業継続管理(BCM)ﾚﾍﾞﾙのBCPを策定している企業は11%＞



97

1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

9797

主な調査結果

（C）JUAS 2012

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ
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「代表的な基幹業務ｼｽﾃﾑの開発時期」は「1～10年」前が7割と大半を
占めるが、「21年以上」前も7.5%存在し、平均すると8.5年前 。業種別に
見ると、「金融」 「ｻｰﾋﾞｽ」「機械器具製造」は「1～5年」前が4割を超える

年度別 企業規模別
代表的な基幹業務
ｼｽﾃﾑの開発時期

年度別 業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
代表的な基幹業務
ｼｽﾃﾑの開発時期

・ 「1～5年」前が多いのは「金
融」「ｻｰﾋﾞｽ」「機械器具製造」
の順となる。
反対に「21年以上」が多いの
は「素材製造」「機械器具製
造」「重要ｲﾝﾌﾗ」の順となる。

・「金融」「ｻｰﾋﾞｽ」は比較的新
しいｼｽﾃﾑが多い。
「金融」においてはｼｽﾃﾑ統合
などによる影響、 「ｻｰﾋﾞｽ」に
おいては比較的若い会社が多
いなどの理由が考えられる。

36.5

38.2

32.9

41.8

42.7

40.2

34.9

32.4

40.6

28.1

26.3

31.9

18.1

18.1

18.2

17.6

18.6

15.7

7.5

7.9

6.7

8.1

7.2

9.8

2.9

3.5

1.6

4.4

5.3

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=999）

1000人未満（n=686）

1000人以上（n=313）

全体（n=619）

1000人未満（n=415）

1000人以上（n=204）

1
1
年

度
0
7
年

度

1～5年 6～10年 11～20年 21年以上 不明

36.6

34.1

31.3

40.1

34.0

42.2

29.7

41.7

42.1

36.6

42.3

34.8

46.3

37.5

51.2

53.7

35.0

40.3

32.7

30.2

37.7

26.6

32.8

41.7

28.1

35.4

25.8

25.6

29.8

35.0

24.4

24.4

18.1

17.1

23.1

17.9

18.8

21.9

23.4

9.9

17.4

17.1

16.5

25.6

13.2

15.0

14.6

11.0

7.4

6.2

11.6

9.5

7.3

4.7

9.4

8.0

8.5

13.4

9.8

4.1

7.5

4.9

4.9

2.9

2.3

1.4

2.4

2.1

4.7

4.7

5.3

4.5

2.4

2.1

4.3

6.6

5.0

4.9

6.1

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=998）

一次産業（n=129）

素材製造（n=147）

機械器具製造（n=252）

商社・流通（n=191）

金融（n=64）

重要インフラ（n=64）

サービス（n=151）

全体（n=627）

一次産業（n=82）

素材製造（n=97）

機械器具製造（n=164）

商社・流通（n=121）

金融（n=40）

重要インフラ（n=41）

サービス（n=82）

1
1
年

度
0
7
年

度

日経
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「代表的な基幹業務ｼｽﾃﾑの今後の想定利用期間」は、「1～5年」が半
数近いが、「11年以上」も7.2%存在し、平均すると6.1年。
業種別に見ると、「ｻｰﾋﾞｽ」「商社・流通」は「1～5年」が半数を超える

年度別 企業規模別
代表的な基幹業務
今後の利用予定

年度別 業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
代表的な基幹業務
今後の利用予定

・企業規模が大きな企業ほど
代表的な基幹業務ｼｽﾃﾑ を今
後も長く利用する傾向にある。

・ 07年度と比較すると、
07年度より、今後の利用予定
が短い「1～5年」が減少し、「6
～10年」、「11年～20年」という
中間が増加しており、利用予
定が延びる傾向がうかがえる。

・事業環境の変化に合わせて
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝを保守しながら、
末永く基幹業務ｼｽﾃﾑを使い続
ける傾向が強まっている。

45.1

47.6

39.5

53.1

52.6

53.9

34.0

32.1

38.3

27.3

29.1

23.5

5.9

4.5

9.0

4.0

3.4

5.4

13.7

14.7

11.3

14.4

13.7

15.7
1.5

1.3

1.9

1.0

1.3

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=996）

1000人未満（n=685）

1000人以上（n=311）

全体（n=620）

1000人未満（n=416）

1000人以上（n=204）

1
1
年

度
0
7
年

度

1～5年 6～10年 11～20年 21年以上 不明

45.1

40.3

37.0

42.6

53.9

35.9

45.3

53.9

52.9

56.1

42.9

52.8

55.4

55.0

57.1

55.4

34.1

33.3

39.7

34.9

29.8

37.5

31.3

32.9

27.3

30.5

31.6

28.2

25.6

22.5

26.2

22.9

5.9

8.5

6.2

7.6

4.7

6.3

7.8

6.1

4.1

5.0

4.8

7.5

13.6

17.1

15.1

13.3

10.5

18.8

11.2

14.5

11.0

16.3

15.3

14.0

10.0

14.3

16.9

2.4

3.1

2.4

4.0

1.3

0.0

0.0

0.8

0.6

3.1

0.0

1.3

1.6

1.6

1.6

2.1

0.8

1.3

1.0

0.7

14.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=995）

一次産業（n=129）

素材製造（n=146）

機械製造（n=249）

商社・流通（n=191）

金融（n=64）

重要インフラ（n=64）

サービス（n=152）

全体（n=629）

一次産業（n=82）

素材製造（n=98）

機械器具製造（n=163）

商社・流通（n=121）

金融（n=40）

重要インフラ（n=42）

サービス（n=83）

1
1
年

度
0
7
年

度

日経
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「代表的な基幹業務ｼｽﾃﾑの寿命」は「全体」では14.6年、07年度調査で
は13.8年なので、この5年間で寿命が約1年伸びたことになる。事業環
境の変化ｻｲｸﾙは短くなる一方で、ｼｽﾃﾑの寿命は長くなる傾向にある

年度別 企業規模別
代表的な基幹業務
ｼｽﾃﾑのﾗｲﾌｻｲｸﾙ

年度別 業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
代表的な基幹業務
ｼｽﾃﾑのﾗｲﾌｻｲｸﾙ

・ ｼｽﾃﾑの寿命14.6年は、「開発
時期(8.5年前)」と「今後の利用予
定(6.1年)」の単純平均（「1～5年」
を3年、「6～10年」を8年、「11～
20年」を15.5年、「21年以上」を21
年と想定） を加えたものである。

・寿命が長いのは、「素材製造
(16.0年)」「重要ｲﾝﾌﾗ(15.9年) 」な
ど設備投資型の産業だった。

・寿命が一番短いのは、「ｻｰﾋﾞｽ
(11.9年) 」で、「商社･流通(14.2
年) 」も全体平均を下回っている。

（m値は「開発時期」、n値は「今後の使用予定」の回答数）

（C）JUAS 2012
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全体（m=970）"（n=860）

1000人未満（m=662）"（n=584）

1000人以上（m=308）"（n=276）

全体（m=592）"（n=531）

1000人未満（m=393）"（n=359）

1000人以上（m=199）"（n=172）

1
1
年

度
0
7
年

度

(年）

開発時期 今後の使用予定
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14.3

15.4

13.8

13.6

14.0

8.5

8.4

9.7

8.6

8.7

8.1

9.6

6.8

8.2

8.6

8.9

9.5

7.2

8.2

7.1

6.7

6.1

6.5

6.7

6.4

5.5

6.6

6.3

5.2

5.4

5.1

6.5

5.3

5.3

6.4

4.9

5.1

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0

全体（m=969）"（n=860）

一次産業（m=126）"（n=107）

素材製造（m=145）"（n=124）

機械器具製造（m=246）"（n=216）

商社・流通（m=187）"（n=171）

金融（m=61）"（n=52）

重要インフラ（m=61）"（n=55）

サービス（m=143）"（n=135）

全体（m=599）"（n=538）

一次産業（m=80）"（n=73）

素材製造（m=95）"（n=82）

機械器具製造（m=157）"（n=138）

商社・流通（m=113）"（n=104）

金融（m=38）"（n=36）

重要インフラ（m=39）"（n=36）

サービス系（m=77）"（n=69）

1
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年

度
0
7
年

度

(年）

14.6

14.9

16.4

15.0

14.2

14.7

15.9

12.0

13.6

13.7

15.4

14.8

12.5

14.6

12.0

11.8

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

日経
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導入費用だけでなく、保守・運用費用を考慮したシステム構築を推進しないと、システム
ライフトータルでは高くなる。開発費用＋保守・運用費用の総費用を考慮する必要あり。

システム
ライフサイクル

費用 《導入費用》

《保守・運用費用》

ハード無償保証

▲
ハード・OS
納品

▲
ハード1年間
無償保証終了

ハードウェア有償保証（購入時にSLA（期間:3年、5年・サービス
内容:24Hr365日等）を決定するものが多くなってきている）

開発費用

← 期間 → アプリケーション保守費用

運用費用（利用期間 ）

《延命課題》

システム総費用＝「導入費用＋開発費用」＋「保守（ハード費用＆OS・ミドルウェア）＋アプリケーション保守費用＋運用費用」 × 「期間」

A B

アプリケーション
無償保証

▲
アプリケーション
1年間無償保証終了

A ＜ B

▲
アプリケーション
納品

システム更改や、

障害発生時対応
等のリスク拡大

＜JUASからの提言＞ｼｽﾃﾑﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの重要性

代表的な基幹業務システムの寿命
（07年度調査と１１年度調査の比較）

・全体 ：13.8年→14.6年
・中堅中小企業（1000人未満）：13.6年→14.3年
・大企業（1000人以上） ：14.0年→15.4年
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＜超上流工程＞ ｼｽﾃﾑ開発以前の超上流工程に注力することが、ｼｽ
ﾃﾑ化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが成功し、運用でその目的を達成する大きな要因となる
9割の人が認知していないことを実行するのが、本物のﾘｰﾀﾞｰである

（C）JUAS 2012

企画・要件定義：
「超上流」

開発 運用 保守

システム化
の方向性

システム化
計画

要件定義
システム

設計
システム
方式設計

ソフトウェア設計

プログラミング

ソフトウェアテス
ト

シ
ス
テ
ム
結
合

シ
ス
テ
ム
テ
ス
ト

導
入
・
受
入
支
援

運
用
テ
ス
ト

運用 保守

＜ｼｽﾃﾑ開発の各ﾌｪｰｽﾞ（ﾌﾟﾛｾｽ）＞

・ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制度とは、ｼｽﾃ
ﾑの実現にあたっては、事業部門・
業務部門(場合によっては経営）がｼ
ｽﾃﾑ開発の推進の主体者であり、ｼ
ｽﾃﾑ開発後の運用での効果発揮に
まで責任を持つことを示す仕組みで
ある。 (「ｼｽﾃﾑ･ｵｰﾅｰ」、「ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･
ｵｰﾅｰ」などと表現されることもある)

・予算にも品質にも責任を持つ体制
がｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制度といえる。

＜ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制度の背景となる役割分担＞
経済産業省「ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書＜第一版＞」参照

※JUAS「SRM第2巻」の図を基に加筆

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



＜ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制度＞超上流活動の充実度を示すｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・
ｵｰﾅｰ制度を採用している企業は5社に1社しかないが、売上高1000
円以上の大企業と「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」では制度の採用が進んでいる

（C）JUAS 201２ 103103

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅ制度の有無

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制度の有
無別 IT投資評価状況

売上高別 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・
ｵｰﾅｰ制度採用状況

・ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制度を持つ企
業は、「事前評価」「事後評価」を
「常に実施」する割合が、制度を持
たない企業の約2倍である。

・大企業では、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰを
明確にして、ﾕｰｻﾞｰ部門（事業部門、
業務部門）主導で責任を持ってﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ改善・革新目的のｼｽﾃﾑ開発を徹
底しようとの意図が明確である。

・中小企業は、社長がｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・
ｵｰﾅｰなので、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｵｰﾅｰ制
度はあまりなじまない。

n=919

ある
23.6%

ない
76.4% n=1039

無回答
11.5%

ある
20.9%

ない
67.6%

（参考：無回答を含めた割合） ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

23.7

11.5

11.0

15.9

47.4

78.3

76.3

88.5

89.0

84.1

52.6

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=913）

10億円未満（n=26）

10億～100億円未満（n=218）

100億～1000億円未満（n=452）

1000億～1兆円未満（n=171）

1兆円以上（n=46）

ある ない

41.6

66.7

33.7

14.1

25.0

10.7

38.9

28.2

42.3

59.4

63.9

58.0

19.5

5.1

24.1

26.5

11.1

31.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=902）

アプリケーション・オーナー制度あり（n=216）

　　〃　　なし（n=686）

全体（n=899）

アプリケーション・オーナー制度あり（n=216）

　　〃　　なし（n=683）

①
事

前
評

価
②

事
後

評
価

常に実施 一部実施 実施しない

日経



＜超上流＞全体として、組織的な取り組みがまだまだ不足している
「組織的に実践できていない｣が半数を超える項目が10/17にもなる
実施すべき課題としての認識はあっても実践する困難さを示している

104104（C）JUAS 2012

超上流の「ｼｽﾃﾑ化の
方向性・ｼｽﾃﾑ化計画」
ﾌｪｰｽﾞの実践状況

・「①発注者(業務部門とIT
部門)と受注者(ﾍﾞﾝﾀﾞｰ）の
役割分担」と「②両者の合
意ﾌﾟﾛｾｽ形成」は「組織的
に実践できている」企業が
6割を超え、実践度が高い。

・それに反して、「⑦ｼｽﾃﾑ
のﾗｲﾌｻｲｸﾙにわたって投
資対効果を算定する」は
「組織的に実践できていな
い」企業が6割を超える。
稼動後に効果を享受でき
ているか、事後評価も含
めたIT投資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄがま
だなされていないことが、
この調査からも見えてくる。

15.2

20.4

8.2

12.7

11.3

14.5

9.9

12.8

51.4

44.1

32.4

32.4

36.1

42.0

27.9

37.8

24.1

22.1

26.2

26.5

21.1

25.5

16.8

23.0

9.4

13.3

33.2

28.4

31.6

18.0

45.4

26.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受注者との役割分担を明確にし積極的に参画する（n=960）

②合意プロセスと承認ルールを明確にし行動する（n=959）

③未確定要件の先送りは厳禁、現工程を伸ばしてでも確定（n=954）

④ステークホルダーの合意確認を自らの仕事と心得る（n=954）

⑤事業リスクを低減するためにも、多段階見積もりを活用（n=954）

⑥運用・保守も見据えた計画・体制を作る（n=953）

⑦システムのライフサイクルにわたって投資対効果（ROI）を算定
（n=957）

⑧情報システム構築の方針・ねらいをステークホルダーに周知徹底
（n=952）

全社共通の仕組みで実践 プロジェクト単位で実践 担当者レベルで実践 実践できていない

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

＜出典＞IPA(独立行政法人 情報処理推進機構) ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ編 2006年4月発行
「経営者が参画する要求品質の確保～ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを成功に導く超上流の勘どころ(第2版)」の
「原理原則17ヶ条」の発注者(業務部門とIT部門)の代表的な行動規範①～⑰



要件定義ﾌｪｰｽﾞに関する行動規範は「ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ単位&担当者ﾚﾍﾞﾙでの
実践」が中心で「全社共通の仕組みで実践」は1割前後。要件定義は
実際の煮詰めのﾌﾟﾛｾｽで多くの困難や時間的な限界を抱えている

105105（C）JUAS 2012

超上流の「要件定義」
ﾌｪｰｽﾞの実践状況

・基本中の基本の「⑯要件の
優先順位付け」は、 比較的
実践度が高いが、「⑬発注
者･受注者は協力して、定量
化できる要件は極力数値
化」「⑫文書･ﾓｯｸｱｯﾌﾟなどの
手段を講じて、要件を表現し
つくす」「⑭現行ｼｽﾃﾑと同じ
機能であっても要件定義を
実施」は「実践できていない」
企業が3割前後で、「全社共
通の仕組みで実践」は8%程
度に留まっている。

12.6

10.7

8.6

8.0

8.4

8.3

9.6

11.6

10.8

38.8

38.6

34.2

31.3

32.0

35.7

37.1

45.9

42.6

25.7

24.6

29.2

29.6

27.5

26.2

28.2

28.9

34.2

22.9

26.2

28.0

31.1

32.2

29.8

25.1

13.7

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨「我々が要件を決め、責任を持つ」という意識を社内に浸透させる
（n=957）

⑩受注者・発注者とも、以降の変更はすべて要件定義書をベースとし
て議論する（n=956）

⑪機能要件、非機能要件などを漏れなく洗い出す（n=958）

⑫文書・モックアップなどの手段を講じて、要件を表現しつくす（n=954）

⑬発注者・受注者は協力して、定量化できる要件は極力数値化
（n=957）

⑭現行システムと同じ機能の実現であっても、要件定義を実施
（n=953）

⑮常にビジネス要件の視点からシステム要件の妥当性を検証
（n=957）

⑯要件の優先順位付け（n=959）

⑰受注者に要件を正しく説明（n=959）

全社共通の仕組みで実践 プロジェクト単位で実践 担当者レベルで実践 実践できていない

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ

＜出典＞IPA(独立行政法人 情報処理推進機構) ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ編 2006年4月発行
「経営者が参画する要求品質の確保～ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを成功に導く超上流の勘どころ(第2版)」の
「原理原則17ヶ条」の発注者(業務部門とIT部門)の代表的な行動規範①～⑰

＜企業規模別に見ると＞
・企業規模が大きいほど実
践の成熟度が高い。特に、
売上高1兆円以上では、
「組織的に実践できている」
企業が7～9割にもなる。



「ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ重視や要求への責任」に関する6つの原理原則 を実践ﾚ
ﾍﾞﾙでｳｴｲﾄづけすると、企業規模が大きいほど原理原則の実践度が
高いことが明確になる。業種別では「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」が若干高い

106106（C）JUAS 2012

売上高別 「ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ重視
や要求への責任」の実践状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 「ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ
重視や要求への責任」の実践
状況

・ 「ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ重視や要求への責
任」に関する6つの原理原則
（17項目の内、特にﾕｰｻﾞｰ主導や
ﾋﾞｼﾞﾈｽに密着に関連する6項目）

③未確定の先送りは厳禁であり、
現工程を伸ばしてでも確定させる
④ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの合意確認を自ら
の仕事と心得る
⑧情報ｼｽﾃﾑ構築の方針・狙いをｽ
ﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰに周知徹底する
⑨発注者が 要件を決め責任も持
つと言う意識を社内に浸透させる
⑮常にﾋﾞｼﾞﾈｽの視点からｼｽﾃﾑ要
件の妥当性を検証する
⑯要件の優先付けをする

※ 「1:全社的取り組みでの実践」に３ポイント、「2:プロジェクトでの実践」に２ポイ
ント、「3:担当者レベルで実践」に１ポイントを与えて合計した。MAX18ﾎﾟｲﾝﾄ

14.0

8.7

8.4

10.3

21.9

54.8

43.1

17.4

35.8

45.1

51.7

35.7

42.9

73.9

55.8

44.7

26.4

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=926）

10億円未満（n=23）

10億～100億円未満（n=215）

100億～1000億円未満（n=468）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=42）

13-18ポイント 7-12ポイント 0-6ポイント

14.1

19.2

12.2

14.3

10.3

21.3

20.3

12.4

43.1

31.5

47.5

43.5

40.8

49.2

45.8

42.1

42.8

49.3

40.3

42.2

48.9

29.5

33.9

45.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=930）

建築・土木（n=73）

素材製造（n=181）

機械器具製造（n=237）

商社・流通（n=174）

金融（n=61）

重要インフラ（n=59）

サービス（n=145）

13-18ポイント 7-12ポイント 0-6ポイント



17項目のすべてに「全社共通の仕組みで実践」か「ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ単位で実
践」かのどちらかができている企業は2割前後。[すべてに対して「全社
共通の仕組みで実践」している非常に成熟度の高い企業も3～4%ある]

107107（C）JUAS 2012

17項目の行動規範の実践
状況（組織的取り組み評価）

売上高別 17項目の行動規

範の実践状況（組織的取り
組み評価）

16.6

21.8

23.7

24.6

83.4

78.2

76.3

75.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

17項目全体（n=930）

「システム化の方向性・計画」フェーズ（n=930）

「要件定義」フェーズ（n=930）

ステークホルダー重視や要求への責任（n=930）

組織的に実践している 組織的に実践していない

16.6

13.0

13.5

14.7

19.8

42.9

83.4

87.0

86.5

85.3

80.2

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=925）

10億円未満（n=23）

10億～100億円未満（n=215）

100億～1000億円未満（n=468）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=42）

組織的に実践している 組織的に実践していない

※ 「組織的に実施している」：17項目のすべてに対して、「全社共通の仕組みで実践」か

「ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ単位で実践」かのどちらかができている企業

・ 「組織的に実践している」企業は、
全体の2割前後ではあるが、超上
流での活動でかなり成熟度が高く、
情報化目的の達成ﾚﾍﾞﾙでも高い
ものを持ち続けていると思われる。

・売上高1兆円以上の企業におけ
る組織的実践率は42.9%と高いも
のがあるが、他は13％～20%であ
り、ほとんど差はない。

＜業種別に見ると＞
・各業種とも「組織的に実践してい
る」比率は15～20%であり、特定の
業種で特別に多い状況ではない。



超上流での活動を「組織的に実践している企業」は、IT投資評価も実
施できている。活動を活性化する工夫の対象は、「ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ･ﾕｰｻﾞ
ｰとの関係構築」「IT部門の組織立て」「人材育成･ﾛｰﾃｰｼｮﾝ」の3点

108108（C）JUAS 2012

17項目の行動規範の実
践状況（組織的取り組み）
別 IT投資評価状況

＜超上流に関するｲﾝﾀﾋﾞｭｰ結果＞
①ステークホルダー／ユーザーとの制度充実や関係構築
・合意形成や調整は、1年前に今のCIOが来てくれたことが大きいです。経営会議メンバーが動いてほしいと、ずっ
と熱望したんですね。そうすると、いろいろな話が通りやすくなったことが非常に大きい。

②本社IT部門の位置づけ・役割
・IT部門の立ち位置が企業の中で非常に重要になってきたと感じます。企業全体の活動をITの部門の人間が意識

する、あるいは見る、あるいは作り上げる、そう変わってきてると思うんですよ。

③超上流活動を支える人材
・最近一番よく言ってるのが「業務部門よりも業務を、IT会社よりもITを、わかる人間になれ」と。非常に難しいんで
すけどね。業務間交流は非常に大事だと思ってます。まだ足りないと思いますけどね、できる範囲でやっています。

41.3

57.6

38.1

14.1

27.3

11.4

39.2

34.4

40.2

59.9

62.0

59.5

19.5

7.9

21.7

26.0

10.7

29.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=915）

組織的に実践している（n=151）

組織的に実践していない（n=764）

全体（n=911）

組織的に実践している（n=150）

組織的に実践していない（n=761）

①
事

前
評

価
②

事
後

評
価

常に実施 一部実施 実施しない

・超上流での成熟度の高さは、
ｼｽﾃﾑ･ﾗｲﾌｻｲｸﾙを通じてIT投
資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが機能している状況
とも連動していると思われる。
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大企業でも「超上流のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」を「知らない」が7割弱で、「活用してい
る・検討中」は5%弱。一企業だけで解決できない課題に対しては、日本
の英知を集めた各種ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝなどをもっと有効に活用する必要がある

企業規模別

各種報告書・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
などの効果

活用している 活用を検討中 知っている 知らない
全体（n=959） 1.0% 2.1% 29.1% 67.8%
1000人未満（n=660） 0.6% 1.7% 24.8% 72.9%
1000人以上（n=299） 2.0% 3.0% 38.5% 56.5%
全体（n=959） 0.9% 1.6% 21.3% 76.2%
1000人未満（n=660） 0.2% 1.5% 18.2% 80.2%
1000人以上（n=299） 2.7% 1.7% 28.1% 67.6%
全体（n=956） 0.8% 1.5% 21.3% 76.4%
1000人未満（n=658） 0.2% 1.2% 18.8% 79.8%
1000人以上（n=298） 2.3% 2.0% 26.8% 68.8%
全体（n=958） 0.7% 1.3% 17.0% 81.0%
1000人未満（n=659） 0.3% 0.9% 14.1% 84.7%
1000人以上（n=299） 1.7% 2.0% 23.4% 72.9%
全体（n=956） 0.6% 0.7% 16.5% 82.1%
1000人未満（n=658） 0.3% 0.3% 12.3% 87.1%
1000人以上（n=298） 1.3% 1.7% 25.8% 71.1%
全体（n=958） 1.3% 1.8% 25.1% 71.9%
1000人未満（n=659） 0.9% 0.9% 20.8% 77.4%
1000人以上（n=299） 2.0% 3.7% 34.4% 59.9%
全体（n=958） 0.4% 1.3% 16.9% 81.4%
1000人未満（n=659） 0.2% 0.8% 12.7% 86.3%
1000人以上（n=299） 1.0% 2.3% 26.1% 70.6%
全体（n=958） 0.8% 1.9% 28.5% 68.8%
1000人未満（n=660） 0.6% 1.7% 25.2% 72.6%
1000人以上（n=298） 1.3% 2.3% 35.9% 60.4%

「非機能要求グレード」　（IPA）

『要求仕様定義ガイドライン
（UVC）』　（JUAS）

『非機能要求仕様定義ガイドライ
ン（UVCII）』　（JUAS）

「IT経営ポータルサイト」（経済産
業省）

『共通フレーム2007』
（IPA）

『経営者が参画する要求品質の
確保―超上流から攻めるIT化の
勘どころ』 （IPA）

『実務に活かすIT化の原理原則
17ヶ条』（IPA）

「発注者ビューガイドライン」/「機
能要件の合意形成ガイド」 （IPA）

⑤

⑥

⑦

⑧

①

②

③

④

効果があった 評価中 効果がなかった
全体（n=105） 13.3% 53.3% 33.3%
1000人未満（n=69） 10.1% 58.0% 31.9%
1000人以上（n=36） 19.4% 44.4% 36.1%
全体（n=89） 10.1% 50.6% 39.3%
1000人未満（n=58） 5.2% 53.4% 41.4%
1000人以上（n=31） 19.4% 45.2% 35.5%
全体（n=86） 9.3% 52.3% 38.4%
1000人未満（n=56） 3.6% 55.4% 41.1%
1000人以上（n=30） 20.0% 46.7% 33.3%
全体（n=76） 6.6% 55.3% 38.2%
1000人未満（n=48） 6.3% 54.2% 39.6%
1000人以上（n=28） 7.1% 57.1% 35.7%
全体（n=72） 5.6% 50.0% 44.4%
1000人未満（n=45） 4.4% 51.1% 44.4%
1000人以上（n=27） 7.4% 48.1% 44.4%
全体（n=91） 16.5% 46.2% 37.4%
1000人未満（n=57） 12.3% 45.6% 42.1%
1000人以上（n=34） 23.5% 47.1% 29.4%
全体（n=76） 6.6% 52.6% 40.8%
1000人未満（n=46） 2.2% 54.3% 43.5%
1000人以上（n=30） 13.3% 50.0% 36.7%
全体（n=86） 8.1% 45.3% 46.5%
1000人未満（n=59） 6.8% 42.4% 50.8%
1000人以上（n=27） 11.1% 51.9% 37.0%

⑦
『非機能要求仕様定義ガイドライ
ン（UVCII）』　（JUAS）

⑧
「IT経営ポータルサイト」（経済産
業省）

⑤
「非機能要求グレード」　（IPA）

⑥
『要求仕様定義ガイドライン
（UVC）』　（JUAS）

③
『実務に活かすIT化の原理原則
17ヶ条』（IPA）

④
「発注者ビューガイドライン」/「機
能要件の合意形成ガイド」
（IPA）

①
『共通フレーム2007』
（IPA）

②
『経営者が参画する要求品質の
確保―超上流から攻めるIT化の
勘どころ』 （IPA）

企業規模別

各種報告書・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
などの活用状況

・各種報告書・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの活
用状況について、調査を行っ
たところ、「活用している」「活
用を検討中」については低調
な結果となった。
しかし、「知っている」までを
含めると、全体では3割程度
となり、今後の活用について
の期待を見込める

・これらのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは先人の
知恵が詰まった貴重な参考
資料である。まだご存じない
方はぜひ一読し、自社の取り
組みの参考にしてほしい。



＜IT活用状況＞情報ｼｽﾃﾑの活用段階は「部門超えて」が最も多く過
半数を占める、最も先進的な「企業を超えて」は1割強で、「導入の段
階」は1割未満。企業規模が大きいほど、活用段階が進む傾向にある
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企業規模(従業員数)別
IT活用状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別IT活用状況

 

7.3

13.1

5.3

3.5

23.5

28.0

23.0

19.4

55.6

50.5

61.8

53.9

13.6

8.5

10.0

23.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1000)

300人未満（n=329)

300～1000人未満（n=361)

1000人以上（n=310)

情報システムの導入の段階

情報システムを部門内で活用している段階

情報システムを「部門を超えて」企業内で最適に活用している段階

情報システムを取引先や顧客等関係者も含めて「企業を超えて」最適に活用している段階

7.3

4.9

5.6

6.3

8.6

1.5

4.6

14.6

23.5

19.8

22.4

21.7

22.6

26.9

40.0

22.5

55.7

69.1

56.6

57.3

55.9

49.3

32.3

57.0

13.5

6.2

15.3

14.6

12.9

22.4

23.1

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=999)

建設・土木（n=81)

素材製造（n=196)

機械器具製造（n=253)

商社・流通（n=186)

金融（n=67)

重要インフラ（n=65)

サービス（n=151)

 

7.2

11.4

6.7

4.2

2.2

23.5

28.1

24.2

17.8

13.3

55.5

53.2

57.4

55.0

51.1

13.7

7.2

11.7

23.0

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=994)

100億円未満（n=263)

100～1000億円未満（n=495)

1000億～1兆円未満（n=191)

1兆円以上（n=45)

情報システムの導入の段階

情報システムを部門内で活用している段階

情報システムを「部門を超えて」企業内で最適に活用している段階

情報システムを取引先や顧客等関係者も含めて「企業を超えて」最適に活用している段階

売上高別 IT活用状況

・「売上高1兆円以上」では,
「企業を超えて」が1/3を占めて
いる。（「全体」の2.4倍）

・背景には、企業規模が大きく
なればなるほど、迅速な業務
把握や業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化な
どの課題解決のためにITが必
要となるためと考えられる

・業種別に見ると、「企業を超え
て」活用しているのは「金融」と
「重要ｲﾝﾌﾗ」。
「導入の段階」が多いのは「ｻｰ
ﾋﾞｽ」。



「攻め」のIT投資が課題の企業は「部門･企業を超えて」の割合が3/4
「企業としての社会的責任の履行」 「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」 「顧客重視の
経営」 が課題の企業は 「部門･企業を超えて」の割合が8割を超える
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IT投資で解決したい中期
的な経営課題（1位のみ）と
IT活用状況

・ 「攻め」のIT投資の中を個別に
見ると、
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」 と「顧客

重視の経営」をＩＴ投資で解決し
たい中期的な経営課題（1位）と
して掲げている企業は、
「部門を超えて」企業内で最適に
活用している段階と、取引先や
顧客等関係者も含めて「企業を
超えて」最適に活用している段階
の割合を合せると8割を超え、
積極的に情報ｼｽﾃﾑを経営の
「攻め」に活用しようとする姿勢
がうかがえる。

4.9

5.6

4.8

4.7

5.1

6.1

2.9

8.0

9.1

8.0

8.5

12.7

2.2

2.6

5.6

6.3

10.0

19.3

15.3

19.0

14.0

12.8

27.3

34.3

25.2

23.1

30.5

22.0

34.5

22.2

21.1

16.7

6.3

30.0

57.9

61.1

61.9

62.8

64.1

48.5

40.0

54.6

55.8

51.5

50.0

40.0

60.0

71.1

66.7

68.8

60.0

17.9

18.1

14.3

18.6

17.9

18.2

22.9

12.2

12.0

10.0

19.5

12.7

15.6

5.3

11.1

18.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=285）

グローバル化への対応（n=72）

営業力の強化（n=63）

顧客重視の経営（n=43）

ビジネスモデルの変革（n=39）

企業間の情報連携（n=33）

商品・サービスの差別化・高付加価値化（n=35）

全体（n=690）

迅速な業績把握、情報把握（n=208）

業務プロセスの効率化（n=200）

IT開発・運用のコスト削減（n=82）

業務プロセスの質・精度の向上（n=55）

業務プロセスのスピードアップ（n=45）

BCPの見直し（n=38）

社内コミュニケーションの強化（n=36）

企業としての社会的責任の履行（n=16）

経営の透明性の確保（n=10）

「
攻

め
」
の

IT
投

資
「
守

り
」
の

IT
投

資

情報システムの導入の段階

情報システムを部門内で活用している段階

情報システムを「部門を超えて」企業内で最適に活用している段階

情報システムを取引先や顧客等関係者も含めて「企業を超えて」最適に活用している段階



「企業を超えて」活用している企業は、取引先や顧客との連携を業務
管理部門、事業部門が牽引。 「部門を超えて」活用している企業は、
企業内のIT導入推進を、全社の委員会や経営企画部門が牽引

（C）JUAS 2012 112112

IT投資効果測定の主幹と
なる部門とIT活用状況 6.3

5.7

5.7

5.9

2.2

19.6

5.7

8.3

4.8

22.8

18.6

25.5

22.5

23.9

26.1

18.9

50.0

14.3

56.4

61.4

63.2

55.8

54.3

41.3

56.6

41.7

66.7

14.5

14.3

5.7

15.9

19.6

13.0

18.9

0.0

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=901)

全社の委員会（n=70)

経営企画部門（n=106)

ＩＴ部門（n=547)

業務管理部門（n=46)

経理・財務部門（n=46)

事業部門（n=53)

監査部門（n=12)

その他（n=21)

情報システムの導入の段階

情報システムを部門内で活用している段階

情報システムを「部門を超えて」企業内で最適に活用している段階

情報システムを取引先や顧客等関係者も含めて「企業を超えて」最適に活用している段階

・ｵｰﾅｰとなる部門とIT部門とで
明確に役割分担がなされている
ことは、 IT投資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの成熟
度のひとつの表れと考えられる。

・業務管理部門、事業部門がIT
投資効果測定を主管する企業で
は、顧客と情報ｼｽﾃﾑを共有して
いることが想定され、その連携を
業務管理部門、事業部門が牽引
していることがうかがえる。

・全社の委員会、経営企画部門
がIT投資効果測定を主管する企
業では、企業内のIT導入推進を、
全社の委員会や経営企画部門
が牽引していると推測される。



＜IT利活用の支援状況＞全体としては「ﾏﾆｭｱﾙの作成、配布」の比率
が高く、「利用者の能力に応じた利用方法の提案」の割合が低い
業務効率型と戦略型では、「現地、現場での教育」による支援も多い
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ｼｽﾃﾑﾀｲﾌﾟ別
IT利活用支援状況
（複数回答）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 IT利活用支
援状況 投資ﾀｲﾌﾟ別上位3
項目（複数回答）

・情報ｼｽﾃﾑは「作って終わり」で
はなく、むしろ稼働後、ﾕｰｻﾞｰに
いかに活用してもらうかが重要
である。

・一方で、「使われないｼｽﾃﾑ」も
存在するとも言われている。
その背景には
「使い勝手が悪い（改善ができて
いない）」
「必要とされていない（ﾆｰｽﾞがな
い、戦略企画段階の検討不足）」
「使い方がわからない（利活用支
援不足）」など、
さまざまな要因が考えられる。

71.2

64.2

48.1

49.0

35.5

52.6

63.5

46.3

17.0

19.9

28.5

0.7

2.4

8.0

63.2

0 20 40 60 80

インフラ型システム（n=987）

業務効率型システム（n=924）

戦略型システム（n=736）

（％）

マニュアルの作成、配布 ヘルプデスクの設置

現地、現場での教育 利用者の能力に応じた利用方法の提案

その他

支援方法

システム
タイプ

インフラ型
業務

効率型
戦略型 インフラ型

業務
効率型

戦略型 インフラ型
業務

効率型
戦略型 インフラ型

業務
効率型

戦略型

建築・土木
重要

インフラ
重要

インフラ 建築・土木 建築・土木
重要

インフラ 商社・流通
機械器具

製造
機械器具

製造 建築・土木
機械器具

製造
機械器具

製造

(78.9) (76.4) (61.7) (76.3) (58.3) (48.9) (55.2) (69.9) (53.0) (19.7) (26.3) (33.1)

金融 建築・土木 金融
重要

インフラ
重要

インフラ サービス 建築・土木 素材製造 商社・流通
機械器具

製造
重要

インフラ
重要

インフラ

(77.9) (70.8) (56.1) (73 .8 ) (56.4) (44.4) (53.9) (67.0) (51.4) (18.5) (20.0) (31.9)

サービス サービス サービス 金融 サービス 建築・土木 素材製造 商社・流通 素材製造 サービス 建築・土木 素材製造

(72.2) (69.1) (55.6) (70.6 ) (53.7) (39.7) (53.9) (66.3) (48.6) (17.9) (19.4) (29.3)

第1位

第2位

第3位

マニュアルの作成、配布 ヘルプデスクの設置 現地、現場での教育
利用者の能力に応じた

利用方法の提案

配布資料
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＜ｱﾝｹｰﾄ自由回答の活用のための工夫や失敗原因のまとめ＞戦略
型はｲﾝﾌﾗ型や業務効率型と比べて「使わなくては業務が成り立たな
い」という強制力がなく、有効に活用される割合が低いといわれている

114

戦略型ｼｽﾃﾑの
利活用の成功要因
（◎：声多め、

○：声少なめ）

戦略型ｼｽﾃﾑの
利活用の失敗要因
（×：声多め、

△：声少なめ）

組織 投資 調達・活用

成
果

◎導入効果○インセンティブ
○部門評価への反映
○人事評価への反映

◎利活用支援

◎経営トップ巻込み
○顧客連携体制
○社内連携体制
○責任の明確化

◎戦略、目的の明確化
◎導入効果の明確化
○評価基準の策定

○ユーザー要望吸収
○顧客要望吸収
○業務改善
○他社事例参照

戦
略

◎教育、指導
○サポートチーム
○推進体制
○ヘルプデスク

○導入効果測定
○利用状況調査

◎システム機能
◎利便性向上
◎操作性向上
○情報発信

実
行

組織 投資 調達・活用

成
果

△環境変化
（経営トップ交代・組織変更）

×ニーズの変化
（変わる・無くなる）
△環境変化
（事業環境）

△役割分担不明確 ×戦略、目的不明確
×導入効果不明確

×ユーザーニーズアンマッチ
×要件定義不足戦

略

×属人依存
△要員不足

×導入前の説明不足
×教育不足
△設計不十分
△操作性考慮不足

実
行
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＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ結果＞IT利活用の成功・失敗要因は取り組みや課題は、
IT予算の持ち方、ｵｰﾅｰ制度の有無、ﾌﾛﾝﾄか基幹か、業種、利用者、
ｼｽﾃﾑの規模、さまざまな要素によって意味合いが変わってくる

・大きく二つあります。一つはIT部門を中心にした導入後のアフターケア。導入した後、当初の目論見どおり
の利活用がされているかどうかを数値的に表して、定期的にユーザー部門と共有する。
もう一つは、システム監査担当部門が「監査」という名目できちんと導入後の運用が回っているか第三者的
に見ている。前者はシステムを導入した本人が行ってますが、後者は第三者的な目線で確認しています。

・一般的なITリテラシーで一括りせず、部門ごとの特性と実際にその業務にあたる方々のITスキルのレベル、
稼働しているシステムなどを考えて社内のIT研修を考えてます。

・システム活用グループがあります。
彼らが各主要部署や支店、工場を回って、丁寧に扱って、割と反乱が起きることなくうまくいっています。

・そのシステムを使って何かをやりたいと考えているユーザーサイドがあり、その依頼を受けてシステムを提
供しているのが基本の形です。
なので、その利用がはかばかしくない場合は考えるのはユーザーサイドなんです。

・システムを作ったら、研修所での集合研修とか、出前研修 ― 現場に行ってその使い勝手や利用方法を説
明する、などを行って現場との接点を持っています。
もちろんこれだけで理解するのは無理です。2000人ぐらいが利用するので、基本的にはコールセンターに問
合せ、二次コール先としてIT部門に来るようになっています。
ただ、画面を見たら、みんな自分で操作ができる画面を作らなきゃいけないですよね。聞かないとわからない
ような物じゃなくて。



5.1

8.7

6.7

5.1

16.9

7.9

7.4

44.9

38.3

41.9

43.5

52.3

46.0

41.9

50.0

53.1

51.4

51.4

30.8

46.0

50.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=78)

素材製造（n=196)

機械器具製造（n=253)

商社・流通（n=177)

金融（n=65)

重要インフラ（n=63)

サービス（n=148)

7.5

6.8

4.2

12.2

42.7

32.5

41.2

55.3

49.7

60.7

54.5

32.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=981)

300人未満（n=323)

300～1000人未満（n=354)

1000人以上（n=304)

5.9

5.1

10.7

31.8

33.7

40.7

57.2

56.8

60.4

54.2

32.1

11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=255)

100～1000億円未満（n=489)

1000億～1兆円未満（n=187)

1兆円以上（n=44)

あらかじめ評価指標を定め、稼働後に継続的に評価して、業務・システムの改善につなげる仕組み
がある
あらかじめ評価指標と評価タイミングを定めて評価を実施するが、継続的に評価して、業務・システ
ム改善につなげるまでの仕組みはない
事後評価の仕組みはなく、評価そのものを実施していない

＜事後評価＞評価指標や仕組みが確立されていない企業が半数！
企業規模が大きくなるほど評価指標や仕組みが深度化している
業種別では、「金融」が事後評価に積極的で「評価する」が7割と突出
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企業規模(従業員数)別
事後評価状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別

事後評価状況

売上高別

事後評価状況

・売上高1000億以上の大企業
で評価指標、事後評価の仕組
みをようやく7割弱が導入。

・「継続的に評価して、業務・ｼｽ
ﾃﾑの改善につなげる仕組みが
ある」企業は、大企業(従業員
1000名以上)でもまだ1割にすぎ
ない。
売上高1兆円以上の超大企業
でやっと3割という状況。

ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ



「攻め」のIT投資を経営課題としている企業では「継続的に評価する」
が6割と高い。「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」や 「顧客重視の経営」が経営課題
の企業は 「改善につなげる仕組み」が重要であると考えている
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IT投資で解決したい中期
的な経営課題（1位のみ）と
事後評価状況

11.7

9.7

8.1

14.3

25.6

6.1

8.8

5.9

5.8

5.1

6.4

7.4

4.5

8.3

8.3

6.3

0.0

47.5

48.6

48.4

47.6

41.0

51.5

47.1

40.7

39.4

44.4

48.7

27.8

38.6

30.6

50.0

31.3

30.0

40.8

41.7

43.5

38.1

33.3

42.4

44.1

53.4

54.8

50.5

44.9

64.8

56.8

61.1

41.7

62.5

70.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=282）

グローバル化への対応（n=72）

営業力の強化（n=62）

顧客重視の経営（n=42）

ビジネスモデルの変革（n=39）

企業間の情報連携（n=33）

商品・サービスの差別化・高付加価値化（n=34）

全体（n=678）

迅速な業績把握、情報把握（n=208）

業務プロセスの効率化（n=196）

IT開発・運用のコスト削減（n=78）

業務プロセスの質・精度の向上（n=54）

業務プロセスのスピードアップ（n=44）

BCPの見直し（n=36）

社内コミュニケーションの強化（n=36）

企業としての社会的責任の履行（n=16）

経営の透明性の確保（n=10）

「
攻

め
」
の

IT
投

資
「
守

り
」
の

IT
投

資

あらかじめ評価指標を定め、稼働後に継続的に評価して、業務・システムの
改善につなげる仕組みがある

あらかじめ評価指標と評価タイミングを定めて評価を実施するが、継続的に
評価して、業務・システム改善につなげるまでの仕組みはない
事後評価の仕組みはなく、評価そのものを実施していない

・ 「攻め」のIT投資を経営課題
として掲げている企業では「あら
かじめ評価指標を定め、稼働後
に継続的に評価して、業務・ｼｽ
ﾃﾑの改善につなげる仕組みが
ある」の割合が11.7%と、「守り」
のIT投資 (5.9%)よりも2倍近い割
合がある。

・ 「守り」のIT投資を重視する企
業で、あらかじめ事後評価の指
標を定めている割合が高いの
は、「社内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化」と
「IT開発・運用ｺｽﾄ削減」を課題
とする企業である。



「継続的に評価する」企業の主管部門は、「全社の委員会」(7割弱)、
「業務管理部門」「事業部門」(6割)の割合が高い。「ＩＴ部門」主管は5割
と少ないが、事務局として活動している企業は多いのではないか？
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IT投資効果測定の主幹部門
(1位)別 事後評価実施状況 7.7

4.3

9.7

8.1

8.7

9.1

7.5

0.0

0.0

45.4

62.3

42.7

44.4

52.2

29.5

50.9

30.8

42.9

46.9

33.3

47.6

47.5

39.1

61.4

41.5

69.2

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=892)

全社の委員会（n=69)

経営企画部門（n=103)

ＩＴ部門（n=543)

業務管理部門（n=46)

経理・財務部門（n=44)

事業部門（n=53)

監査部門（n=13)

その他（n=21)

あらかじめ評価指標を定め、稼働後に継続的に評価して、業務・システムの改善につなげる仕組
みがある
あらかじめ評価指標と評価タイミングを定めて評価を実施するが、継続的に評価して、業務・シス
テム改善につなげるまでの仕組みはない
事後評価の仕組みはなく、評価そのものを実施していない

・「あらかじめ評価指標を定め、稼
働後に継続的に評価して、業務・ｼ
ｽﾃﾑの改善につなげる仕組みがあ
る」比率が最も高いのは、「経営企
画部門」がＩＴ投資効果測定を主幹
する企業で9.7％、次いで「経理・財
務部門」9.1％と、経営の感覚に近
い部門となっている。

・ 「あらかじめ評価指標と評価ﾀｲﾐﾝ
ｸﾞを定めて評価を実施するが、継続
的に評価して、業務・ｼｽﾃﾑの改善
につなげるまでの仕組みはない」ま
で合わせると、最も比率が高くなる
のは「全社の委員会」で66.6％、次
いで「業務管理部門」60.9％、「事業
部門」58.4％と続く。これらの部門は
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ･ｵｰﾅｰとなる部門とも
言える。



＜廃棄基準＞廃棄基準は8割の企業でまだ策定されていない」！
売上高1兆円以上の企業でも廃棄基準が策定されているのはまだ1割
強。業種別では、廃棄基準の策定が最も進んでいるのは「金融」
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企業規模(従業員数)別
廃棄基準状況

事後評価状況別
廃棄基準策定状況

売上高別

廃棄基準状況

・ｼｽﾃﾑもやがては引退の時
期を迎える。その時期を、各
社ではどのように管理してい
るのだろうか。
ｼｽﾃﾑのﾗｲﾌｻｲｸﾙの管理は、
新しい形の運用ともいえる。

6.7

7.6

6.2

7.9

2.1

13.6

9.1

6.6

14.3

16.5

13.3

11.1

12.8

30.3

7.6

17.8

79.0

75.9

80.5

81.0

85.1

56.1

83.3

75.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=999)

建設・土木（n=79)

素材製造（n=195)

機械器具製造（n=253)

商社・流通（n=188)

金融（n=66)

重要インフラ（n=66)

サービス（n=152)

策定済み 検討中 策定していない

6.7

4.2

6.0

10.5

13.6

14.4

12.6

12.5

19.9

22.7

78.9

83.2

81.5

69.6

63.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=994)

100億円未満（n=262)

100～1000億円未満（n=497)

1000億～1兆円未満（n=191)

1兆円以上（n=44)

策定済み 検討中 策定していない

6.5

18.3

8.9

2.7

14.3

26.8

19.8

79.2

54.9

71.3

89.57.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=971)

あらかじめ評価指標を定め、稼働後に継続的に評価して、業務・シス

テムの改善につなげる仕組みがある（n=71)

あらかじめ評価指標と評価タイミングを定めて評価を実施するが、継

続的に評価して、業務・システム改善につなげるまでの仕組みはない

（n=414)

事後評価の仕組みはなく、評価そのものを実施していない（n=486)

策定済み 検討中 策定していない

・ 「IT活用・活用支援」「事後
評価」「廃棄基準」の深度化は
互いに比例関係にある。

配布資料
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＜ｱﾝｹｰﾄ自由回答より＞今回のｱﾝｹｰﾄの自由回答から、 大きく2つの
ﾊﾟﾀｰﾝの内容(「A：ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟによるあらかじめ定めた廃棄基準」と「B：
稼働開始後の事後評価による廃棄基準」)が抽出された

120

A：ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟによるあら
かじめ定めた廃棄基準

・あらかじめ定めたｼｽﾃ
ﾑの更新計画

・ﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｿﾌﾄｳｪｱな
どの製品の保守期限

B：稼働開始後の事後
評価による廃棄基準

・導入目的に対する効
果測定

・ｼｽﾃﾑの利用状況調
査による

A ロードマップによるあらかじめ定めた廃棄基準

更 新 計 画
保守期限

· ハードウェア寿命を基に基準としている
· 外的要因（OSサポートなど）・償却期間の終了
· 開発ソフトのライフサイクル、ベンダー保守
· ハードウェアの老朽化
· 成文化してはいないが、ベンダーと保守契約締結が部品供給等でできなくな

る時期を想定
· ハードウェアは6年で廃棄、アプリケーションは見直し
· 使用年数を決め、それ以内は廃棄できない
· 5年で検討
· 明確に策定していないが、サーバーのリース満了のタイミングで検討
· システムのライフサイクルから更新計画を策定し、更新とともに旧システムは

廃棄している
· システムのEOS、性能面など
· 固定費削減（運用費用）及び設備投資の見直し

B 稼働開始後の事後評価による廃棄基準

効 果 測 定 ・
利用状況調査

· 稼働後評価において、当初想定効果の達成状況が著しく悪く、改善の見込み
もないと判断した場合、機能縮小や廃棄することもあり得る

· 例えば3年間未使用で不要を確認したもの
· 利用率の低いもの、代替方法が存在するもの
· 利用率を毎月モニタリングして期末に廃棄を実施する
· 年1回利用部門とヒヤリング
· ユーザーの満足度を図るアンケート調査

・今回、「廃棄基準」として聞きたかったのは、業務ﾌﾟﾛｾｽや業務見直しに伴う「業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの全面見直しに伴う稼動中の情報ｼｽﾃﾑを廃棄する際の基
準」の策定状況であったが、「廃棄基準」の定義が明確でなかったために、「物理的に廃棄する際のﾙｰﾙ」ととらえての回答が多数寄せられる結果となった。
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

121121

主な調査結果

（C）JUAS 2012

配布資料



＜IT推進体制(自社単体)＞「現状」は「集権型」が7割、企業規模が大
きいほど分業が進む。「将来」は「戦略･企画」をIT部門の主業務とし、
「開発・運用」を情報子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰへ委託していきたいという意向

122122

IT部門(自社単体)の
組織形態
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組織形態

企画・開発・運用機能の分担 A．

現状

B．

将来全社 事業部 情報子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰ

1.集権型A 戦略・企画 開発 運用 43.5％ 37.4％

2.集権型B 戦略・企画 開発 運用 24.6％ 29.3％

3.集権型C 戦略 企画 開発 運用 3.4％ 5.0％

4.集権型D 戦略・企画 開発 運用 1.9％ 2.0％

5.連邦型A
戦略・企画 開発 運用

（全社システム）
戦略・企画 開発 運用

（事業部システム）
12.2％ 10.4％

6.連邦型B
戦略・企画

（全社システム）
戦略・企画

（事業部システム）
開発 運用

（全社・事業部システム）
8.9％ 10.1％

7.連邦型C
戦略

（全社システム）
戦略

（事業部システム）

企画 開発 運用

（全社・事業部システム）
1.4％ 2.4％

8.分散型 戦略
戦略・企画 開発 運用

（事業部システム）
4.1％ 3.4％

・集権型：全社で統一されたルールに基づき一元的に統括・管理
・連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、各事業部固有のシステムは事業部が担当
・分散型：企画機能をはじめとするほとんどの機能を各事業部に分散

現状：「集権型」73.4%、「連邦型」22.5%、｢分散型」4.1％
将来：「集権型」73.7%、「連邦型」22.9%、｢分散型」3.4％

・現状と将来の比較では、「集権型A」が6.1ﾎﾟｲﾝﾄ減少して、「集権型B」が4.7ﾎﾟｲﾝﾄ増加している。
＜規模別＞大企業は、中堅中小企業と比較して、「集権A」(32.6%)が少なく、「集権B」(28.9%)が多くなる。



＜情報子会社･ｱｳﾄｿｰｻｰの利用＞大企業の半数がｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを活
用いる。ここ数年はｽｷﾙ空洞化への対応や外部への支出を抑えるた
めに自社型が増加したが、将来はｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞが増加して2/3に達する

123123

企業規模別 子会社・
ｱｳﾄｿｰｻｰの利用状況
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 子会社・
ｱｳﾄｿｰｻｰの利用状況

・「子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰ利用型」
は「金融」56.9%、「重要ｲﾝﾌﾗ」
50.0%が多い。

・一方、「自社型」は「機械器
具製造」64.0%、 「ｻｰﾋﾞｽ」
65.2% 、 「商社・流通」62.1%、
「素材製造」59.4%、に多い。
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自社型 子会社・アウトソーサー利用型

56.4

52.2

55.2

57.7

62.2

59.4

64.2

59.1

60.8

60.8

64.0

66.1

72.6

77.9

77.9
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・将来的に、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞが増
加するのは、自社IT部門の
ｺｱ業務／ﾉﾝｺｱ業務を見極め、
戦略的なｱｳﾄｿｰｼﾝｸをしてい
きたいという意向を示している
のではないかと考えられる。



＜IT推進体制(自社ｸﾞﾙｰﾌﾟ)＞「現状」は「集権型」が4.5割、 「連邦型」
が4.7割、 「分散型」が0.8割、企業規模が大きいほど「連邦型」が多い
「将来」はｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを推進しつつ、ｸﾞﾙｰﾌﾟｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを強化したい意向

124124（C）JUAS 2012

組織形態

企画・開発・運用機能の分担 A．

現状

B．

将来持株会社・親会社 事業会社 情報子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰ

1.集権型A 戦略・企画 開発 運用 22.6％ 20.3％

2.集権型B 戦略・企画 開発 運用 15.9％ 17.8％

3.集権型C 戦略 企画 開発 運用 4.0％ 6.7％

4.集権型D 戦略・企画 開発 運用 2.7％ 2.2％

5.連邦型A
戦略・企画 開発 運用
（グループ共通システム）

戦略・企画 開発 運用
（事業会社固有システム）

19.9％ 16.1％

6.連邦型B
戦略・企画

（グループ共通システム）
戦略・企画

（事業会社固有システム）
開発 運用

（共通・事業会社ｼｽﾃﾑ）
22.6％ 24.7％

7.連邦型C
戦略

（グループ共通システム）
戦略

（事業会社固有システム）

企画 開発 運用

（共通・事業会社ｼｽﾃﾑ）
4.0％ 6.1％

8.分散型 戦略
戦略・企画 開発 運用
（事業会社固有システム）

8.3％ 6.1％

・集権型：持株会社でグループ共通システムと事業会社固有システムを一元的に統括・管理
・連邦型：グループ共通システムは持株会社で統括、事業会社固有システムは各事業会社が担当
・分散型：戦略機能をはじめとするほとんどの機能を各事業会社に分散

現状：「集権型」45.2%、「連邦型」46.5%、｢分散型」8.3％
将来：「集権型」47.0%、「連邦型」46.9%、｢分散型」6.1％

<企業規模別>大企業は、中堅中小企業と比較して「集権型A」（17.1％）が少なく、「連邦型A」（21.9％）
や「連邦型B」（26.7％）が多い。大企業では、ｸﾞﾙｰﾌﾟ規模も大きくなり、持株会社のIT部門、事業会社の
IT部門、情報子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰでの役割分担が進んでいく実態を示しているものと考えられる。

日経

IT部門(自社ｸﾞﾙｰﾌﾟ)の
組織形態
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海外進出している企業は「連邦型」、進出していない企業は「集中型」
の体制を採用する傾向がある。海外のｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が多いと「連邦型」
を採用する傾向が強まり、連結対象が20社以上になると7割を超える

海外進出の有無別
IT部門（自社ｸﾞﾙｰﾌﾟ）の
組織形態（現状）

44.2

45.5

58.7

41.2

32.6

36.8

47.5

45.5

30.2

49.0

63.0

63.2

8.3

9.0

9.8

4.3

0.0

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=339）

5社未満（n=134）

5～10社未満（n=63）

10～20社未満（n=51）

20社～50社未満（n=46）

50社以上（n=19）

45.2

41.3

53.1

46.5

49.1

40.1

8.3

9.6

6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=372）

海外進出あり（n=218）

海外進出なし（n=147）

集権型 連邦型 分散型

41.4

43.0

46.7

50.0

23.8

18.8

49.5

43.0

43.3

47.2

71.4

75.0

9.1

13.9

2.8

4.8

6.3

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=198）

5社未満（n=79）

5～10社未満（n=30）

10～20社未満（n=36）

20社～50社未満（n=21）

50社以上（n=16）

集権型 連邦型 分散型

国内連結対象企業数別 IT部門
（自社ｸﾞﾙｰﾌﾟ）の組織形態（現状）

海外連結対象企業数別
IT部門（自社ｸﾞﾙｰﾌﾟ）の
組織形態（現状）

・国内の連結対象企業数が10社を超える
と、ｸﾞﾙｰﾌﾟ統治（集権）と各事業会社の強
みの発揮（分権）を最適化していく「連邦
型」を採用している実態を示している。

・当初は「分散型から集権型」に移
行し、ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業数が20社を超え
るあたりから「集権型から連邦型」
に移行しているのではないか。

日経



＜情報子会社の保有状況＞情報子会社を持つ企業は「全体」の2割で
直近は微増傾向、「大企業」では情報子会社を持つ企業が4割
情報子会社を持つ割合が高い業種は「金融」と 「重要ｲﾝﾌﾗ」で4割弱

126126

企業規模（従業員数）別
情報子会社の保有状況

（C）JUAS 2012

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
情報子会社の保有状況

・情報子会社の保有状況は
「金融」(37.6%)や「重要ｲﾝﾌﾗ」
(36.8%)が高い。

・また、 「機械機器製造」、「商
社・流通」、「金融」、「ｻｰﾋﾞｽ」
では、10年度より情報子会社
を保有する割合が増加してい
る。
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情報子会社あり（経営権を持つ） 情報子会社あり（経営権は他社） 情報子会社なし
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8.7
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情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし

配布資料
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＜情報子会社の事業構造＞情報子会社の6割が売上の50%以上を親
会社に依存、一方、外販比率50%以上も増加傾向。開発委託先から推
測すると、子会社の6割が開発を4割が保守運用を主な事業としている

情報子会社の

親会社からの売上割合

システム開発の外部委託先

（情報子会社を持つ企業のみ）

外販比率に読み替えた
直近4年間の変化 29.7

27.8

30.9

22.3

24.7

25.6

33.6

33.1

8.9

13.1

9.2

8.8

17.1

19.9

15.1

16.9

19.6

13.6

11.2

18.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度（n=158）

10年度（n=176）

09年度（n=152）

08年度（n=148）

0％ 30％未満 30～50％未満 50～80％未満 80～100％

n=15850～80％未満
12.0

100％
29.7

0％
0.0 20％未満

15.8

20～50％未満
18.4

80～100％未満
24.1

情報子会社を保有している企業
n=193

システム開発を外
部委託している

（情報子会社に委
託）
63.2

システム開発を外
部委託している

（情報子会社以外
に委託）

30.6

システム開発を外
部委託していない

6.2

・「親会社からの売上が100%」と「外販
が50％以上を占める 」情報子会社が
増加している。これは、今後の情報子
会社のﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞとして、「親会社志
向」と「外販志向」の二極化が進んで
いく兆候を示しているのではないか。

配布資料



＜情報子会社への期待と貢献度＞情報子会社に期待するﾐｯｼｮﾝは
「安くて品質の良いITｻｰﾋﾞｽ提供者」から「業務改革を実現するIT戦略
ﾊﾟｰﾄﾅｰ」へと今後ｼﾌﾄ。情報子会社への要求水準は年々高まっている

128128（C）JUAS 2012

情報子会社への期待領域に対する貢献情報子会社への期待領域（過去、現状、将来）
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（期待に）応えられている （期待に）一部応えられている （期待に）応えられていない （期待に）どちらともいえない わからない
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＜IT部門の業務従事割合＞ 「運用」 2割強、「開発」2割弱、「基盤・ｾｷ
ｭﾘﾃｨ」2割弱の順で、「戦略」「企画」「利活用推進」はそれぞれ1割強
「金融」 「重要ｲﾝﾌﾗ」では「戦略」「企画」「開発」への従事割合が高い

129129

情報子会社の有無別
IT関連業務の従事割合（現状）

（C）JUAS 2012

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
IT関連業務の従事割合
（現状）

ｼｽﾃﾑ開発の外部委託の有無別
IT関連業務の従事割合（現状）
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18.6

19.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=843）

情報子会社あり（n=156）

情報子会社なし（n=646）

戦略 企画 開発 運用 利活用推進 基盤・セキュリティ

12.5

13.3

9.4

14.4

15.4

10.6

19.3

18.3

24.2

23.6

22.7

27.1

11.1

9.9

11.3

19.0

19.1

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=843）

委託している（n=663）

委託していない（n=163）

戦略 企画 開発 運用 利活用推進 基盤・セキュリティ

12.5

15.0

14.0

11.7

10.7

15.3

13.1

11.8

14.4

14.0

14.8

14.7

14.0

15.5

16.8

12.9

19.3

12.2

18.7

21.7

19.9

23.6

20.3

16.8

23.6

23.4

23.8

22.8

25.3

18.2

20.6

25.9

11.1

9.8

11.4

19.3

18.3

17.711.5

9.3

11.6

12.1

12.2

19.0

23.3

17.8

21.1

17.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=843）

建築・土木（n=65）

素材製造（n=161）

機械器具製造（n=222）

商社・流通（n=159）

金融（n=56）

重要インフラ（n=48）

サービス(（n=131）

戦略 企画 開発 運用 利活用推進 基盤・セキュリティ

・総じて、「情報子会社の保有」
や「ｼｽﾃﾑ開発の外部委託」に
より、IT部門をより戦略的な「戦
略」「企画」業務にｼﾌﾄすること
ができているものと考えられる。

配布資料



（C）JUAS 2010 130

情報子会社を持つ企業では、IT部門が戦略・企画業務に特化し、情報
子会社が開発や運用を担当。情報子会社を持たない企業では、当然
ながらIT部門が担当する業務領域が広くなり、開発や運用も担当

IT関連業務の役割分担
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0.0
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0.1
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27.5

0.3
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0.8
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13.3
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1.1
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1.3

2.4

1.1

0.9
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2.0

5.3

5.1

13.1

2.8

1.1

1.4

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①全社IT戦略の策定（n=760）

②全社業務改革（BPR)の推進（n=757）

③全社IT予算の管理、開発順序の優先付け（n=758）

④企画（全社システム）（n=758）

⑤企画（事業部システム）（n=755）

⑥システム開発（全社システム）（n=758）

⑦システム開発（事業部システム）（n=755）

⑧システム運用（全社システム）（n=761）

⑨システム運用（事業部システム）（n=757）

⑩システムの利活用推進（n=758）

⑪IT基盤管理（n=760）

⑫情報セキュリティ・リスク管理（n=760）
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16.5

27.3

15.0

60.6

56.7

70.1

57.2

50.0

65.5

56.0

37.6

6.7

2.1

0.5

1.5

0.0

1.5

2.1

1.5

3.6

6.2

1.0

1.0

14.4

12.4

4.6

8.2

4.1

3.6

1.0

4.1

1.0

1.5

0.0

0.0

0.0

16.0

14.4

0.0

0.0

0.0

2.1

6.2

1.5

0.5

5.7

0.5

0.5

1.0

2.6

0.5

0.5

1.6

1.0

0.5

0.0

0.5

6.2

2.6

2.1

0.5

1.0

3.6

0.5

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①全社IT戦略の策定（n=194）

②全社業務改革（BPR)の推進（n=193）

③全社IT予算の管理、開発順序の優先付け（n=194）

④企画（全社システム）（n=194）

⑤企画（事業部システム）（n=194）

⑥システム開発（全社システム）（n=194）

⑦システム開発（事業部システム）（n=194）

⑧システム運用（全社システム）（n=194）

⑨システム運用（事業部システム）（n=194）

⑩システムの利活用推進（n=193）

⑪IT基盤管理（n=194）

⑫情報セキュリティ・リスク管理（n=194）

事業部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 ベンダー その他 該当部門なし

・情報子会社を持つ企業では
全体と比較して「全社業務改
革（BPR）の推進」や「企画
（事業部ｼｽﾃﾑ）」などを担当
している割合が少ない。
これは、企業規模も大きくな
るため、経営企画部門、事業
部門、IT部門で役割分担をす
る必要がある実態を示してい
るものと考えられる。

情報子会社を持つ企業のみ

情報子会社を持たない企業のみ

＜ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革が期
待されているIT部門＞は
「ｼｽﾃﾑ開発」の割合が高い。
これは、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革
（新しいﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの構築）
では、外部にﾉｳﾊｳがないた
め、自社主導で開発できる能
力が必要であることを示して
いるのではないか、と考えら
れる。



＜今後のIT部門の方向性＞IT部門は今後、企画、戦略、情報ｾｷｭﾘﾃｨ
･ﾘｽｸ管理を増加させ、運用や開発を減少させる傾向。情報子会社を
持つ企業では、IT部門をさらに戦略、企画業務に特化させていく意向

131131

情報子会社の有無別
IT関連業務の従事割合
（将来）
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IT戦略の策定（n=185）

IT予算管理、IT投資管理（n=185）

システム企画（n=185）

システム開発（n=180）

システム運用（n=179）

システムの利活用促進（n=179）

IT基盤の企画、計画、管理（n=180）

情報セキュリティ・リスク管理（n=180）

IT戦略の策定（n=732）

IT予算管理、IT投資管理（n=734）

システム企画（n=731）

システム開発（n=725）

システム運用（n=733）

システムの利活用促進（n=727）

IT基盤の企画、計画、管理（n=732）

情報セキュリティ・リスク管理（n=730）

情
報

子
会

社
あ

り
情

報
子

会
社

な
し

増加 不変 減少

DI値

46.5

26.0

48.1

▲23.3

▲32.9

2.8

5.5

31.6

34.5

19.9

36.1

▲7.1

▲14.6

8.4

14.2

34.0

・情報子会社を持つ企業では、
持たない企業と比較して「IT戦略
の策定」、「IT予算管理、IT投資
管理」、「ｼｽﾃﾑ企画」を増加させ
る割合が多くなっている。
また「ｼｽﾃﾑ開発」、「ｼｽﾃﾑ運用」
を減少させるという割合も多い。

・DI値を見ると、今後、IT部門を
拡大したい企業では、運用以外
のすべての機能で要員を増やし
つつも、戦略・企画系の要員、情
報ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾘｽｸ管理系の要員が
特に求められており、
一方、IT部門をｽﾘﾑ化したい企
業では、開発・運用系の要員を
減らして、一部を戦略・企画系の
要員としてｼﾌﾄさせたい意向を示
しているものと考えられる。
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1000人以上（n=316）

全体（n=1009）
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1000人以上（n=315）
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1000人未満（n=694）

1000人以上（n=317）
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1000人以上（n=316）
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（期待されており）どちらともいえない 期待されていない わからない
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＜経営層からのIT部門への期待と貢献度＞経営層からのIT部門への
期待領域は徐々に広がってきているが、 「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」と「ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」は大企業でもまだその期待に充分応えられていない

企業規模別 経営層から
IT部門への期待領域

・大企業のIT部門への期待と貢献度
期待されている 応えられている

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革 68.7%       26.6%
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革 85.1%       53.8%     
IT投資･ｺｽﾄのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 97.5%       83.8%
ｼｽﾃﾑ安定稼働 99.4%       95.9%
ｼｽﾃﾑ構築 99.6%       87.4%

（10年度）
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革 60%        24%
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革 81%        45%     

＜業種別に見ると＞
・ 「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」を期待されているIT
部門が多いは、「金融」(82.4%)、「重要ｲﾝﾌ
ﾗ」(69.2%)、「商社・流通」(69.1)で、
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」を期待されているIT
部門が多いのは、「金融」(88.2%)、「商社・流
通」(82.8%)、「機械器具製造」(80.6%)である。

配布資料
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情報ｼｽﾃﾑは業務ｼｽﾃﾑを支えるためにあり、業務ｼｽﾃﾑはﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞ
ﾙを実現させるためにある。ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変化から業務ｼｽﾃﾑ、情報ｼ
ｽﾃﾑを一貫して変化させる改革ｺﾝｾﾌﾟﾄ（BMDA）が今求められている

（C）JUAS 2012
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＜貢献しているIT部門の成功要因＞ 「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変
革」に着目し、経営層からの期待に応えることができているIT部門の
9つ成功要因を仮説ﾏｯﾌﾟに整理。戦略領域に関する成功要因が多い

貢献しているIT部門の成功要因（本調査で明らかになったもの）

2

IT部門の活動

経営課題

組織

戦
略

調達・活用投資

実
行

成
果

IT部門の貢献度

業績

• CIO設置、CIOのミッション

• IT部門への期待領域

• IT投資計画の策定

重点投資分野

IT投資ポートフォリオ

• IT予算の策定

• 技術採用指針の策定

新規テクノロジーの採用

• 業務分析、システム企画

• IT組織形態、IT機能配置

• IT要員の採用、人材育成

• 情報子会社、外部委託

• IT人材の充足度
• 情報子会社の貢献度

• IT投資の効果

業務効率、市場シェア、

等

• 開発の工期・予算・品質

• 情報システムの障害

• IT活用ステージ

• IT投資効果の評価

評価指標の設定

効果測定

• システム開発・調達

• IT利活用推進

CIOを設置し、全社横断的な

経営課題の解決をミッション
とさせること

IT部門とユーザー部門の
連携・コミュニケーションを

密にすること（アプリケーショ
ンオーナー制度が有効）

能動的に企画・提案を行って
いくことで、IT部門の存在価

値を高めること

特に顧客に近い販売・営業、
商品・サービス領域のIT化に

積極的であること

経営者との意思統一を図り、
経営戦略とIT投資戦略を

整合させること

主に業務の効率化・合理化を

目的とし、パッケージの有効活用
やグループ共有化を推進すること

クラウドサービス、タブレット
端末などの新技術を積極

活用していくこと

方針を定め、業務の見える化
を行い、IT化の前提となる業

務分析やBPRを実施すること

現場の声を収集し、継続的な

改善活動を実施するためのユー
ザー支援体制を整備すること



＜成功理由・工夫点＞①ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ･ｵｰﾅｰ制度⇒ IT部門とﾕｰｻﾞｰ部
門の連携・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを密にする。② IT投資と経営戦略の整合性⇒
経営者との意思統一を図り、経営戦略とIT投資戦略を整合させること

135135（C）JUAS 2011

①ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｵｰﾅｰ制度の
有無別
IT部門の期待への貢献度

②IT投資と経営戦略の整合
性別
IT部門の期待への貢献度

＜成功理由・工夫点：組織 × 実行＞
・IT部門の企画担当とﾕｰｻﾞｰ部門が一
体となって推進したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは成功
・BPR成功のために、IT部門と事業部
門から人員を出した推進ﾁｰﾑを組成し
ている
・事業戦略の具体化において、IT部門
が初期の段階から参画することが重要
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アプリケーション
オーナー制度あり（n=201）

　　〃　　なし（n=602）

アプリケーション
オーナー制度あり（n=204）

　　〃　　なし（n=615）
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（期待されており）応えられている （期待されており）一部応えられている （期待されており）応えられていない

（期待されており）どちらともいえない 期待されていない
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31.7
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21.2

26.5

24.6

13.1

19.0

13.4
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12.9

14.4

21.9

28.6

47.0

5.5

13.5

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんど経営戦略に沿って
策定・実施されている（n=352）

一部のみ経営戦略に沿って
策定・実施されている（n=332）

多くは経営戦略との
関係性が不明確である（n=164）

ほとんど経営戦略に沿って
策定・実施されている（n=364）

一部のみ経営戦略に沿って
策定・実施されている（n=340）

多くは経営戦略との
関係性が不明確である（n=167）
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革

（期待されており）応えられている （期待されており）一部応えられている （期待されており）応えられていない

（期待されており）どちらともいえない 期待されていない

＜成功理由・工夫点：投資 × 戦略＞
・経営層とIT部門の距離が近いこと
・IT部門のﾄｯﾌﾟが明確に方針を打ち出
し、経営への説明を十分に行うこと
・会社の経営陣から構成される委員会
でIT投資の優先度や投資内容を決定
すること
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性
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主な調査結果
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＜IT要員数の動向＞09年度以降はIT部門と事業部門のIT要員の減
少傾向が続く。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ進出、企業ｸﾞﾙｰﾌﾟのIT体制整備などの多くの
課題を抱える大企業ではIT部門と情報子会社の増員期待が高いが･･

年度別 IT部門、事業部
門、子会社のIT要員数

企業規模別 IT要員数の
今後（5年程度）の方向性
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8.9
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17.2
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6.9

10.2

52.9

44.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度（n=999）

10年度（n=1044）

09年度（n=976）

08年度（n=777）

07年度（n=622）

11年度（n=620）

10年度（n=624）

09年度（n=548）

08年度（n=596）

07年度（n=486）

11年度（n=168）

10年度（n=180）

09年度（n=150）

08年度（n=144）

07年度（n=118）
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情

報
子
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社

増加 不変 減少

DI値

‐6.7

‐10.9

‐2.6

‐2.6

‐2.6

‐3.1

14.9

12.8

15.3

7.3

2.3

0.7

8.6

43.1

25.4

＜IT要員数の平均値(11年度)＞
・大企業の平均値は、
IT部門：42人、事業部門：16人、
情報子会社：271人。

・中堅中小企業(従業員数1000人未
満の企業)の平均値は、
IT部門：7人、事業部門：4人、
情報子会社：39人。

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ進出、業務改革、企業ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟのIT体制整備などの期待に応
えられるように、IT要員を増強して
おきたいというIT部門の思いが反
映された結果と推測される。
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＜IT要員の経歴の動向＞業種別に見ると「入社以来IT部門」の割合
が多いのが「機械器具製造」「素材製造」の5割。「社内他部門の経験」
の割合が多いは「建築・土木」の5割で「ｻｰﾋﾞｽ」「金融」が4割で続く

（C）JUAS 2011 138138

情報子会社の有無別業種ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ別 IT部門要員の経歴

・業種別にみると、「入社以来IT部門」の
割合が多いのが、機械器具製造(50.4%)、
素材製造(50.0%)、商社・流通(44.2%)と
なっている。また、「社内他部門の経験」
の割合は、建築・土木(50.8%)、ｻｰﾋﾞｽ
(42.5%)、金融(39.6%)、重要ｲﾝﾌﾗ(39.0%)、
商社・流通(38.5%)の順に高くなっている。

・情報子会社がある企業は、情報子会
社がない企業よりも「入社以来IT部門」
の構成比率が低く、ﾛｰﾃｰｼｮﾝによって
様々な経験を積んでいることがわかる。

・これからのIT部門は、新卒から叩き上
げのIT要員、社内の業務を理解するIT
要員、情報子会社やﾍﾞﾝﾀﾞｰの経験から
ｼｽﾃﾑ技術に強いIT要員などの多様な
人材で構成されていくと予想される。
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11.6

8.3

15.0

13.1

2.7
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全体（n=182）

建築・土木（n=10）

素材製造（n=37）

機械器具製造（n=44）

商社・流通（n=23）

金融（n=22）

重要インフラ（n=21）

サービス（n=25）

全体（n=728）

建築・土木（n=61）

素材製造（n=140）

機械器具製造（n=188）

商社・流通（n=149）

金融（n=40）

重要インフラ（n=35）

サービス（n=115）
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報

子
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社
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り
情

報
子

会
社

な
し

入社以来IT部門 社内他部門の経験 情報子会社、ベンダーの経験 社内他部門と情報子会社等両方の経験



今後5年程度の方向性として、大企業では「社内他部門の経験者」 を
重視！今後、大企業では約半数が「入社以来ＩＴ部門（ＩＴ部門一筋）」を
減らして、同じく約半数が「社内他部門の経験者」を増やす意向

139139

企業規模別
IT部門の要員の経歴
今後(5年）の方向性

（C）JUAS 2012

・大企業では、「入社以来IT部
門」のDI値が▲37.4、「社内他部
門の経験者」のDI値が43.4と
なっている。
約半数が「入社以来IT部門」の
割合が減少、同じく約半数が
「社内他部門の経験者」が増加
すると回答している。

・IT部門のｷｬﾘｱ形成には、事業
部門の現場経験をはじめとする
社内他部門の経験がより一層
重視される。
一方で、事業部門側においても
IT能力を高めるために、IT部門
からの人材を必要とすることも
考えられる。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

入社以来IT部門（n=866）

社内他部門の経験（n=855）

情報子会社、ベンダー等の経験（n=629）

事業部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=542）

入社以来IT部門（n=585）

社内他部門の経験（n=567）

情報子会社、ベンダー等の経験（n=415）

事業部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=367）

入社以来IT部門（n=281）

社内他部門の経験（n=288）

情報子会社、ベンダー等の経験（n=214）

事業部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=175）
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<IT要員に必要な能力と現状＞自社IT部門内で確保･育成する必要性
が高い 能力の上位は「業務ｼｽﾃﾑの改善提案」 と「ＩＴ戦略策定・ＩＴ企
画」。11年度は「情報ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾘｽｸ管理」も重要視されているのが特徴

（C）JUAS 2012 140140

情報子会社の有無別
IT部門の要員に必要な能力
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ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=942）

業務システムの改善提案（n=948）

IT戦略策定・IT企画（n=948）

IT予算、投資案件の管理（n=948）

ＩＴ基盤の設計（n=947）

システムの開発・保守（n=948）

システム利活用支援（n=945）

システムの運用・管理 （n=948）

情報セキュリティ・リスク管理（n=948）

ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=187）

業務システムの改善提案（n=190）

IT戦略策定・IT企画（n=190）

IT予算、投資案件の管理（n=190）

ＩＴ基盤の設計（n=190）

システムの開発・保守（n=190）

システム利活用支援（n=188）

システムの運用・管理 （n=190）

情報セキュリティ・リスク管理（n=190）

ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=755）

業務システムの改善提案（n=758）

IT戦略策定・IT企画（n=758）

IT予算、投資案件の管理（n=758）

ＩＴ基盤の設計（n=757）

システムの開発・保守（n=758）

システム利活用支援（n=757）

システムの運用・管理 （n=758）

情報セキュリティ・リスク管理（n=758）
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（％）

大いに必要 ある程度必要

・IT部門の要員に必要な能力とし
て上位に挙がっているのが「業務
ｼｽﾃﾑの改善提案」 と「IT戦略策
定・IT企画」とある。

・11年度の特徴として「情報ｾｷｭﾘ
ﾃｨ･ﾘｽｸ管理」も重要視されており、
震災やｻｲﾊﾞｰ攻撃など、ﾘｽｸ回避
にかかわる業務が多かったことも
一因と推測される。
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IT要員に必要とされる上位の能力「IT戦略策定・IT企画」「業務ｼｽﾃﾑの
改善提案」 「情報ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾘｽｸ管理」は、残念ながら「不足している」企
業が多く、IT要員の能力開発や調達が引き続き重要課題となっている

（C）JUAS 2012 141141

情報子会社の有無別
IT部門の要員の能力の現状
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ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=900）

業務システムの改善提案（n=929）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画 （n=931）
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ＩＴ基盤の設計（n=746）

システムの開発・保守（n=744）

システム利活用支援（n=746）

システムの運用・管理 （n=748）

情報セキュリティ・リスク管理（n=748）
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・最も「不足している」能力は、「ﾋﾞｼﾞﾈｽや
商品、ｻｰﾋﾞｽの改革提案」である。
・「ｼｽﾃﾑの開発・保守」、「ｼｽﾃﾑの運用・
管理」、「ｼｽﾃﾑ利活用支援」、 「情報ｾｷｭﾘ
ﾃｨ･ﾘｽｸ管理」は、特に情報子会社がある
企業の充足度が高くなっている。

＜09→11年度のDI値改善ﾎﾟｲﾝﾄ＞
「IT予算、投資案件の管理」 +44.2P
「ｼｽﾃﾑ開発・保守」 +17.0P
「ｼｽﾃﾑの運用・管理」 +16.0P
「業務ｼｽﾃﾑの改善提案」 +16.0P
「IT戦略策定･IT企画」 +13.8P

・IT要員数が減少傾向にあることから、IT
部門は社員教育や組織的なﾛｰﾃｰｼｮﾝな
どの改善を進めてきた結果、少しずつで
はあるが、IT要員の能力を向上させてき
たといえよう。



＜IT要員のﾛｰﾃｰｼｮﾝ＞ IT部門は人事交流を通じた人材の多様化によ
って組織力を強化しようとしている。今後、ﾛｰﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを策定してIT
要員を計画的にﾛｰﾃｰｼｮﾝさせる動きが更に活発化すると考えられる

IT部門 142142

情報子会社の有無別
ﾛｰﾃｰｼｮﾝの状況（複数回答）

情報子会社の有無別
ﾛｰﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの状況

・大企業では「策定済み」「検討中」の
既に活動段階にある企業が約半数。

企業規模別
ｷｬﾘｱﾊﾟｽﾌﾟﾗﾝの状況

37.6%

36.6%

8.3%

2.9%

48.5%

53.4%

52.8%

28.0%

9.3%

26.7%

37.1%

34.3%

40.0%

0.0%

37.1%

34.3%

33.4%

2.7%

1.7%

53.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

社内の他部門の人材をIT部門へ迎えている

IT部門の人材を社内の他部門へ送り出している

IT部門の人材を国内グループ会社との間で
ローテーションしている

IT部門の人材を海外グループ会社との間で
ローテーションしている

特にローテーションは行っていない

全体
（n=969）

ある（経営権を持つ）
（n=161）

ある（経営権は他社）
（n=35）

ない
（n=773）

6.1

14.7

9.1

4.2

16.3

26.9

39.4

13.2

51.3

44.9

39.4

53.2

26.2

13.5

12.1

29.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=949）

情報子会社がある（経営権を持つ）（n=156）

情報子会社がある（経営権は他社）（n=33）

情報子会社がない（n=760）

策定済み 検討中 将来、検討したい 必要性を感じない

1.8

4.5

17.5

7.6

14.1

33.4

54.1

59.9

40.1

36.5

21.5

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満（n=329）

300～1000人未満（n=354）

1000人以上（n=314）

策定済み 検討中 将来、検討したい 必要性を感じない

・各企業は、社内の人事交流を通し
て業務に精通した人材を受け入れた
り、IT部門の経験者を業務の現場に
送り出している。

・情報子会社を持つ企業の方がﾛｰ
ﾃｰｼｮﾝに積極的である。

・約7割の企業がなんらかの形でﾛｰ
ﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの策定を視野に入れて
いる。(「検討中」16.3%、「将来検討し
たい」51.3%)



＜JUASの見解＞ 目指すべき新たなCIO像

全社横断のビジネス変革

目
指
す
べ
き
Ｃ
Ｉ
Ｏ
像

ＩＴガバナンス確立

情報活用による経営戦略
の創造

部門や組織を越えてグローバル全体を
横断して、ITを活かした「ビジネスモデル
の変革」「ビジネスプロセスの変革」を推
進し、企業の競争力向上に貢献する

企業グループ全体のＩＴ活用を俯瞰し、業
務、ＩＳの構造と共に、企業グループ全体
のＩＴ部門の機能と役割を変革し、企業の
“全体最適化”実現に貢献する

企業内外の事実に基づく情報を組織的
かつ系統的に蓄積、分析、活用し、経営
戦略上の各種の意思決定に有用な知識
や洞察を生みだす仕組みを作り、新しい
ビジネスを創造する

Chief
Intelligence

Officer

Chief
Innovation

Officer

Ｃ
Ｉ
Ｏ

Ｉ
Ｔ
部
門
長

Chief
Information

System
Officer

情報システムの最適化

• CIOは、これまでの情報システムの最適化の役割に加えて、組織や部門を超えて企業グループ全体
を俯瞰した、経営の変革を強力に推進する主導的役割が求められる

情報システムの適切な運用や管理を行
い、企業内の情報システムの最適化を実
現する

ミッション（役割） 役割定義

Chief
Information

Officer
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＜CIOの形態とﾐｯｼｮﾝ＞「 IT担当役員が経営ﾄｯﾌﾟとIT部門の間に位置
する」形態が4割(大企業では過半数)、中小企業ではIT担当役員が不
在の企業が6割。今後、CIOは経営戦略に近いﾐｯｼｮﾝに傾注していく
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CIO(またはIT担当役員)
の形態

CIO(またはIT担当役員)
のﾐｯｼｮﾝの現状と今後

40.1

25.2

40.8

55.3

15.2

16.3

14.7

14.7

20.7

27.6

18.6

15.7

24.0

30.9

25.8

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=1010）

300人未満 （n=337）

300～1000人未満 （n=360）

1000人以上 （n=313）

IT担当役員が経営トップとIT部門の間に位置する IT担当役員がIT部門長を兼ねている

IT担当役員が存在せず、経営トップ直轄 CIOはいない、あるいはCIOに対する実質的な認識はない

30.8

44.4

23.2

25.5

29.1

15.4

17.4

15.0

23.1

30.7

40.3

21.7

15.2

24.7

20.9

22.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

現在　（n=509）

今後　（n=511）

現在　（n=505）

今後　（n=506）

現在　（n=506）

今後　（n=506）

現在　（n=506）

今後　（n=506）

情
報

活
用

に
よ

る

経
営

戦
略

の
創

造

全
社

横
断

の

ビ
ジ

ネ
ス

変
革

情
報

シ
ス

テ
ム

の
最

適
化

IT
ガ

バ
ナ

ン
ス

確
立

1位 2位

全体

・中小企業では「IT担当役員が
存在しない」または「経営ﾄｯﾌﾟの
直轄にある」企業が6割を占め
る。
これら企業では、CIO機能を担う
人材の育成やITｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ等の
外部専門家の起用も課題にな
るであろう。

・情報子会社やﾍﾞﾝﾀﾞｰにITの実
行部隊を移す企業、ITのｻｰﾋﾞｽ
化などの技術革新によってIT業
務自体を削減する企業が増え
ていくなか、CIOはより一層、経
営戦略と融合した新たなITのｽ
ﾃｰｼﾞへと視点を移しつつある。

配布資料



＜CIO、IT部門長の主な経歴＞「CIO」は「経理･財務」部門あるいは
「経営･業務管理」部門が半数、逆に「IT部門長」は「IT」部門が過半数
特に「金融」の「IT部門長」は「IT」部門が2/3で、他業種を圧倒している
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CIO、IT部門長の経歴
13.9

0.0

10.1

7.5

19.8

30.4

11.1

19.7

11.4

23.7

10.1

12.5

9.4

5.4

15.6

9.9

24.0

21.1

34.5

28.3

21.9

8.9

20.0

18.3

23.5

21.1

26.1

20.0

24.0

30.4

24.4

19.7

7.2

12.5

7.0

5.0

19.6

13.3

3.9

7.5

4.2

5.3

4.2

8.3

3.6

4.4

2.8

10.5

4.4

5.6

0.0

13.2

10.1

0.0

4.4

3.4

9.9

15.6

2.6

9.2

1.8

2.2

8.5

0.0

2.5

2.6

2.5

1.4

0.0

0.8

2.5

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（n=545）

建築・土木　（n=38）

素材製造　（n=119）

機械器具製造　（n=120）

商社・流通　（n=96）

金融　（n=56）

重要インフラ　（n=45）

サービス　（n=71）

IT 総務、人事 経理、財務 経営・業務管理 製造、生産 営業 研究、開発 社外 その他

53.8

45.0

51.0

50.0

57.1

65.5

53.7

57.8

8.0

11.7

6.3

8.4

9.8

3.4

9.3

7.3

9.5

6.7

12.6

12.7

8.3

5.2

5.6

8.3

7.9

16.7

11.2

6.0

6.0

6.9

5.6

5.5

4.4

7.8

1.8

3.6

15.5

7.4

3.9

7.8

3.0

5.6

5.0

3.73.7

0.0

6.3

8.3

0.8

7.1

1.7

9.8

8.3

6.3

1.7

2.8

0.8

5.5

5.6

0.0

3.4

3.8

1.8

3.3

2.8

2.8

2.8

2.4

3.8

1.8

0.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（n=723）

建築・土木　（n=60）

素材製造　（n=143）

機械器具製造　（n=166）

商社・流通　（n=133）

金融　（n=58）

重要インフラ　（n=54）

サービス　（n=109）

・CIOの中でIT部門出身者は
多くはない(13.9%) 。

・業種別の特徴は、
「金融」にIT部門出身の
CIO(30.4%)、IT部門長(65.5%)
が多いことである。

＜企業規模別に見ると＞
企業規模が小さいほど「経
理・財務」の経歴を持つCIO
が多く、企業規模が大きくな
るにつれ「経営・業務管理」の
経歴を持つCIOが多くなって
いる。
・「経理・財務」 ：
中小企業28.1%→中堅企業
24.9%→大企業20.6%
・「経営・業務管理」 ：
大企業27.1%→中堅企業
25.9%→中小企業14.8%

IT部門長

CIO



＜ITの業務経験＞CIOになって初めてITを担当した「CIO」がほぼ半数
逆に、「IT部門長」は主にIT部門から輩出される傾向にあり、「入社以
来IT部門」あるいは「10年以上」が6割(大企業では2/3)を占める
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企業規模別
CIOのIT関連業務経験

企業規模別 IT部門長

のIT関連業務経験

48.1

42.5

50.8

49.3

8.0

5.2

7.7

10.0

15.6

15.7

16.9

14.2

7.2

10.4

2.6

9.5

17.0

13.3 3.8

20.9

18.5 3.6

5.2

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=540）

300人未満 （n=134）

300～1000人未満 （n=195）

1000人以上 （n=211）

経験がない 2年未満 2～5年未満 5年以上 10年以上 入社以来IT部門

16.7

21.9

18.7

10.3

5.3

4.2

6.0

5.6

10.4

11.2

9.5

10.7

8.3

11.6

7.1

6.7

34.9

36.9 29.8

35.3

32.1

24.3

19.1

23.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=719）

300人未満 （n=215）

300～1000人未満 （n=252）

1000人以上 （n=252）

経験がない 2年未満 2～5年未満 5年以上 10年以上 入社以来IT部門

・ CIOにIT経験者が少ない現状
では、ITを活用した改革策を立
案・推進するためにIT部門長の
知見は必要不可欠である。

・CIOとIT部門長の両輪が企業
改革の推進力を左右すると言っ
ても過言ではないであろう。

・CIOはIT部門以外の経験者が
多く、IT関連業務以外の業務経
験が豊富である。

・CIOは他部門をﾘｰﾄﾞして改革を
推進することが期待されている
ので、IT関連業務以外の業務
経験が重要視される側面もある
のではないかと考えられる。
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＜CIOがIT関連業務に投入する時間割合＞ 「1割以下」が半数で、「専
任＆5割以上」はわずか1割強 [「06年度」「08年度」もほぼ同じ傾向]
「金融」が最も投入する時間割合が高く、「建築・土木」が最も低い

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 CIOがIT関連
業務に投入する時間割合

企業規模別 CIOがＩＴ関連
業務に投入する時間割合

＜06年度調査＞
「全体」：「専任」7%、「5割以上」
6%、「3割以上」13%、「1割以上」
25%、「1割以下」49%）。

6.9

2.7

8.0

5.4

14.8

13.6

7.6

6.0

2.6

3.5

3.5

8.7

13.0

2.3

9.1

11.2

7.9

9.7

12.4

7.6

22.2

6.8

12.1

25.8

23.7

24.8

23.0

32.6

27.8

29.5

19.7

50.2

53.1

51.5

0.0

45.7

65.8

59.3

22.2

47.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（n=520）

建築・土木　（n=38）

素材製造　（n=113）

機械器具製造　（n=113）

商社・流通　（n=92）

金融　（n=54）

重要インフラ　（n=44）

サービス　（n=66）

専任 5割以上 3割以上 1割以上 1割以下

6.9

2.4

3.6

12.9

6.0

5.5

5.7

6.5

11.1

10.2

8.8

13.9

25.7

25.2

24.9

26.9

50.3

39.8

57.0

56.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（n=521）

300人未満　（n=127）

300～1000人未満　（n=193）

1000人以上　（n=201）

専任 5割以上 3割以上 1割以上 1割以下

9%

5%

15%

7%

6%

8% 13%

47%

11%

12%

25%

25%

25%

53%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=496）

1000人未満（n=277）

1000人以上（n=216）

専任 5割以上 3割以上 1割以上 1割以下

11年度調査

08年度調査

・ CIOがIT関連業務に投入する
時間割合はあまり多くはない。
特に中堅中小の企業では、そ
の傾向が強い。

・CIO、IT部門長の経歴や業務
経験の調査結果と重ねると、
中堅中小企業のIT体制の脆弱
さが改めて浮き彫りになった。
ITを活用した経営改革には体制
整備が急務の課題になるかもし
れない。



＜外国人IT要員＞外国人IT要員の割合は必ずしも高いといえないが
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が進展するなか、今後増えて行く可能性がある。既に「在籍
している」企業は、IT部門全体の7%(34社）、情報子会社の17%(17社）
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外国人IT要員の在籍状況

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
外国人IT要員の在籍状況

7.0

4.3

17.3

93.0

95.7

82.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=487）

事業部門（n=346）

情報子会社（n=98）

在籍している 在籍していない

7.0

3.7

2.6

10.5

2.5

6.3

12.0

11.1

93.0

96.3

97.4

89.5

97.5

93.8

88.0

88.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=487）

建築・土木 （n=27）

素材製造 （n=115）

機械器具製造 （n=171）

商社・流通 （n=79）

金融 （n=16）

重要インフラ （n=25）

サービス （n=54）

在籍している 在籍してしない

・業種別にIT部門の外国人要員
の在籍状況を分析すると、
「重要ｲﾝﾌﾗ」、「機械器具製造」、
「ｻｰﾋﾞｽ」がわずかに他の業種よ
りも割合が高い。

日経



＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材＞ 「現状」では「業務部門の人材にIT知識を持たせ
る」が1/3、「今後」は「IT部門の人材を育成」 が4割で最も割合が高い
多くの企業がIT部門内にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材を確保したいと考えているが・・
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材の育成方法
現状と今後(複数回答)

IT部門の要員の今後の方
向性別 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材の
育成方法(複数回答)

23.6

33.1

6.7

32.1

8.9

37.5

25.5

7.1

32.6

6.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

IT部門の人材をグローバル人材に育成する

業務部門の人材に、ITの知識を持たせる

ITの知識もある日本人を中途採用する

現地の外国人を中途採用する

その他

IT部門の人材をグローバル人材に育成する

業務部門の人材に、ITの知識を持たせる

ITの知識もある日本人を中途採用する

現地の外国人を中途採用する

その他

現
状

（
n
=
5
0
5
）

今
後

（
n
=
5
0
9
）

43.8

18.3

9.2

35.3

5.9

30.1

30.1

5.9

32.6

7.1

44.0

27.5

7.7

30.8

3.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

IT部門の人材をグローバル人材に育成する

業務部門の人材に、ITの知識を持たせる

ITの知識もある日本人を中途採用する 

現地の外国人を中途採用する 

その他

増加（n=153）

不変（n=239）

減少（n=91）

・今回の調査では、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人
材を「海外事業拠点（海外本社、
海外主要事業所、現地法人など）
において、現地外国人ｽﾀｯﾌをﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄする人材（ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）」と定
義して、分析を行なった。

配布資料

＜ｱﾝｹｰﾄの自由記述では＞
海外の現地採用が中心で、人材
育成は主にOJTという企業が多
かったが、
一部企業では海外のIT要員を日
本に集めて育成するなど、ｸﾞﾛｰﾊﾞ
ﾙな人材育成を展開していた。

日経



16.2

31.9
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14.6

13.1

9.1

3.8

3.8

5.3
1.3

14.6

7.9

24.5

11.9

18.0

14.2

7.6

14.0

11.6

18.1

15.9

9.3

13.5

1.4

0 10 20 30 40 50 60 70

語学力

ITの専門知識・技術

海外のビジネス習慣への習熟度

業務の知識・理解

人間力（達成意欲、リーダーシップ、
コミュニケーション力等）

プロジェクト管理についての知識・技術

問題感知力・判断力

その他

（％）

1位（n=473）

2位（n=445）

3位（n=421）

各企業が不足していると感じている能力は「語学力」「ITの専門知識･
技術」「海外ﾋﾞｼﾞﾈｽへの習熟度」、また各社ｲﾝﾀﾋﾞｭｰでは「人間力(相応
のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ力やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力）」が重要であるとのｺﾒﾝﾄが多かった
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現地に派遣する日本人の
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材（ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）
に、現在不足している能力

（C）JUAS 201２

・「語学力」については、新卒採用時
や昇進時の条件の一つにTOEICの
点数を設定する企業や語学研修制
度を取り入れている企業もある。

・一方で、「海外ﾋﾞｼﾞﾈｽへの習熟度」
は、日本にいながらにして習得する
ことは困難である。
このため人材の定期ﾛｰﾃｰｼｮﾝやﾄﾚｰ
ﾆｰ制度により短期での駐在経験をさ
せるといった人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導
入している企業も多い。

・また、「人間力」は海外駐在経験者
の実体験に裏打ちされたもので、ﾘｰ
ﾀﾞｰｼｯﾌﾟ力やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力を有した
人材でなければ海外のﾏﾈｰｼﾞｬｰとし
て成功するのは難しいということで
あった。

・語学力、技術力、人間力といった幅広い能力をｼｽﾃﾑ部員が
磨き続けること、それができる環境を会社が整備することが、
企業がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化するためには不可欠である。

・三村明夫新日本製鉄会長がいうｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材とは「海外で異
文化の人と一緒に業務を遂行できる人材、相手の話を聞き、自
分の考えで説得できる人材」である。
このようなｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材を育てるためには、自国文化や異文化
理解、多様性、論理的思考力、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力、等々の幅広い
一般教養を大学時代から身に付けていくことも重要であると考
える。

日経



（C）JUAS 201２ 151151151

＜IT人材の総括＞ IT人材は企業ｸﾞﾙｰﾌﾟﾚﾍﾞﾙで人材の適正配置、能
力開発が進められているが、いまだ道半ばである。さらに今回の調査
でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材への成長も期待されていることが浮き彫りになった

• ここでインタビューにご協力頂いた企業のコメントをいくつか紹介しておきたい。
「ビジネスを知らない人がビジネスの変革の話をできるわけがない」
「IT人材はビジネスの変わるべき方向を捉え、ITの力を使って変えられる人である」
「部門内業務のIT化は終焉した。IT人材は、ある部門の前後の業務を把握して、ITを用い
て情報の流れを組み立て直せる人である」
「IT人材とは、案件化する前から関与して、様々な改革策を提示できる人材である」 等。

• ここ数年間、IT人材の役割や守備範囲が大きく変化してきた結果、
もはや、昔ながらの「企業システムの維持・改善」の専門化集団ではいられなくなった。

• これからのIT人材は、部門の壁、企業の壁（親会社、子会社、取引先等）、国境を超えて、
「全社横断的な業務プロセスの変革」「IT資源の最適配分」「最新の技術動向の理解」や
「IT投資の目利き」等といった高度な領域での活躍が期待されていくことだろう。

• IT人材は立ち止まってはいられないのである。

多種多様な人材との交流等を通して、IT人材がさらなる進化を遂げていくことを期待したい。
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性
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主な調査結果

（C）JUAS 2012

配布資料



＜企業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化＞上場企業の約半数は既に海外進出している！
業種別では「機械器具製造：3/4 」と「素材製造：2/3 )」の比率が高い
また大企業では7割が、中堅企業でも約半数が海外に進出している
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年次別 業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
ﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の状況

（C）JUAS 2012

企業規模(従業員)別
ﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の状況
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32.9

50.4

32.1
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5.6

3.9
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8.9
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17.9

51.9

70.3

63.0
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素材製造（n=198）
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商社・流通（n=192）

金融（n=69）

重要インフラ（n=66）

サービス（n=158）

全体（n=1126）

建築・土木（n=78）

素材製造（n=226）

機械器具製造（n=279）

商社・流通（n=208）

金融（n=64）

重要インフラ（n=73）

サービス（n=198）

1
1
年

度
1
0
年

度

既に海外進出している 今後、海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない

51.3

35.4

48.2

72.0

5.8

7.9

5.8

3.5

42.9

56.7

46.0

24.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=1023）

300人未満（n=342）

300～1000人未満（n=363）

1000人以上（n=318）

既に海外進出している 今後、海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない

配布資料

＜既に海外進出している企
業の海外売上高比率＞
・海外売上高比率が「50%～100%」
の企業は全体の13.1％に留まって
おり、まだ国内中心の企業が多い。

・ただし、業種別に見ると差があり、
「機械器具製造」、いわゆるﾒｰｶｰ
企業のうち24.5%が海外売上高比
率が「50%～100%」と高く、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
での事業展開が進んでいる様子
がわかる。

・企業にとって海外市場の開拓は、
成長を維持するために不可欠な戦
略になっている状況が見て取れる。

日経



今後のﾋﾞｼﾞﾈｽの重点は中国、ｱｼﾞｱへ！既に海外進出果たしている、
もしくはこれから進出予定の企業では、北米、欧州などの先進国市場
での売上は維持しつつ、中国、ｱｼﾞｱ市場を増加させていくとしている

154154

地域別売上高の
今後の増減予想

（C）JUAS 2012

＜業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 「地域別売上高の今後の増減予想」のDI値＞
「日本」： 「機械器具製造」▲62.6、 「素材製造」▲52.9、「建設・土木」▲52.9、 「金融」▲26.7 、

「商社・流通」▲20.5、「ｻｰﾋﾞｽ」▲12.7、 「重要ｲﾝﾌﾗ」 ▲10.7
「中国」： 「機械器具製造」83.6、 「素材製造」83.1、 「ｻｰﾋﾞｽ」81.8、 「重要ｲﾝﾌﾗ」75.0、

「商社・流通」70.2、 「金融」71.4、 「建設・土木」40.0
「ｱｼﾞｱ（中国を除く）」： 「機械器具製造」87.0、 「素材製造」79.1、 「ｻｰﾋﾞｽ」76.3、 「金融」71.4 、

「ｻｰﾋﾞｽ」76.3、 「商社・流通」67.8 、 「ｻｰﾋﾞｽ」76.3、 「重要ｲﾝﾌﾗ」57.1、
・業種別では、「素材製造」、「機械器具製造」、「建築・土木、金融」では、国内市場の位置付けがますます
小さくなるとする企業が多く見られる。
・製造関連、また「ｻｰﾋﾞｽ」では中国、ｱｼﾞｱにｼﾌﾄしていくとする企業が多い。
・いずれの業種においても7～8割が中国での増加を予想しているが、「建築・土木」だけは50%にとどまっている。
これは中国政府の国内保護政策により、市場への参入障壁が高いことが要因となっていると思われる。

13.5

79.3

81.3

33.5

42.6

29.1

36.8

30.2

19.6

16.6

53.5

55.8

58.6

58.9

56.3

13.0

12.4

4.2

1.0

2.2

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本（n=467）

アジア（中国を除く）（n=392）

中国（n=368）

北米（n=284）

南米（n=197）

欧州（n=251）

その他（n=190）

増加 不変 減少

DI値
▲42.8

78.3

79.1

20.5

41.1

16.7

32.6



IT投資の最重点ﾃｰﾏに「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」を掲げる企業が増加
特に目立つのは「素材製造」「機械器具製造」などの製造業である
注目すべきは、ここにきて中堅中小企業にも及んだ兆しが見られる点
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IT投資で解決したい経営
課題の1位または2位に「ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」を挙げ
た企業の推移
（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）

IT投資で解決したい経営
課題の1位または2位に
「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」を
挙げた企業の推移
（売上高別） （C）JUAS 2011
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配布資料

・ IT投資におけるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化対応
への注目の拡大は、09年度に一
旦は踊り場状態となったものの、
中長期的なﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が
見込まれることを背景として、10年
度以降は増加に転じている。

・「金融」や「ｻｰﾋﾞｽ」は10年度に増
加傾向を見せたものの、11年度は
減少に転じた。



最も売上が高い商品のﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの現状は「全世界で共通化」が２
割、「地域ごとに共通化」が４割弱。事業の海外ｼﾌﾄが進む中、IT開発・
運用の拠点とﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの立地は、現時点では国内に集中している
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国内外におけるIT開発・運用の
拠点、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ立地の現状

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾌﾟﾛｾｽの共通化の状況

（C）JUAS 2012
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年
度

1
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国内に集中 海外の事業拠点ごとに分散 国内外の特定地域に集中拠点を設置

・業種別に見ると、「全世界での共通
化」を志向する割合が最も高いのは
「重要ｲﾝﾌﾗ(32.3%)、次いで「機械器具
製造」(26.3%)であった。
・逆に、「地域ごとの共通化」を志向す
る割合は「金融」が最も高く(60.0%)、
他業種が約20%～40%であるのに比べ、
その比率が高い。

＜ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰを置く集中拠点(複数)＞
・多かったのは北米とｱｼﾞｱ（中国を除
く）だ。開発拠点は中国とｱｼﾞｱ（同）が4
割、運用拠点は北米、ｱｼﾞｱ（同）が5割
でほぼ同じになっている。ﾋﾞｼﾞﾈｽの展
開と同じく、北米から中国、ｱｼﾞｱへとｼﾌ
ﾄしていると考えるのが妥当であろう。



＜ITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ＞現状は「海外の事業拠点に任せている」が主流だが、
今後は「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで標準化」する方向にある。今後も「IT人材管理」と
「ITﾘｿｰｽ調達」は「海外の事業拠点に任せる」が主流の状態が続く
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ
の現状と今後

（C）JUAS 2012
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状
B

.今
後

グローバルで標準化 地域ごとに標準化 海外の事業拠点に任す 特に行わない

ｘ

・海外進出とその規模が拡大
するにつれ、「IT戦略(戦略策
定･展開)」や「情報(ﾏｽﾀｰや
ｺｰﾄﾞ体系)」は本社機能で、
「業務ｼｽﾃﾑ」 や「IT基盤」は
地域で標準化する、などの役
割分担が必要となっている。

・ 「ITﾘｿｰｽ調達」と「IT人材管
理」に関しては、現状で5割強
の企業が「海外の事業拠点に
任す」、今後も4割弱の企業が
「海外の事業拠点に任す」とし
ており、「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで標準化す
る」難易度が高いことがうかが
える。
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＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略における課題と工夫＞
ｱﾝｹｰﾄの自由記入欄に見られる回答企業の声からは、「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に
伴う4つの課題」と「成功に導く3つのﾎﾟｲﾝﾄ」が浮かび上がる

＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略における課題＞
①まず第一に世界規模の事業展開にともなってそれぞれの拠点においては人材などのリソー

スが不足するといったことや、多言語での対応が必要になるなど、「グローバル化に伴う構造
上の問題」とでもいえる悩みである。

②第二に「国内外や現地でのコミュニケーションの問題」である。
これは、単に言語の問題だけでなく、日本国内の基準が通用しないといったことも大きな悩み
となっている。

③第三に「国内と異なる事業環境上の問題」である。
特に途上国における社会環境やビジネス慣行の問題の他、インフラ確保の難しさも含まれる。

④そして第四に「人材確保や連携体制構築の問題」である。
海外に置いて人材を確保することの難しさや、ベンダーとの連携をどうやって確立するかと
いった悩みである。

＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略における工夫＞
①ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなｼｽﾃﾑｱｰｷﾃｸﾁｬｰの確立

②ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの仕組みづくり

③ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ(資源調達)の仕組みづくり

（C）JUAS 2012
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1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

159159

主な調査結果

（C）JUAS 2012
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＜ｼｽﾃﾑ開発における工期･予算・品質の状況＞ 500人月以上の大規
模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「工期」は07年度から改善傾向。工期遅延は40.5%で、07
年度から16.1ﾎﾟｲﾝﾄ改善はしたものの、まだまだ改善の余地は大きい

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模別 年度別
ｼｽﾃﾑ開発の工期

・末永くｼｽﾃﾑを利用し続ける傾
向が強まれば、ｼｽﾃﾑ構ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
一つひとつの重要度は増す。

・工期･予算・品質の三つの要素
の中で、特に当初の計画通りに
進まない割合が大きいのが工期
である。
ﾋﾞｼﾞﾈｽ環境がめまぐるしく変わる
現在では、工期の遅延はﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾁｬﾝｽを逃す原因になる。

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模が小さくなるほど、
工期遅延の割合は減る。
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを強化すること
は不可欠だが、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを小規
模に分解してｺﾝﾄﾛｰﾙしやすくす
ることも検討するとよいだろう。
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予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する
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ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ以降のIT予算削減努力の成果もあり、500人月以上の大規
模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「予算」は改善傾向を継続。予算超過は34.8％で、07年
度から16.1ﾎﾟｲﾝﾄ改善はしたものの、やはり改善の余地は大きい

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模別 年度別
ｼｽﾃﾑ開発の予算

・工期と同様、ｺｽﾄについても課
題は山積みである。

・100人月以上のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは
3割以上が予算を超過しており、
「予定通り完了する」割合は予
算超過の割合を下回っている。

・工期と同様に、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模
が小さくなれば、失敗（ここでは
予算超過）の割合は減る。

・大規模なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄになるほど、
ｼｽﾃﾑに対する要件のﾌﾞﾚが生
じるので、いかに小規模なﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄに切り分けられるかが、予
算内でﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを完遂させる上
でもﾎﾟｲﾝﾄとなりそうだ。
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日本では工期や予算より品質を重視したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理が主流。不満の
割合は年々改善しているものの、工期や予算に比べると改善幅は小さ
い。品質に対する要求ﾚﾍﾞﾙが高くなりつつあるのもその要因の一つか

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ規模別 年度別
ｼｽﾃﾑ開発の品質
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満足 ある程度は満足 不満

・品質は、工期やｺｽﾄに比べれば
失敗する（計画通りの品質ではな
い）割合は少ない。

・注意したいのは、この調査はｼｽ
ﾃﾑ構築を担当するｼｽﾃﾑ部門長
が回答している点である。
ｼｽﾃﾑの使い勝手などではなく、
性能設計を満たした処理性能か
どうかなどで、ｼｽﾃﾑの「品質」を
評価していることも考えられる。

・工期や予算が計画通りに進ん
だとする割合は、100人月以上の
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで2割を超えているが、
品質を「満足」する割合は2割に
満たない 。
ｼｽﾃﾑの品質向上の取り組みは、
今後、一層の強化が求められて
いる。

配布資料
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１．スケジュール管理を徹底する
• ステアリングコミッティの運営にスケジュール管理の実効性をもたせる
• 自社で徹底的にマネジメントを実施。決してベンダーやコンサルタント任せにはしない
• 課題の先送りは絶対にやらない
• 切り詰めたスケジュール、予算を策定しない（リスクを見込む）
• 開発アウトソーサーとの定例品質会議開催･受入れ検証/システム監査実施
• キーマンによるステアリング会議の定期開催による課題の早期発見･対処の実施

２．コミュニケーションを重視する
• プロジェクト内のコミュニケーション、プロジェクト体制、役割の明確化
• 中核となるメンバーの厳選とベンダーも交えた積極的なコミュニケーション
• IT部門以外からのプロジェクトへの参画
• 常に仕様決定プロセスを情報システムと現場で共有

３．要件定義を確実に行う
• ユーザー部門の業務を知る
• 他事業部での業務経験のあるIT部門の要員が要求仕様書を作成
• 要件定義の具体化とユーザー確認の徹底
• 見積り段階での要求仕様の明確化
• 開発前の評価方法の確認、稼働後の状況確認

４．その他
• 開発プロセス標準を作成し品質向上
• IT部門マネジャーのスキルアップ
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[企業IT動向調査2010より引用] 「予定通り完了・満足」企業が「工期」
「予算」「品質」を改善するために工夫していることはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（「ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理の徹底」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化」「要件定義の充実」）



＜JUASからの提言＞
[ｿﾌﾄｳｪｱﾒﾄﾘｯｸｽ調査]ｿﾌﾄｳｪｱの開発・保守にかかわる代表的な指標

 標準開発工期（月数）は投入人月の立方根の2.5倍

（例）1000人月なら標準工期は25カ月。短縮率が40～50％だと寝られ
なくなる

 受入テストから安定稼働までに見つかるバグは開発費500万円あたり 1件

 総合テストで見つかったバグの10分の1の数のバグが、稼働後に出る
（例）テストで100個のバグを修正しても稼働後に10個ぐらいは出てくる

 基準を持って発注すると品質（欠陥率）は2倍に向上する

 ベンダーのプロジェクトマネジャーの経験度・優秀さは欠陥率に3～5倍の
改善効果がある

164（C）JUAS 2012



＜ｼｽﾃﾑ開発の業務委託契約＞「信頼性向上・取引の可視化」の出発
点となる契約書を「すべて交わしている」企業が大幅に増加して8割を
超えた。逆に「交わさない」企業は10年度4.6%→1.6%へと激減した

企業規模別 業務委託先
との契約書の現状

売上高別 業務委託先
との契約書の現状

・企業規模が大きくなるほど、
契約書を取り交わす割合が
増加している。売上高1兆円
以上の超大企業になると、
100%契約書を交わしている。

・ 「ｼｽﾃﾑ開発を外部委託して
いる」企業に絞って分析した。

・情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上のた
めには、開発委託先との連携
および良好なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが不
可欠であり、ﾄﾗﾌﾞﾙを未然に防
止するためにも、契約がその
出発となる。
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契約書の中に重要な契約条項が欠落している企業が多く、「契約書の
内容はﾍﾞﾝﾀﾞｰ任せでよくわからない」企業も9.6%存在する。契約締結後
の揉め事を回避するためにも契約書の内容を吟味する必要がある

企業規模別 契約書にお
いて通常定めている事項
（複数回答）

・契約締結後の揉め事回避に効
果がある「変更管理手続き」(大企
業：43.1%)と「機能要件および非機
能要件」 (大企業：36.0%)に関して
は、大企業でも半数に満たず、
まだまだ不十分である。

54.5

56.7

26.6

23.2

18.9

14.6

73.6

58.7

41.6

28.6

29.7

11.5

88.0

67.8

36.0

41.2

43.1

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

システム開発の工程に応じた契約類型（準委任契約か
請負契約か）

システム開発の工程に応じたユーザー、ベンダーの役割
分担

機能要件および非機能要件

再委託におけるユーザー承諾の要否

変更管理手続

契約書の内容はベンダー任せでよくわからない

300人未満 （n=233）

300～1000人未満 （n=269）

1000人以上（n=267）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ｼｽﾃﾑ開発
における主な委託先から
の再委託についての報告

・多重下請構造では、発注者、直
接の請負人、下請負人の責任の所
在を明確にする必要があるが、
再委託先までの下請負人の報告を
受けている企業は4割強。
業種別では「金融」が7割を超える 。
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経済産業省のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」を「活用・検
討中」の企業は1割程度に留まる、経済産業省の「情報ｼｽﾃﾑ・ｿﾌﾄｳｪｱ
取引高度化ｺﾝｿｰｼｱﾑ」を中心とした今後の普及活動に期待したい

｢情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」
第一版[07年4月]、追補版[08年4
月]（企業規模別 年度別）

｢情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上に
関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ第二版[09年
3月]」（企業規模別 年度別）

・情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上に向けて、
経済産業省は「情報ｼｽﾃﾑの信頼性
向上に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」、「情報ｼｽﾃ
ﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」 といったｶﾞｲﾄﾞ
ﾗｲﾝを提供している。
これは、経済産業省が情報ｼｽﾃﾑの
信頼性向上・取引の可視化に向けた
取引や契約のあり方を検討した結果
をまとめたものである。

・「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」 に
は、ﾕｰｻﾞｰとﾍﾞﾝﾀﾞｰ間での役割分担
の明確化や変更管理手続きの規定
などが盛り込まれている。

3.4

3.9

4.1

2.9

1.8

2.9
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32.0

40.2

39.9

45.2

40.2

60.5

55.2

57.1

57.5
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・追補版では、ITや情報システム取引、法務の専門家の人材のいない中小企業がパッケージソフトを利用して、
業務システムを導入するケースを前提としている。

・追補版の特徴は、「パッケージソフトウェア利用（SaaS、ASPを含む）」を前提とし、「重要事項説明書」による
ユーザ、ベンダの合意プロセスにある。

「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」＜第一版＞と＜追補版＞の相違点
（参照：経済産業省 http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/keiyaku/）

モデル取引・契約書＜第一版＞ 「重要事項説明書活用型」モデル取引・契約書＜追補版＞

公表 2007年4月 2008年4月

利用者 対等の交渉力を有するユーザとベンダ 中小企業等でITの専門知識を有しないユーザと、

業として情報サービスを提供するベンダ

適用 受託開発 パッケージ/ＳａａＳ/ASP
カスタマイズ、オプション

対象システム 社会インフラ、大企業基幹系 業務システム、グループウェア

プロセス 共通フレーム2007準拠

構成 ①契約締結、変更管理手続（仕様変更・契約変更）に至るまでの取引ルール

②見積時期とリスクとの関係を踏まえて、多段階契約と再見積を採用

③モデルプロセス・契約書において、関連するドキュメント（検収依頼書、検収書、セキュリティ要求仕様書、変更管
理書等）を例示

特徴 ①開発フェーズに応じた契約類型の例示（準委任、請負）

②再委託におけるユーザの承認の要否

③著作権帰属の例示

④第三者ソフトウェア、OSSの利用におけるリスク提示とベンダの責任規程

（C）JUAS 2012 168



169

1. 回答企業のプロフィール

2. 最新トピックス
①新規テクノロジーの採用
② IT予算の現状と今後の見通し
③ IT投資マネジメント
④ ソフトウェアの採用と評価
⑤ 情報セキュリティ

3. 重点テーマ
① BCP(事業継続計画)への取り組み
② 超上流・IT利活用の実態と課題

4. 定点観測
① IT推進組織
② IT人材
③グローバルIT戦略
④ システム開発
⑤ 情報システムの信頼性

169169

主な調査結果
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＜障害＞ｼｽﾃﾑ障害の「見せる化」が進み、重大障害の減少に貢献！
役員以上に報告する「ｼｽﾃﾑ障害の見せる化」が浸透し、そのﾌﾟﾗｽの
効果として、「中断障害が減少する」結果をもたらしていると考えられる

年度別 推定障害発生件数

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 事業が中断した障害
に対する役員が認識した障害の倍数

・障害発生件数の中間値(0件：0、1～2件：1.5、
3～5件： 4、6～10件： 8、10件以上：12)を掛け
て平均を求め、指数化した。
＜業種別に見ると＞
「役員以上への障害報告件数の増加傾向」は

「金融」(08年度3.83→11年度4.17)で顕著である。

1.63

1.56

1.54

1.47

0.47

0.53

0.51

0.60

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

11年度（n=1014）

10年度（n=1109）

09年度（n=991）
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11年度（n=989）

10年度（n=1087）

09年度（n=977）

08年度（n=825）

役
員

が
認

識
事

業
の

中
断

3.53

2.74

3.20

2.40

3.22

13.22

5.36

3.94

3.02

3.25

3.44

2.40

2.45

6.27

2.92

3.42

0.00 2.00 4.00 6.00 8.00 10.00 12.00 14.00

全体（n=988）

一次産業（n=125）

素材製造（n=141）

機械製造（n=247）

商社・流通（n=191）

金融（n=65）

重要インフラ（n=65）

サービス（n=154）

全体（n=988）

一次産業（n=114）

素材製造（n=154）

機械製造（n=247）

商社・流通（n=188）

金融（n=49）

重要インフラ（n=73）

サービス（n=163）

1
1

年
度

0
8

年
度

・ 「事業が中断したﾚﾍﾞﾙ」と「役員が認識したﾚ
ﾍﾞﾙ」の比、つまり事業中断1件の障害に対し、
役員認識の障害が何件あったかを求めると、
11年度の全体平均は3.53となる。
これは、役員が認識した障害3.53件に対して、
1件の事業中断の障害が起きたことを示してい
る。別の言い方をすれば、残りの2.53件は大障
害に至らずに対応できた、ということになる。

・この数字が大きいほど、情報ｼｽﾃﾑの運用部
門が必要な手を的確に打って、障害の拡大を
防止していることを示している。

配布資料
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｢事業が中断」した障害原因は例年と同じく「ﾊｰﾄﾞｳｪｱの故障」 「ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ(ｷｬﾘｱ）の障害」 「ﾈｯﾄﾜｰｸ(自社）の物理的故障」がﾄｯﾌﾟ3 で年次別に
見ると減少傾向にある。ﾈｯﾄﾜｰｸ系の障害は事業中断に繋がりやすい

情報ｼｽﾃﾑ障害の主な
一次原因（上位2つ）
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4.3

4.1

3.4

2.7

5.4

2.4

1.4

2.0

2.2

1.7

1.4

1.4

2.0

1.0

1.6

0.0
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11.7

13.6
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8.9

5.8

7.6

5.2

7.0

4.5

2.9

3.1

2.3

2.6

3.5

2.4

3.5

4.2

7.0

5.8

2.9

3.7

2.9

1.6

0.5

0.6

2.9

18.1

0 10 20 30 40 50

ハードウェアの故障　事業の中断

　　〃　　役員が認識

ネットワーク（キャリア側）の障害　事業の中断

　　〃　　役員が認識

ネットワーク（自社側）の物理的故障　事業の中断

　　〃　　役員が認識

運用・保守作業ミス　事業の中断

　　〃　　役員が認識

ソフトウェア製造上の不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

システム設計の不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

汎用ソフトウェア（業務パッケージソフト等）の不具合　事
業の中断

　　〃　　役員が認識

OS、ミドルウェアの不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

システム企画・要求仕様の不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

他製品・他システムとの接続に起因する不具合　事業の
中断

　　〃　　役員が認識

DBMの不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

キャパシティ管理の不備　事業の中断

　　〃　　役員が認識

ネットワーク（自社側）の運用ミス、テスト不足、設計ミス等
事業の中断

　　〃　　役員が認識

操作・使用環境等使用者に起因する不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

操作説明書などの不具合　事業の中断

　　〃　　役員が認識

その他　事業の中断

　　〃　　役員が認識

（％）

第1位　（事業の中断（n=295）　役員が認識（n=553）） 第2位　（事業の中断（n=171）　役員が認識（n=381））

・ 「事業の中断」と「役員以上
の認識」の双方の障害原因を
分析すると、ﾈｯﾄﾜｰｸ系障害の
場合は障害原因の1位、2位と
も｢事業の中断｣の原因として
多く選択されている。
ﾈｯﾄﾜｰｸ系障害が事業の中断
に直結しやすく、ﾈｯﾄﾜｰｸ系の
冗長設計や経路の多重化など、
まだまだ努力が必要である。

・その点、ﾊｰﾄﾞｳｪｱの故障は原
因のﾄｯﾌﾟではあるが「役員以上
の認識」原因（24.6％）より「事
業の中断」原因（22.4％）の比
率が下がっており、ﾊｰﾄﾞｳｪｱの
障害が事業の中断に直結する
率はﾈｯﾄﾜｰｸ系よりも低い。

配布資料
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大分類の経年変化を見ると、｢不慮の事故｣はｲﾝﾀｰﾈｯﾄの拡大やｸﾗｳ
ﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ技術の進歩と共に減少傾向を示しているが、「ｿﾌﾄの不
具合」や「設定･操作ﾐｽ」といったﾋｭｰﾏﾝ系ｴﾗｰはほぼ横ばいの状況

事業が中断した障害の原因の大分類の経年変化
（％は障害の主な原因の1位、2位をそれぞれ合算
したものを100％とした割合）

障害の主な原因の大分類
（日経BP社「ｼｽﾃﾑはなぜﾀﾞｳﾝするのか」より）
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1位（n　11年度=262 10年度=337　09年度=281　08年度=279）

2位（n　11年度=166 10年度=239　09年度=170　08年度=179）

ｿﾌﾄｳｪｱの
不具合

「ｼｽﾃﾑ企画・要求仕様の不具
合」、
「ｼｽﾃﾑ設計の不具合」、
「汎用ｿﾌﾄｳｪｱ（業務ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿ
ﾌﾄ等）の不具合」、
「ｿﾌﾄｳｪｱ製造上の不具合」、
「OS、ﾐﾄﾞﾙｳｪｱの不具合」、
「DBMS（ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑ）の不具合」

性能・容量
不足

「他製品・他ｼｽﾃﾑとの接続に
起因する不具合」、
「ｷｬﾊﾟsiﾃｨ管理の不備」

設定・操作
ﾐｽ

「運用・保守作業ﾐｽ」、
「操作説明書などの不具合」、
「操作・使用環境等使用者に
起因する不具合」、
「ﾈｯﾄﾜｰｸ（自社側）の運用ﾐｽ、
ﾃｽﾄ不足、設計ﾐｽ等」

不 慮 の 事
故

「ﾊｰﾄﾞｳｪｱの障害」、
「ﾈｯﾄﾜｰｸ（ｷｬﾘｱ側）の障害」、
「ﾈｯﾄﾜｰｸ（自社側）の物理的
故障」、
｢その他の内の東日本大震災
関連｣

配布資料
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<情報ｼｽﾃﾑ障害の対応費用と経営損失＞今回の調査では、この1年
間の「事業が中断した最大の情報ｼｽﾃﾑ障害」に伴って発生した「ﾄﾗﾌﾞ
ﾙ対応費用」と「経営損失の概算額」を記述してもらった

ﾄﾗﾌﾞﾙ対応費用の分布

売上高別 「平均対応費用」、「平均経営損失額」

・障害対応費用の算出は非常に難しく、
さらに経営損失では社内のｺﾝｾﾝｻｽ
を得ることも困難であると推測される。

回答件数は少ないため、あくまでも参
考としてできるだけ生の状態で掲載す
ることとした。

・なお、掲載にあたっては設問に忠実
に従い、「役員以上が認識した障害」
が1件以上あり、かつ「事業が中断し
た障害」が1件以上ある企業の回答に
限定した。

売上高

（n=対応費用／m=経営損失）

平均対応費用

（百万円）

平均経営損失

（百万円）

100億円未満（n=14／m=9） 7.8 3.5

100億～1000億円未満（n=20／m=12） 5.3 57.1

1000億～1兆円未満（n=8／m=5） 20.1 18.4

1兆円以上（n=2／m=2） 15.0 12.5

全体（n=44／m=28） 9.2 29.8

経営損失の分布

対応費用の分布

1百万未満 6社

百万円台 26社

10百万円 5社

20百万円 4社

50百万円 1社

80百万円 1社

100百万円 1社

経営損失の分布

1百万未満 3社

百万円台 13社

10百万円 5社

20百万円 3社

40百万円 1社

50百万円 1社

100百万円 1社

500百万円 1社
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系
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[企業IT動向調査2011より] ＜情報ｼｽﾃﾑの稼働率＞基幹系情報ｼｽﾃ
ﾑの稼働率実績で「 99.999％以上（年間停止時間5分以下） 」を達成し
ている企業が37%を占める。日本の情報ｼｽﾃﾑの信頼性は極めて高い

情報ｼｽﾃﾑの稼働率
（全体）

情報ｼｽﾃﾑの稼働率
（企業規模別）

・基幹系情報ｼｽﾃﾑの「実績
値99.999％以上(年間停止
時間5分以下）」を、企業規
模に見ると、企業規模が大
きくなるにつれ、その達成
率が低くなる。
・これは大企業の情報ｼｽﾃ
ﾑが中堅・中小企業のもの
より複雑で、それだけ障害
が発生しやすいという現実
があるものと考える。
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25%
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26%
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23%
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22%
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29%

24%

26%

28%

32%

24%

23%

31%

26%

10%

11%

12%

14%

7%

10%

12%

11%

13%

14%

18%

24%
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3%

3%

2%

3%

3%

5%

2%

3%

4%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値（n=211）

実績値（n=233）

目標値（n=206）

実績値（n=228）

目標値（n=273）

実績値（n=297）

目標値（n=261）

実績値（n=292）

目標値（n=246）

実績値（n=269）

目標値（n=228）

実績値（n=254）

基
幹

系
情

報
系

基
幹

系
情

報
系

基
幹

系
情

報
系

3
0
0
人

未
満

3
0
0
～

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

100% 99.999%以上 99.99%以上 99.9%以上 99%以上 99%未満

・ここでの稼働率は、計画停
止の時間を計算式の分母と
分子の両方から除いたもの
である。
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日本の情報ｼｽﾃﾑの信頼性は、毎年着実に向上している（基幹系情報
ｼｽﾃﾑの稼働率実績：06年度99.72%→08年度99.79％→10年度99.80%）
米国のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞの稼働率は99. 5%程度(1カ月に4時間近く停止)

推定障害停止時間の経年変化
（分/年間）（基幹系実績値）

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 推定年間停止時間
（分/年）（基幹系実績値）

信頼性 年間停止時間

100％ 0分

99.999％以上 5分

99.99％以上 52分

99.9％以上 525分

99％以上 5,256分

99％未満 （計算には10,512分を利用）

・推定年間停止時間計算のためのｳｴｲﾄ
(情報ｼｽﾃﾑの信頼性と年間停止時間）

1053

1085

1146

1404

1456

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600

10年度（n=799）

09年度（n=718）

08年度（n=580）

07年度（n=406）

06年度（n=500）

2112

871

894

761

562

1127

1474

0 500 1000 1500 2000 2500

建設・土木（n=59）

素材製造（n=161）

機械器具製造（n=199）

商社・流通（n=144）

金融（n=44）

重要インフラ（n=53）

サービス（n=139）

・業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別に見ると、「金融」の情報
ｼｽﾃﾑの信頼性の高さが際立っているこ
とを見て取ることができる。
・一方で、情報ｼｽﾃﾑへの依存度が高い
と考えられる「ｻｰﾋﾞｽ」と「重要ｲﾝﾌﾗ」の
推定年間停止時間の長さが気になる。

[企業IT動向調査2011より]



1-4．情報システム・ソフトウェアの信頼性を巡るベンチマーク
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日本 米国 インド 欧州他 計

プロジェクト数 27 31 24 22 104

ソフトウェアの品質
システム導入後１年間に発見された１Ｋあたりの不具合報告（中央値）

0.020 0.400 0.263 0.225 0.150

出典：CUSUMANO,M.等（ＩＥＥＥ Software Nov./Dec. 2003, pp28-34）
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2,499

2,400
or

More

2008 Estimated

2008 Tracked

米国の2400人以上の企業の
ミッションクリティカルなアプリケーションの平均停止時間

出典：ガートナーリサーチ “Dataquest Insight: Unplanned 
Downtime Rising for Mission-Critical Applications” (2008年9
月分析、10月3日発行）、ガートナーコンサルティング分析

※情報システムが年間に365日、24時間稼働することを期待されているとして求めた数値

＜企業IT動向調査2010（09年度調査）より＞
日本の従業員1,000人以上の企業の09年度（09年11月調査）の
「基幹となる情報システム」（含・情報系システム）の稼働実績
※08年度：基幹系システム 1.3時間 情報系システム 1.9時間

比較①： ソフトウェアの不具合数に関する国際比較 日本のソフトウェア開発は、他国と比べて不具合が少ないと
情報 いわれている

比較②： 情報システムの月間停止時間に関する日米比較 日本の方が、9倍停止時間が短いといえる
（米国14.7時間／月 vs 日本1.7時間／月）

国際的に見ると日本の品質は極めて高い！(障害による北米の大企業の月間停止時
間14.7時間だが、日本の大企業の基幹となる情報ｼｽﾃﾑの月間停止時間は1.7時間）

選択項目
年間停止
時間（分）

回答件数
月間停止時間
（時間） 合計

100％（0分） 0 25 0.00 

99.999％以上（5分） 5 29 0.20 

99.99％以上（50分） 52 57 4.12 

99.9％以上（8.6時間） 525 80 58.33 

99％以上（86時間） 5256 32 233.60 

99％未満（172時間） 10512 7 102.20 

合計 230 398.45 

1社あたりの月間停止時間 1.7324 

配布資料



レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

稼働率 99%未満 99% 99.9% 99.99% 99.999%以上

バックアップ機 なし あり
（部分的）

あり
（2／N＋1台）

あり
(Hot stand by)

あり
(Hot stand by)

サービス停止時間
（ ）時間／年

172時間 86時間 8.6時間 50分 5分

到着時間 1-6時間（昼）
12時間（夜間）

1-6時間 1-3時間（昼）
6時間（夜間）

常駐
ケースによって
は2時間

常駐

修復時間
・故障修復
・再立ち上げ

6時間-12時間
10分-1時間

6時間-12時間
10分-1時間

3時間-6時間
10分-1時間

3時間-6時間
0分-10分

3時間-6時間
即時

費用
・構築費用
・運用費用

1.0倍
1.0倍

1.2～1.8倍
1.1～1.3倍

（マニュアル）

1.2～3倍
1.3～2.0倍

1.5～4倍
2.0～3倍

（保守も）

4～6倍
3～4倍

システム構成（例）
必要な機能

NAS SAN
NAS
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化、四重化

ペナルティ 対象 対象 対象
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稼働率目標を上げるためには構築費用・運用費用がかかる
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで戦うためには、品質は一定程度にとどめ、ｽﾋﾟｰﾄﾞやｺｽﾄを
重視する取り組みが求められている ＜JUAS・SRM第1巻 P422～＞

それぞれの稼働率目標における、サービス停止時間、バックアップ機、費用、システム構成などの条件
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企業の収益比較(国別産業別）

178

金利・税金・償却前利益/売上高 (%)
現在の価値

米国
英国除く
ヨーロッ

英国 日本
日本除
くアジア

新興国 全世界

全産業 17.5 15.7 28.6 11.3 23.5 22.0 17.0
機械 15.4 11.9 13.3 8.3 13.3 16.4 11.3
消費 (景気循環) 11.6 11.2 11.4 8.2 15.5 13.6 11.2
生活必需品 13.5 13.1 15.4 9.4 10.0 14.6 13.7
電力 17.2 22.5 16.0 3.9 35.5 18.2 17.5
金融 - - - - - - -
ヘルスケア 15.6 30.0 38.7 15.7 21.4 24.8 18.7
テクノロジー 23.5 12.8 14.3 7.8 6.3 14.1 16.7
メディア 26.0 27.5 16.8 6.3 35.2 23.9 20.8
通信 31.0 37.3 32.3 27.3 35.5 39.2 33.3
公益 32.4 23.7 19.3 22.9 30.5 33.3 22.9
金融除く全産業 17.9 18.3 18.6 9.8 16.8 19.1 16.5

＜問題提起＞

・外国の収益が１５%以上なのに、何故日本だけが、こんなに収益低いのか？
・何をすれば収益が改善できるのか？

（上場企業平均 2009.9～１年間）

野村證券株式会社金融経済研究所
企業調査二部 情報通信産業調査室

ＥＢＩＴＤＡ ｲｰﾋﾞｯﾄﾃﾞｨｰｴｰ （最終利益+償却費+税金+金利+特別損益+のれん代）/売上高 （％）

（C）JUAS 2012




